


　道路新産業開発機構は、道路に関する国民のニーズの高度化、多様化に対応するため、
新しい道路機能の健全な発展を目的として、昭和 59 年に設立され、本年 7月には創立 30
周年を迎えることができました。これもひとえに、関係各位の一方ならぬご支援、ご協力
の賜物と深く感謝を申し上げます。
　設立以来、新しい道路産業分野に貢献する団体の設立や、VICS や ETCの実用化に貢
献するなど、多くの会員企業、団体の皆様の協力を得ながら官民のパートナーシップの構
築を実現する様々な事業を展開してまいりました。
　今、我が国は、経済の好循環が現れ始めており、世界から期待される経済成長の礎を確
固たるものとし、豊かで活力に溢れる新たな日本の創生に向けて踏み出していくことが肝
要となっています。
　こうした中で、経済のグローバル化に伴う国際競争力の強化や、元気で豊かな地方の創
生、人口減少や超高齢社会への対応、国土強靭化の推進による国民の安全、安心の確保な
どの多くの課題に対処することが必要です。今後とも官民のパートナーシップを強化し、
民間活力を最大限にコーディネイトすることが重要であり、当機構に期待されている官民
連携へのリーダーシップとその実行が一層の重要性を持つものと考えております。
　今からおよそ 100 年前の 1901 年、報知新聞は未来予測記事として 23 項目に及ぶ「二十
世紀の預言」を掲載しています。多くの英知の結集により、現在、携帯電話の開発、自動
車の普及をはじめ多くのものが実現しています。
　当機構も、50 年後、100 年後の社会、地域、暮らしの中での道路の役割を踏まえ、新た
な社会システムや産業の創出に向かって進んでいきたいと思います。
　特に 2020 年東京でのオリンピック・パラリンピック開催を契機に、安全、安心でス
マートなモビリティシティの実現など、課題解決の最先進国として世界に先駆けた取り組
みを提案し、全国で実施することが、豊かで多様性のある未来を築く一里塚になるものと
確信しております。
　今後とも一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

一般財団法人道路新産業開発機構
　会　　長　渡辺捷昭

創立 30 周年を迎えて
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　昭和 59 年 7 月に、財団法人道路新産業開発機構が設立されて、今年で 30 周年を迎える
ことができました。また、公益法人制度改革に伴って、昨年 4月からは、一般財団法人に
移行いたしました。
　当機構は、高度化・多様化する国民のニーズに応えるべく、官民協調による道路機能の
健全な発展及び道路整備の充足に貢献するとともに、道路に関連する新しい産業分野につ
いて調査研究等を実施してきました。その活動成果として、日本高速通信株式会社（現
KDDI 株式会社）をはじめ、新しい道路産業分野等に貢献する 11 もの会社・団体の設立
を支援し、VICS や ETCの実用化の実現に貢献するなど、ITS の推進及び道路機能の発
展に寄与して参りました。これもひとえに、賛助会員の皆様をはじめ関係各位のご指導、
ご協力の賜物と心より感謝を申し上げる次第であります。
　また、近年におきましても、日本の ITS 技術の国際標準化への支援をはじめ、全国の
スマート ICの導入検討や ITS スポットに関する数々の調査研究を実施し、ITS の推進に
寄与するとともに、日本風景街道や日本橋都市再生事業のほか、多機能化する道路利活用
ニーズの実用化に資する新道路利活用研究会の実施等、道路機能の発展に資する調査研究
等も精力的に実施してきております。
　我が国は今後、人口減少が進むとともに超高齢化社会を迎える中、国際競争力の強化、
国土強靭化、地域の活性化への対応等が必要となって参ります。他方、財政的には非常に
厳しい状況となっていることから、単に道路整備の推進だけでなく、既存ストックの有効
活用等、道路を賢く使うことが望まれています。そのためにも官民の連携を一層強化し、
新たなイノベーションの基礎となる ICTなどの新技術のさらなる活用や民間活力を最大
限に活用することが益々重要であります。
　当機構におきましては、30 周年を契機として、将来を見据え、道路の新しい方向性を
切り開くとともに、未来に向けてのまちづくりや地域づくり等にも時代の要請に積極的か
つ的確に応えられるよう、産学官連携の中核機関として、役職員一同、一丸となって努力
して参りますので、一層のご指導、ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。

一般財団法人道路新産業開発機構
　理事長　杉山雅洋

創立 30 周年のごあいさつ
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　道路新産業開発機構が、創立 30 周年を迎えるに当たり一言お祝いを申し上げます。
　貴機構は、昭和 59 年の設立以来、産官連携の中核機関として、道路に関連する新たな
道路機能の開発とその実現に向けての各種調査研究を行い、さらにその成果に基づいて事
業を推進する多くの団体の設立に関わるなど広範な事業活動を行ってこられました。
　特にVICS や ETCの実用化及びその普及に多大な尽力をされる等 ITS（高度道路交通
システム）をはじめとする道路機能の発展に大きな役割を果たしてこられました。
　昨今の道路行政を取り巻く状況をみますと、戦後本格的な道路整備計画である第一次道
路整備 5ヶ年計画のスタートから 60 年が経過し、世界にも類を見ないスピードでの少子
高齢化の進展と人口減少やそれに伴う労働力人口の減少、社会インフラの老朽化、大規模
災害のリスクの高まりなど我が国は様々な課題に直面しております。
　今後は、「コンパクトプラスネットワーク」をキーワードとし、今後の国土づくりの理
念や考え方を示した「国土のグランドデザイン 2050」に基づき、拠点をしっかりつなぐ
ネットワークの整備を進める必要があります。また、整備した道路を賢く使うため、ITS
スポットを通して収集される経路情報をはじめとしたビッグデータを活用し、高速道路の
賢い使い方を可能とする「ETC2.0」の導入など既存ネットワークの最適利用を図ること
が重要です。さらに、高度成長期以降に集中整備された道路の老朽化対策・長寿命化や、
今後想定される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害に際する速やかな道路啓開、
被災時の迅速な情報収集・提供なども重要な課題であり、体制の構築など必要な対策を推
進する必要があります。
　このような中、道路行政を的確に展開していくためには、将来の新たな国土、社会、暮
らしを念頭に道路の役割を考え、対応していくことが重要であり、産官連携の中核機関と
して先進的な道路機能の調査研究や、海外展開を視野に入れた国際標準化活動など貴機構
が果たすべき役割はますます大なるものがあります。
　これまで培ってこられました成果をさらに充実させ、時代の要請に応えていかれますよ
う、30 周年を迎えられた貴機構の一層のご尽力を期待いたしますとともに、今後ますま
すのご隆盛を祈念いたしまして、お祝いの挨拶といたします。

国土交通省
　道路局長　深澤淳志

創立 30 周年を祝して
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HIDOが歩んできた30年

井上 今日は、私共の一般財団法人道路新産業開発機構
創立 30 周年記念座談会に、お忙しい中、また大変暑い
中、お集まりいただきましてありがとうございます。
　私が司会を、務めさせて頂きますので、よろしくお願
いいたします。
　それでは、私どもの杉山理事長から、冒頭、ご挨拶を
させていただきます。
杉山 今日は暑い中、しかもお忙しい中、誠にありがと
うございます。本日は、HIDO の創立 30 周年を記念い
たしまして、これまで HIDO がやってまいりました事
業、今後、HIDO が取り組むべき課題等につきまして、
ぜひ皆様方から忌憚のないご意見を頂戴できれば、大変
ありがたいと思います。
　冒頭、私から、話題提供をさせていただきます。
　HIDO の創立が昭和 59 年の７月です。そして、１年
後に機関誌『TRAFFIC & BUSINESS』を出しており
ます。この機関誌が HIDO、会員企業、また関係機関等
との交流窓口になっていようかと存じます。
　機関誌編集の最初のころは、越正毅先生や岡野
行秀先生といった先生方にご指導をいただいたわ
けですが、もう既にその両先生も他界されており
まして、30 年の重みを、私どもは十二分に受け
とめなければいけないと思います。
　昭和 59 年前後を振り返ってみますと、実はそ
の２年前、昭和 57 年７月末に、第二臨調の基本
答申が出されております。その若干後には、新全
総、三全総、四全総と続くものですけれども、全
総計画が、打ち立てられまして、我が国の交通社
会の大きな指針も、示されたかと思っております。
　私は、臨調の答申をもう１回読み直しているの

ですけれども、その中に行政改革を進める観点という項
目で、「変化への対応の中で、民間に対する指導・規制・
保護に重点を置いていた行政から、民間の活力を基本と
し、その方向づけ・調査・補完に重点を置く行政への移
行」という文言がございます。
　第二臨調の基本理念は、「増税なき行政改革」でござ
いましたので、いかに既存の資源を有効活用するのか、
そのためには民間の活力を大いに引き出さなければいけ
ないのではないかというところがあったように思います。
　HIDO は、民間企業の出捐を仰いでおりまして、また、
研究員の大半は民間出身でございます。そういう点から
到しますと、民間活力を適切に引き出して、これを今後
の交通社会、とりわけ自動車交通社会に活用していこう
という点が確認できると思います。
　その後、いろいろなことをやってまいりました。私が
見る限りは、一貫して取り組んできたことが、日本橋地
区再生事業ではないかなと思います。日本風景街道にも、
長年取り組んでまいりました。
　また、ITS の WG5 自動料金収受、WG7 が商用貨物車運
行管理、WG18 が協調 ITS です。これらの事務局を担当

創立30周年記念座談会 第１部特 集

佐野克彦    東京都都市整備局技監

石田東生    筑波大学システム情報系社会工学域教授

渡邉浩之    特定非営利活動法人 ITS Japan 会長

杉山雅洋    当機構理事長

井上啓一    当機構副理事長

（敬称略）

第1部  道路交通社会の明るい未来へ
〜HIDOの30年とこれから〜　
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しておりまして、ITS の国際的推進に関しまして、多大な
貢献をしてきているのではないかと自負しております。
　ITS 時代を象徴する１つのインフラであるスマート
IC の調査研究もやっておりますし、また、離島にいか
に ITS や電気自動車を発展させるのかということで、
長崎 EV&ITS コンソーシアムの運営を支援してまいり
ました。
　また、近年では、マクドナルドの施設を利用して、ス
ポット通信を利用したドライブスルーの実証実験を行い、
いかに利用者の方々が、ストップの回数を少なくして、
自分たちの用事が完結できるのかということも取り組ん
でおります。
　また、道路課金に関する調査研究は、我が国はもとよ
り諸外国がどうなっているのかをつぶさに研究して、我
が国に適用できるものを検討しております。
　この 30 年間の中で、道路政策を振り返ってみますと、
有料道路制度と道路特定財源制度の２つがありまして、
この２つがあったがゆえに、今日の道路資本ストックが
ここまで蓄積されたと思っておりますけれども、この２
つに大きな変化が出ました。
　１つは、平成 17 年10月１日に、道路関係四公団が民営化
されまして、インフラの上下分離ということで、道路サー
ビスが民営化されたということでございます。その４年
後、平成 21 年度から、これまで道路整備の財源的な支え
になっておりました道路特定財源制度が廃止になりまし
た。この中で、道路において、新しい産業をどうつくり
出すのか、どう推進していくべきなのかということが、
今日、私ども HIDO に課せられた大きな使命だと理解し
ております。
　現在、HIDO の目標としては、１つ目が、豊かな国づ
くりにいかに貢献していくのかということ。２つ目が、
活力ある安全かつ安心な社会環境づくり、これは、いわ
ゆるインフラの老朽化等々に対して、また、交通事故の
削減に対して、どう取り組んでいくべきなのか。３つ目
が、生活・暮らしへ ITS を活用した新しい道路サービ
スを通して、いかに貢献していくべきなのか。これが大
きな柱になっているのではないだろうかなと思います。
　このような中で、私どもが取り組んでまいりましたこ
とに対しまして、忌憚のないご意見を頂戴し、また、今
後こういう側面から活動すべきだという点をご指摘いた
だければ、大変ありがたく存じます。

道路とのかかわりと
道路交通問題

井上 では最初に、道路へのかかわりなどということに

ついて、石田先生から順次、自己紹介も兼ねてお話しい
ただければと思います。よろしくお願いいたします。
石田 筑波大の石田でございます。どうぞよろしくお願
いいたします。
　まず、先の話で非常に印象的だったことは、戦後の道
路政策の原型が形づくられてから、約 60 年たって、そ
のうち後半の特に厳しい 30 年を、HIDO がしっかり歩
まれてきたのだなと思いました。民間活力、新しい道路
のあり方ということに関して、本当にいろいろな提言を
されてこられたし、それは、もちろん研究開発に基づく
ものでありまして、敬服いたしました。
　私と道路のかかわりは、大学で交通を専門にしており
ます。交通システムの中で一番重要なものは道路です。
どこに行くにも道路を通過しなければ行けません。バス
停へ、鉄道駅へ、空港へ行くためにも道路が必要です。
道路網は面的に国土をことごとくカバーしていることも
あり、国土の活力を引き出すものも道路だといってもよ
いと思います。このようなわけで、交通の中でも道路を
中心に研究をしております。
　HIDO の研究領域との関わり合いで申し上げますと、
まずITSが重なる領域だと思います。特に最近では ETC
からの、あるいは、モバイルからのビッグデータを、もっ
と交通の運用や政策立案に対して、どう活用していくの
かに興味があります。その延長線上に、杉山理事長が
おっしゃったロードプライシングもあろうかと思います。
　沿道とのかかわりも大事なことであります。私は
NPO 法人の日本風景街道コミュニティの理事長も務め
ております。道をきちんと地域で、観光や地域づくりや
街の元気化に活用することが各地で取り組まれています
が、一緒に考え、場合によっては、お手伝いさせていた
だいております。
　60 年前に戦後のこの豊かな日本をつくった道路政策
の基本骨格、杉山理事長は、有料道路制度と特定財源制
度とおっしゃいましたけれど、もう一つ、道路整備緊急
措置法をつけ加えさせていただきたいと思います。道路

特 集 創立30周年記念座談会創立30周年記念座談会

石田東生氏
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整備緊急措置法の中で５カ年計画と暫定税率が位置付け
られていることが大きかったのかなと思います。
　ところが、今では、この３つが全てなくなってしまっ
ておりまして、それに代わり得る新しい大きな政策の体
系やビジョンがありません。大きく言うと、道路政策の
みならず、国のあり方、経済活力、成長にもビジョンが
なくて、国全体として漂流しているような感じを、最近、
非常に強く持っております。そういうことを、今日皆様
方と一緒にディスカッションさせていただければなと
思っております。
井上 では、佐野さん、お願いいたします。
佐野 東京都都市整備局技監の佐野と申します。今日は
30 周年の記念の座談会に、私のような若輩者がお邪魔
いたしまして、まことに恐縮しております。どうぞよろ
しくお願いいたします。

佐野克彦氏

　先ほどご紹介がありましたが、昭和 29 年に特定財源
ができて、昭和 59 年に HIDO が設立されました。先ほ
ど石田先生もおっしゃいましたが、今年がそれから 30
年で、30+30 で、ちょうど 60 という節目の年になって
いるというお話を聞きました。
　私は昭和 57 年に都庁に入りましたので、昭和 59 年の
HIDO の設立とほぼ同じころから、道路づくりに携わっ
ているということになります。
　当初、建設局に入りまして、現場事務所で道路設計、
測量、現場監督をやっていたわけですが、そのときに非
常に印象に残ったことは、大学を出たてでしたが、係長
から、迎賓館前の環状２号線、外堀通りの道路設計を任
されました。
　迎賓館前に真っすぐ伸びる道で、そこに街路樹が左右
対称に立っている。それが、幾何学的な迎賓館の美しさ
の景観要素になっているのですが、実は、その街路を片
方側に拡幅する仕事でした。
　しかし、そのまま作ってしまうと、左右対称の迎賓館
の景観を阻害してしまうため、何とか工夫するように言
われまして、いろいろ思案しました。

　結果として、左右対称の街路樹の片方を新たに作る中
央分離帯に残したのです。拡幅するものを、そこから外
れる側につくり左右対称のユリノキの街路樹の景観を保
持することが出来ました。
　そのときに悩んだことは、例えば、建築士であれば、
一級建築士などの資格がありますが、私は土木ですから、
大学を卒業し、役所に入って、何の資格もないのに、そ
んな大それたことをやっていいのかと思ったのです。し
かし、係長から、「道路づくりは、役所という組織で仕
事をするのだから、それでいいんだ」と言われた思い出
があります。
　それ以来道路に関係することを 30 年近くやってきま
した。例えば、連続立体交差事業は鉄道事業のような側
面もあるのですが、結局は、道路の踏切・渋滞対策とし
て道路財源を多く使ってやっています。
　航空政策も、短期間ですが、かかわらせていただいた
こともあります。色々な職場を経験し、今回、都市整備
局の技監になりました。東京の都市づくり・政策におけ
る全般的なこと、特に土木技術の観点からしっかりと取
り組んでまいります。今後ともよろしくお願いしたいと
思います。
井上 渡邉様には、今、日本が世界一の自動車大国に
なったわけですが、そういう面から、道路に対して、い
ろいろご注文があるのではないかと思いますが、自己紹
介も兼ねて、お話しいただければと思います。
渡邉 ありがとうございます。ITS Japan の渡邉でござ
います。

渡邉浩之氏

　去年の ITS 世界会議ではたくさんの関係の方々にご
支援いただき良い結果が生まれたと思っております。あ
りがとうございます。
　道路機能の強化と革新をずっと行ってこられたのは
HIDO であると、私は思っておりますし、HIDO の 30
周年記念という場にお招きいただきまして、本当にあり
がとうございます。
　自動車が強くなったのは、実は「道」があるからなの
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です。1913 年にアメリカはリンカーン・ハイウェイ協
会が設立されまして、ちょうどこの年はフォードの大量
生産が始まった年です。そこから、我々が知っているア
メリカの道路のネットワークができ上がっていくわけで
すが、この建設現場にアイゼンハワーがいたと聞いてお
ります
　彼が大統領になったときに、Eisenhower National 
System of Interstate and Defense Highways と、

「Defense」がついているわけですが、彼は、道路を整
備していく過程で、アメリカの産業がどんどん発展して
いった歴史を見ていますから、アメリカの産業界を活性
化するには、道路だという信念がありましたし、ソ連と
の核戦争のときに国民を守ることや国の危機のときに道
路が必要だという２つの理念があったと思うのです。そ
れが、今のアメリカという巨大な国をつくり上げたと
思っています。
　これは、杉山理事長のお話にあったように日本でも歴
史の中で、そういうことが生まれたと思っていますし、
石田先生が言われるように、生活・交通の基盤になって
いるものが道だと思います。
　今、日本の交通事故死者数は、5,000 人を切って、ま
だ減少しております。去年が、4,373 人。ちょうど私が
トヨタ自動車でまだ現役で仕事をしていた 1970 年には、
１万 6,765 人で、交通戦争という言葉があったのです。
これはきつい言葉だなと、車に関する技術屋として、こ
れは何とかしなければいかんと思ってきました。
　確かに道路の整備、信号の整備ということで、今は世
界で５番目に安全な国なのです。政府が掲げております
2018 年までに、交通事故死半減、2,500 人達成。これを
達成すると、もう世界断トツの交通安全国になると思い
ます。これを達成しなければならない。しかし、現実は
大変厳しい。最近は下げ止まりになっています。
杉山 これからが一層厳しいですね。
渡邉 ええ。これにどうやってこのパワーを入れるかを、
今日皆さんといろいろ議論させていただきたいと思って
います。
　道路の環境整備は、1986 年に VICS に始まり、ETC
は 1997 年に運用試験が開始されて、2001 年には一般利
用がスタートしております。2010 年には ITS スポット

（DSRC）が整備されました。協調型の ITS が実用化さ
れている国は、世界では日本が唯一です。
　アメリカが、今年までの実証実験を経て、車車間通信
を実用化しようとしておりますけれども、多分３年ぐら
い実質日本に遅れると思うのです。そういう意味では、
今、日本が一歩リードしていることになります。道路の
機能が、HIDO の一番の理念としております強化と革新

に一番近い形になりつつあるのではないかなと思ってお
ります。
　石田先生のお話にございましたビッグデータですけれ
ども、不幸なことに東日本大震災が起こりましたときに、
自動車メーカーの持っているプローブデータを全部集め
まして、通れる道マップをインターネットに配信し、そ
れが避難される方々の命を救い、国の緊急物資を輸送し、
部隊を動かしたと聞いております。やはり、私は、新し
い時代が来たなと感じております。今日は、皆さんとい
ろいろ勉強させていただきたいと思います。

財政制約上における
社会資本整備のあり方

井上 ありがとうございます。
　先ほどおっしゃられたように、昭和 29 年ごろから高
度成長期に整備した道路の老朽化も非常に大きい課題だ
と思います。老朽化対策にも財源が必要だということも
ありますので、その辺の対処方針を含めて石田先生から
お話しいただければと思います。よろしくお願いいたし
ます。
石田 今、井上副理事長から、日本及び外国、国際的な
状況、経済や産業の状況で、超高齢化、財政制約という
課題に関するお話を伺いました。
　私は浅薄な議論が世の中に横行していると思っており
ます。例えば、少子高齢化で、人口が減っていく中で、
社会資本投資は要らないだろうと、すぐ言われるわけで
す。財政制約に関しても、借金が 1,000 兆円もあるのだ
から、社会資本にお金を使っている余裕は、どこにもあ
りませんという言い方もよくされます。
　あるいは、老朽化、メンテ、更新にもお金が必要だか
ら、新規投資なんてとんでもないという言い方をされま
すし、グローバル化により産業が空洞化していく中で、
ほんとうに社会資本への投資は要るのかと言われるので
すけれども、これらはすべて浅薄な議論であると私は強
く思っております。
　例えば、少子高齢化を考えたときに、内閣府に設置さ
れた「選択する未来」という委員会で、増田寛也さんが、
人口予測をされて、壊死する地方都市と言われましたけ
れども、非常に豊かな文化とか歴史を持っている地方都
市が、壊死するに任せては困るわけです。
　そのときに、地方が壊死しないためには、これまでは、
みんな縮こまって住んで、なるべくお金を使わないよう
に、CO2 も出さないように、おとなしくしていようみた
いな感じだったのですけれども、今は、縮退するだけの
コンパクトだけではなくて、やっぱりネットワークで、
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いろいろなものを機能的に連携させる。連携による機能
と魅力の向上を目指すべきだと考えます。そうでないと、
魅力的な町にならないし、観光開発といっても、インバ
ウンド客も来てくれないだろうと思います。
　そのためには今あるものをどう賢く使うか、ITS ある
いは情報の力は必要でしょうし、ミッシングリンク、港
湾や空港へのラストワンマイルをどうするかも非常に重
要と思っていまして、その辺のことを考えていかないと、
だめだろうと思います。
　公的債務に関しましても、世の中では、大いに誤解さ
れていると思うのです。債務の中には、住宅ローン型と
サラ金型があって、道路等の社会資本整備に使われてい
る建設公債は、住宅ローンです。借金して早くつくろう。
そして、早く効果が発現することが、日本経済の発展に
つながるだろうということです。料金収入だけで採算を
とるなどということは、有料道路にかかわる議論には当
初なかったように思います。それが、いつ議論がすりか
わったのか。採算がとれない限り、つくるべきではない
みたいなことが言われています。
　サラ金型の代表は赤字公債です。特例公債として厳し
く規制されているのですけれども、最近は、そちらがど
んどん膨らんできているわけです。その結果のしわ寄せ
で、公共投資や、文教・科学予算も減っているのです。
　これは何かというと、将来への投資を怠り、現役世代
が食い潰して、借金が膨らんでいることです。これはぜ
ひ改めなければならないと思います。そしてそのために
も、社会資本整備は有用で、地域の安全、活力や住民の幸
福に貢献していることを国民の皆さんにわかりやすくご
説明申し上げて、必要性を訴えることが必要だと思いま
す。
　そういう観点から、ITS による、いろいろな情報をう
まく、わかりやすくご提示申し上げるということや、そ
れをダイレクトに、沿道との連携を行うことが、HIDO
の非常に重要な研究テーマの１つだとおっしゃいました
けれども、コミュニケーションを通して、一緒に道路や
地域の活性化を考えていくことを、今こそきちんとする
べきだろうと思っております。
　また、国内ではあまり報道されないのですけれども、
実は国際基礎力とかグローバル時代に、やっぱり、国の
競争力を高めないといけないということで、欧米の先進
諸国は非常に活発に公共投資をやっているわけです。イ
ギリスは 20 年ぐらい前に比べますと、公的資本形成

（IG）が３倍ぐらいになっておりますし、少ないほうの
ドイツでも 1.4 倍ぐらいです。その中で、日本だけが半
分になっている。
　こういう事実もあるわけで、道路を活用する、安全に

快適に使っていただくためにも、それなりの最低限のし
つらえが必要です。そのためには、先ほど申しましたけ
れども、本当の国の活力があふれている、美しくて、み
んなが幸福な、ハッピーなことは、どういうふうに構想
すればいいのかということをきちんと考えるべきであろ
うと思っています。
　先ほど申し上げました「選択する未来」は、未来を積
極的に選択して、そこに向かっていこうではないかとい
うことが、財政経済諮問会議で議論されましたし、国交
省におかれましても、「国土のグランドデザイン 2050」で、
積極的にやろうということでございます。民間の政策提
言団体の日本プロジェクト産業協議会（JAPIC）でも、
日本創生国土計画で、あり方を探そうとしております。
　その一環として、国土強靭化基本法と基本計画ができ
上がりつつありますし、そういう雰囲気に変わりつつあ
ると思いますので、国のあり方と道路、交通のあり方、
あるいは、自動車のあり方をもう一回ちゃんと考えるべ
き、そういうタイミングだろうと思っています。
井上 佐野さんはいかがでしょうか。
佐野 東京都の立場から、これまでの道路整備について
も、少し触れさせていただきたいと思います。
　大正 12 年の関東大震災で、後藤新平の大風呂敷とも
言われたようですが、100m 道路などを、何本も計画さ
れたということを聞いています。
　終戦直後、昭和 21 年には戦災復興計画がつくられま
した。その後、昭和 25 年にシャウプ勧告が出されて、
その結果、東京都においては、100m のような広幅員道
路が計画上もなくなり、大体は広くても 40m、通常だと、
20m から 30m という都市計画道路になりました。
　そういう中で、昭和 39 年には前回の東京オリンピッ
クが参りました。その年には、環状６号線（現・山手通
り）の内側のエリアを対象として、道路の再検討をして
おります。
　当時、かなり狭い都市計画道路が多くあったわけです
が、必要なものだけを残して、都市計画道路を大きく見
直しました。昭和 41 年には、その続きで環状６号線の
外側の区部の道路再検討をしました。
　私が都庁に入ったころは、そういう作業に携わった先
輩たちがまだ在職中で、「あのときは徹夜をしながら、
仕事をした」という話も聞きました。
　今言ってきたことが、主に計画の話ですが、東京都と
して、昭和 56 年に道路の事業化計画を初めてつくりま
した。事業化計画とは、10 年計画みたいなものです。
目標を立てて、優先順位の高いところから、道路をつ
くっていくことを、現在も行っています。
　成果としては、区部では、都市計画道路 1,764km の
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うち完成が 1,127km、64%になっております。多摩は、
都市計画道路 1,428km のうち、完成延長が 842km で、
59%です。区部も多摩も、まだまだ整備していかなけれ
ばならないので、平成 28 年度に向けて、現在、第４次
事業化計画の策定作業を進めているところです。
　先ほど、財政的な制約の話がございました。私も以前、
事務所で道路整備に携わっていたころは、まだ道路特定
財源などがありまして、道路整備はかなり活況を呈して
いました。我々、第一線の土木技術者は、徹夜すること
も結構あって、とても忙しくしていたという実感があり
ます。
　最近も道路予算は、必要な額をつけてもらって、しっ
かりとやっていますけれども、お金の使い方では、事業
評価を盛んにやっております。簡単に言うと、B/C です。
ベネフィットとコストを事前、事業中もチェックし、
B/C が１以上になっているか、公共的な意義を常に確
認しながら行っています。
　先ほど、採算性という話がありましたが、道路につい
ては、それができることで、経済活動が活発になって効
果が上がっていくということだと思うのです。
　また、公団の民営化の話もあります。東京都として特
にかかわりが深いものは、首都高速道路で、今は株式会
社になりました。首都高速道路も、東京オリンピックの
前、昭和三十年代、モータリゼーションが活発になって
きているという時代背景を受けて、昭和 32 年に東京都
の都市計画地方審議会の中に、高速道路調査特別委員会
をつくりました。
　都市間の高速道路とは異なり、都市内の幹線道路同士
の立体交差を連続させるという考え方で計画されたもの
です。
　昭和 32 年に特別委員会を設置・検討して、かなり集
中的に審議をしたようです。２年後の昭和 34 年には、
当初の首都高の８路線、71km を都市計画決定しました。
ちょうど昭和 34 年は、前回のオリンピック招致が決定
した年ですが、ほぼ時を同じくして、首都高速道路公団
も発足しました。
　そういう中で、日本自体も、今に比べて、若い力にあ
ふれ、労働力もいっぱいあったと思うのですが、一生懸
命、積極的に首都高を作り、オリンピックまでの約５年
間で 33km 開通させたと聞いております。
　日本橋の話も、先ほどもありました。川の上に道路を
通すという当時としては、どうしてもやらざるを得な
かった、オリンピックが来るので遅らせるわけにはいか
なかったのでしょう。
　開通当初 33km だったものが、今では 300km で、10
倍近く、首都高速道路も、ネットワークの充実が進んで

いる状況になっております。
　先ほど来、オリンピックのことを話題にしておりますが、
オリンピックでは、選手がオリンピック会場に円滑に行き
来できることと、世界各国から来られるお客様が、会場に
スムーズに行けるという２つで、計画を立てていく必要が
あります。
　オリンピックの運営は、組織委員会が行います。開催
時には組織委員会が 3,000 人規模になると聞いておりま
す。今は、まだ百数十名規模です。今後は、どんどん組
織が拡充されていくものと思います。
　いずれにしても、組織委員会で全ての計画を実行する
ことは難しいので、現時点では、都庁の中に準備局があ
り、そこが中心になって、計画を進めているということ
になります。
　オリンピックに向けて何が大事かというと、特にハー
ドの観点からすると、首都圏の３環状道路を、2020 年
までにほぼ大方のところができているように、事業を着
実に進めていくということが、非常に重要なことだと
思っております。
　オリンピックそのものは、臨海部、都心に近いところ
で行われることが多いわけですが、都心のオリンピック
選手村から各会場への行き来は、オリンピックレーンと
いって、普段とは異なった道路の使い方をすることにな
ると思います。ですから、車線数が少なくなるとか、首
都高速道路も片側が使えなくなるとか、制約を受けるこ
とになります。
　都心部の交通が通常と変わってきます。やはり３環状
道路ができることで、交通そのものの流れを、外環や圏
央道という外側の環状道路を多く使うように誘導し、都
心部をなるべく通過しないようにすることが、非常に重
要になってきます。そういう意味も含めて、３環状道路
の整備をしっかりと予定通りに進めていく必要があると
思います。
　あわせて、シームレスな料金体系の構築が大事になっ
てくると思います。例えば、外環ですと、今だと 510 円
均一料金となっていますが、首都高速道路、外環、圏央
道、それぞれをつなぐ中央道、東名、関越等、高速道路
ネットワーク全体として料金体系を適切にしていくこと
で、できるだけ都心を通過しないで、迂回できるように
することが、非常に重要ではないかと考えております。
井上 首都高は、最初につくられた 33km は、非常に老
朽化が進んでいて、使えなくなるのではないかという懸
念もあると思うのですが、その辺のところは、どういう
認識ですか。
佐野 私が、首都高から聞いている話ですと、きちんと
した維持管理をしないと、まずいということです。道路

特 集 創立30周年記念座談会創立30周年記念座談会

10 11



整備特別措置法が今年の６月に改正されまして、料金徴
収期間を 15 年延伸できることになりました。それによ
り、首都高だと 6,300 億円ぐらいの財源が生み出せるの
です。その財源で、大規模更新・大規模修繕を行ってい
くことになっています。
　初期の 33km のうち何カ所か、例えば、１号羽田線や
都心環状線の日本橋、築地川等については、大規模更新
が必要と言われています。更新そのものは、2020 年まで、
わずか６年しかないので、完成にまで至らないですが、
それ以外のところも含めて、安全に通行できるよう、修
繕は必ず行うと聞いております。

社会資本ストックの賢い使い方

井上 ありがとうございます。
　先ほど交通事故死を 2,500 人まで削減したいが、これ
からが大変だというお話がありました。これには ITS で、
かなりいろいろなことをやっていかなければならないと
思います。自動車メーカーとしては、多様なニーズに対
応した、新しい自動車の開発等を、お考えになっておら
れると思います。渡邉さんには、その辺も含めた現状認
識を伺いたいと思います。
渡邉 現状認識と課題を含めて少しお話ししたいと思い
ます。
　WHO（世界保健機関）が、2004 年のデータで、人類
が重大な損傷を受ける、死に至るワースト 10 の記録を
整理しているのですが、心臓、脳、呼吸器系の感染症の
１、２、３位は、大体固定されていますが、９位に道路
交通事故があるのです。世界で年間約 130 万人が、亡く
なっています。
　それが、2030 年には５位に上がり、倍増すると言わ
れています。これは大変なことだと私は思っています。
そのほか、高齢化問題、渋滞による経済的な損失、環境
負荷、災害、異常気象帯、さらにはインフラの老朽化も

問題です。
　これらを解決していくためには、３点あると思うので
す。１つ目は、次の世代に我々が残せる、日本の発展に
資する、新しい社会資本の投資をする必要がある。東京
都の佐野技監がおっしゃられたように、私は、ここは、
やはり新しい技術、新しい考え方で、賢い投資をするべ
きだと思います。いみじくも言われましたが、B/C の
値を最大限に上げる必要があります。
　２つ目は、統合的な展開が必要だと思います。車、イ
ンフラ、政策、使途、全部統合的に扱って、B/C が大
きくなるような統合的アプローチで先ほどの交通事故の
問題、環境の問題、エネルギーの問題も、同時に解決で
きる仕組みを、我々は考える必要があると思います。そ
れができない国、企業は、先がないと思っています。
　経済的・財政的な制約は、石田先生からは官民連携だ
と言われましたけれども、私は、まさに統合的な成果を
上げるためには、官民が横串を刺して連携することが必
要だと思います。
　最後は、価値の革新です。現在、総合科学技術会議の
中の、SIP（内閣府の戦略的イノベーション創造プログ
ラム）で進められている自動走行システムで実行中です
が、地図の概念が大きく変わります。従来型の平面の地
図が高精度のデジタルマップに変わり、更にその上に３
次元のドライバーが見る景色、交通規制情報に加えて
ITS による動的な先読み情報（例えば見えない先の合流
地点に車両が進入中）など幾つかの情報が多層化された
高度な交通情報の塊。これをダイナミックマップと称し
ますが、自動運転ではこの地図と自律センサーで自車位
置を同定します。この最下層のデジタルマップは、上下
水道インフラ整備や租税管理など他の行政機能にも追加
情報を上書きして利用可能とする工夫が実現すれば、地
図の作成とメンテナンスが一元化され、大幅な行政コス
トの削減が実現するでしょう。この新しい技術と産業は、
アジアを始め、世界の交通の革新のみならず、多様な領
域で、大きな貢献を期待できます。先ほど佐野技監が
おっしゃられましたが、ちょうど前回のオリンピックの
前に出来上がった高速道路は、制限速度が時速 100km
でしたから、大変快適でそれまでの東京の道路の概念を
全く変えたと思うのです。すなわち、３つ目は、新たな
価値が道路を中心にして出てくるのではないかなと思っ
ております。
石田 メンテナンスの重要性についてお話しさせていた
だきたいと思うのです。
　単にメンテナンスする、今ある機能を損なわないよう
にやっていくだけでは、少し寂しい気がいたします。過
去に先輩たちが頑張って、営々と築いて下さった社会資
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本ストックを資産と考えて、総合的にその価値を最大化
する考え方のもとでのメンテナンス、あるいは活用が必
要だと思うのです。
　例えば、首都高の大規模更新について、委員会に入ら
せていただいたので、様々な計算をしました。３環状が
早くできないと、大規模更新のために、どこか通行止め
にする必要がある場合には、交通混雑がいろいろなとこ
ろへ及びますから、その社会的費用だけで、B/C がふっ
飛んでしまうこともあります。
　そういう意味で、今ある社会資本の最大活用という観
点からすると、ミッシングリンクの問題やほかの社会資
本との連携の上でのメンテナンスを考えないと、多分、
今あるものを、そのままつくり直すという、非常に寂し
い結果になってしまいますので、気をつけないといけな
いと思いました。
　それと、中村英夫先生がおっしゃって感銘を受けたの
ですけれども、「今のままのメンテナンスは、洋服屋さん
でいうと、繕いものだろう。繕いものばかりしていて、そ
れはテーラーとしての腕が本当に良くなっていくのか、
テーラーになろうという人にとって、本当に魅力的な職業
になるのか」と言われまして、私もそうだと思うのです。
　「繕いものだけではなくて、新しい洋服をつくる、新
しい投資をする」と、渡邉さんはおっしゃっていました。
新たな価値を追求することが非常に必要で、それが今言
われているインフラのパッケージ輸出というところにも、
繋がってくると思うのです。
　そういうことを考えるときに大事なことは、資産があ
るだけではだめで、それが社会で機能して、どういう
サービスを提供するかが、非常に重要です。そこをうま
く説明し、国民の皆さんから支持を受けないと、なかな
か難しいと思うのです。
　そういうことからすると、これから HIDO への非常
に大きな期待でもあるのですが、道路を取り巻く情報を
どう使いこなしていくかが非常に大事で、賢い使い方が、
地域社会へどのような影響を及ぼしているのか、効果を
もたらしているかを、ビッグデータ等を使って検証して
いくかが、実は技術的に非常に問われているのだろうと
思っております。　
渡邉 ぜひ私にも１つ加えさせていただきたいのですが、
今の石田先生のお話は、大変すばらしい話だと思います。
　老朽化は、単に直すことではない。私もそのとおりだ
と思うのです。老朽化のときに、社会アセットに手を加
えて、新しい価値を入れることは、ものすごくリスクが
あるのです。
　しかし、日本の発展を見てください。世界に先駆けて、
昭和 53 年自動車の排気ガス規制で、マスキー法（1970

年にアメリカで設定された自動車の排ガス規制を含む法
律）に超えるようなことを行いましたし、品質の高い小
型車を作り、しかも安く売る。そういうリスクの高いと
ころを追求し、世界にないようなものをどんどん作り出
していったわけです。
　今は、あまりにも全て成功するように慎重に事を進め
すぎると思います。トヨタ自動車の歴史は失敗の連続で
す。結局、社会アセットに革新を入れるときは、失敗が
起こります。失敗をしますと、誰でも緊張し、後悔をし
ます。大変な思いをするわけですが、しかしそれが人材
育成につながります。このサイクルは、今ではあまり
回ってないのではないでしょうか。
杉山 私も、石田先生、渡邉さんの言われることに全く
同感でして、維持管理と更新は、全く別物だと思うので
す。維持管理は、現状に戻すこと、維持更新というのは、
現状より、もっと機能を上げることです。これからの道
路、それこそアセット価値を高めるためには、維持更新
でなければいけないと考えます。
　これは、私どもの反省もあるのですけれども、かつて
道路審議会の時代に、維持管理・更新の差を明確に意識
して、使ってこなかったのです。イメージ的には、当時
は維持管理の時代だったのです。ところが、従来の道路
と ITS 時代の道路は違うので、そこに行くための維持
更新を、これから考えてやらなければいけない。
　その際に、渡邉さんが言われたことは、ごもっともだ
と私は思うのですけれど、やはりリスクがある。リスク
を背負わないでやること自体が、後ろ向きの姿勢だと私
は思うのです。
渡邉 そうですね。
杉山 大変なことですけれども、リスクを背負う覚悟で
やっていかなければいけない。
　私は、道路審議会の時代に、その辺をきちんと議論し
てこなかったものですから、その反省の意味も含めまし
て、これから、もし HIDO でそういうことに取り組め
ることができれば、積極的に取り組みたいなという気持
ちを持っております。
渡邉 すばらしいですね。

総合交通政策への展望

石田 私が学生だったのは、40 年ぐらい前です。その
ときに、これからの社会資本は、量より質の時代だと教
わりまして、強く感銘を受けた覚えがございます。でも、
具体的にどうするかというアイデアは、その先生にはな
かったと思っているのです。
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　道路に例えますと、車を走らせるだけではなく、人が
歩く、自転車が通る、乳母車も安全な機能を考えること、
社会機能、社会空間、たまり空間という言葉がございま
す。賢い道路の使い方が道路分科会で強く打ち出されま
したけれども、どういう形で具現化していくか、これは
財政面も含めて、あるいは、そのための国民の皆さんか
らの理解を得るということも含めて、なかなか、まだま
だ具体的な姿が見えてこない。
　それに対して、私も必死で考えなければならないと
思っているのですけれども、我々全体が、覚悟を決めて、
それこそ渡邉さんがおっしゃった、いろいろな人が知恵
を出して、統合的アプローチという仕組みが、本当に今
こそ必要ではないかなと強く思っています。
杉山 そうですね。世界のトヨタが失敗の連続だったと
いうことは、ちょっと言葉が悪いのですが、我々にとっ
ては、非常に力強い教訓になりますし、失敗の連続がな
くして、成功はあり得ないと思います。
渡邉 私もいっぱい失敗しています。
佐野 今も石田先生からもお話がありましたが、東京都
も舛添知事になりまして、知事が自身の声で、取り組み
始めたものの１つとして、総合交通政策のあり方の検討
があります。総合交通政策そのものは、以前から議論さ
れていますが、舛添知事は、交通問題についてとても関
心が高く問題意識を持っております。
　知事が申しますには、鉄道は国際的にもかなり発達し
ている。道路も不十分な点はあるけれども、かなり頑
張って整備してきている。だから、鉄道も道路もそれな
りのレベルにあるが、有機的な連携がとれていない。
　例えば、鉄道から降りて、バスに乗ろうと思った時に、
バス停が駅の周辺、いろいろなところにあって、どのバ
スに乗れば良いかわからない。自転車もヨーロッパのよ
うな形では使われていない。ヨーロッパでは、通勤でも
使っているらしいです。日本だと、どうしても近所に買
い物に行くイメージが強いのですが、都市の交通手段と
して、しっかりと位置づけることができていないのでは
ないかという問題意識を、知事は持っています。あとは、
歩行者の立場では、高齢者も増えていますから、バリア
フリーで動けるようにとも、やはり申しています。
　そういうことから、総合的な利用者本位の便利な交通
体系を整備していくべきです。そのために、知恵を出し
ていこうとの趣旨で、「東京における総合交通政策のあ
り方検討会」を始めました。これから何回か行って、形
にしていこうと思っています。
杉山 総合交通体系ですと、国のレベルですと、昭和
46 年です。ところが、いまだもって総合交通体系がはっ
きりしないわけですよね。

　そういう体系を各種の交通機関が集まって、佐野さん
が言われたように、連携をとらなければいけない。これ
は、まず間違いないことですけれども、そういう姿を、
各交通機関の競争を通してやるのか、政府主導で規制を
通してやるのかという点では、大きな議論に分かれてく
ると思うのです。これから、ぜひ東京都が先頭に立って
やっていただければと思います。
　シームレスの言葉自身は、イギリスで出てきたのです
よね。たしか、A New Deal for Transport で使われて
いたものです。
　イギリスは得意になって言っていたのですけれども、
いや、ちょっと待ってくれと私は言ったのです。日本の
ほうが先だよと。というのは、相互直通乗り入れは、日
本の発想です。ですから、日本の発想はもっと古いわけ
で、日本人は知恵があるので、それを活用する。その土
壌がこの国にあるから、大いに期待できるのではないか
と思っているのです。
石田 総合交通体系や交通システムのあり方は、東京都
でそのようにもされていると思うのですが、実は都市や
地域経営の概念と不可分であろうと思っているのです。
　古くは、例えば、東京に限らず、日本の大都市は、世
界で最も公共交通が発達をして、環境に優しい、コンパ
クトな街だと言われているのですけれども、どうしてで
きたかというと、20 世紀に入っての民間鉄道会社の沿
線開発の貢献が、非常に大きいのです。それで今の資産
があって、東京がそうなっているのです。
　そのような歴史を持っている国であることと、最近、
言われていることは、歩くと、１歩当たり、医療費が何
円か、下がるという統計があるのだそうです。
　人口 10 万人の街で、皆さんが１日１万歩、歩いてく
れるだけで、その街の保険料負担が劇的に下がる。今ま
では歩行空間の整備や自転車空間の整備は、そこだけで
考えられていたのですが、実は、それは保健・医療・福
祉の世界と密接に結びついている。
　あるいは、街の中心部に公共交通で来られる方のほう
が、自動車で来られる方よりも、平均滞在時間が長くて、
お金もいっぱい使っているというデータは、結構あるの
です。そうすると、それは中心市街地の活性化にもなる
だろうし、税収が上がるということにもなるでしょう。
　広い意味でのアセット、経営、交通を考えないといけ
ないと思うのです。そういう観点から特に交通に焦点を
当てると、今、自転車や歩くことの重要性が議論されて
おりますけれども、実際にどういう道路で自転車が使わ
れているか、どういうところは好まれて歩かれているか
というデータはないのです。
　道路政策として、自転車ネットワークの整備が言われ
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ているのですが、供給者側の議論で、ここだったら、自
転車専用レーンがつくれそうだという議論のほうが多い
ような気がするのです。
　それなりに効果はあるのだろうけれども、どうもそれ
が普及しないというところがあります。
　そういうことでいうと、欧米の幅員の広い街路では、
街路の中で自転車レーンができるのでしょうけれども、
日本の道路の 87%は、歩道がないのです。そこで、自
転車はどう使ってもらえるのかといったときにはネット
ワークとしての使い分けをきちんと考えなければいけな
いです。
　ここでは自動車は遠慮してもらうような位置づけにし
て、それなりにふさわしい空間のしつらえにしようとか、
あるいは、地域の人たちに、使い方を考えてもらおうと
か、新しいネットワークの活用論や、ITS で、車はあん
まり速度が出ないように制御してしまうようなことが
あってもいいと思うのです。
　そういう新しいネットワーク論、活用・運用のネット
ワーク論が必要で、そこに統合的なアプローチが、具体
的に１つ展開できればいいと、考えているのですけど、
HIDO のテーマとして、ぜひご採用をお願いします。

交通社会における
イノベーション技術

井上 今のお話を伺うと、道路の整備の B/C の B の部
分を、もっと考えなければいけないと思います。歩道や
自転車道をつくるときに、あまりにも B を軽んじてき
ているのではないかと思います。
石田 B/C の考え方は、非常にいい考え方だと思うの
ですが、実際の運用に、大きな問題を抱えている気がし
ます。
　評価は、何かの目的に対して、このお金の使い方は、
どれだけいいかということが、そもそもの評価だと思う
のですが、今の道路の B/C の３便益には、そういう目
的があんまり入っていないと思います。

命の道という言い方がよくされます。道路整備の大き
な目的の一つです。しかし、震災のときに安全に逃げら
れる道路のあり方、その効果は現在推計されている B
には入っていないですよね。心臓発作で倒れたときに、
病院まで運んでもらえるかが、非常に大きな関心ですが、
B に入っていません。あるいは、観光や産業を経済開発
する場合、その効果は、絶対あると思うのですが、B に
入っていませんね。
　そういうことも、井上副理事長がおっしゃるように、
考えないといけない。それは、大学の研究者の役目だと

思います。
井上 渡邉さんはどうでしょうか。
渡邉 今、私はこの交通社会に、陸上交通で３つのイノ
ベーションが同時進行していると思います。
　ハイブリッドや、EV、燃料電池といった技術が盛ん
に出てきていますけれども、エネルギーの大量消費、エ
ネルギーセキュリティーが全く違った観点で、もう一度
見直されて、新しい形に変わってくると思います。
　自動運転によって、交通事故がなくなるということと
同時に、今までの限られた年齢の健常者の自動車社会が、
もっと枠を広げた優しい社会になる。高齢化あるいは障
害を持っている方々の移動を助ける重要な仕組みになる
と思っています。
　もう一つは、プローブ情報、ビッグデータです。これは、
災害対応、異常気象の対応だけではなく、それぞれの市
民の情報や行動軌跡が、人々の命を助けたり、産業の役
に立つ、そういう新しい時代に来ていると思うのです。
　これは私がいつも疑問に思っていることですが、10
万年前に、人類は東アフリカから世界中に散らばって
行ったわけですが、何故この様な大移動をしてしまった
のでしょうか。
　人であるホモ・サピエンスは、やはり好奇心がものす
ごくあると思うのです。いろいろな思いがあって、散ら
ばっていったと思いますが、移動することと道の意味と
いうのは、我々の人類の発展のそもそも原点というよう
な気がします。ビッグデータやリアルタイムのプローブ
情報が、人々の好奇心を刺激し、自らの行動が社会に貢
献する。その様な世界が予見されます。
　この３つが重なったときに、ちょうど 1886 年から始
まった、カール・ベンツが発明したガソリン自動車が誕
生し、先ほどお話ししたリンカーン・ハイウェイのハイ
ウェイ・システムができて、今の自動車文明ができたの
ですけれど、これに匹敵するような大きなイノベーショ
ンが起こるのではないでしょうか。
　先ほどの交通事故の話に戻りますが、交通事故を減ら
すための科学技術があっても、都市のインフラや人々の
行動様式が変わらなければ、その解決はできません。車
とインフラ、人の三位一体の活動で、現場を変える必要
があります。我々は、リソースの配分を科学技術の研究
開発だけに重点化し、イノベーションを起こす現場と市
民の行動様式を変える視点は薄かったのではないかなと
思っています。
　パラリンピックのメダリストで東京パラリンピックの
組織委員会の委員もされている大日方さんから、「社会
の 20%は交通弱者ですよ。交通弱者は歩けない、下肢
に障害のある人をすぐ思い浮かべるけどそうではない。
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高齢者、目の機能に障害のある人、難聴の人、妊婦、子
供を連れたお母さん。世界全体で 20%以上もおられる
そうです。そういう人たちを救えなくて、何で交通事故
が減るのですか。そういう人たちが、交通事故の犠牲者
です。」と言われました。
　恥ずかしい話ですけれど、私自身、一般道を車椅子で
走ったことはありませんでした。今年の夏、初めて、自
分で車椅子に座り、手でこいで、あるいは、電動のもの
で、車道へ出ていったのですが、これは大変でした。
　道路というのは、よくできていて、その断面は中央が
高く両端が低く、傾斜を付けて、排水の機能を確保して
いる。しかし、車椅子で真っすぐ行こうと思っても、路
側に流れてしまうのです。道路中央側に当て舵を切ると、
走って来る車とニアミスをしてしまう 。障害のある方は、
生活の為に、歩道がなければ、車道でも有効に使い、目
的地に急ぐそうです。
　段差を乗り越えようと思って、転倒する事故もいっぱ
いあると聞いております。目的地まで行かないと、自分
の生活ができないわけですから、20%の人たちは、それ
を自立的に克服しようとしているチャレンジャーだと私
は思いました。誰でも、どこでも、いつでも安全に移動
できる世界を実現する必要があります。
　皆さんがおっしゃられている道路の分担比率を変えな
ければならないのです。そういうことを言いますと、車
が売れなくなるのではないかという人が、私の周りにも
たくさんいますが、とにかく車のドア・ツー・ドアの機
能の魅力は、そう弱いものではない。分担比率をもっと
変えて、事故や渋滞のない交通社会を創れば更に車は発
展すると思っています。
　東京は、韓国やオーストラリアに匹敵する１人当たり
の GDP で、こういう交通渋滞はありますけど、うまく
できた世界で唯一のメガシティだと思っています。
井上 分担比率でいえば、東京はものすごく公共交通の
ウエートは高いですよね。
渡邉 そのとおりです。世界の都市の分布を書きますと、
東京は、ものすごく異常な数値です。分担比率が程々によ
くて、GDP が高い。こういうメガシティは世界にあまり無く、
更に発展させれば、世界の模範になると思います。
   その公共交通を次世代型に大きく変革させる技術は先
ほどの三つのイノベーションに関係しますが、ここでは
次世代の BRT について２点ご紹介したいと思います。
　１つは、これも大日方さんに教えてもらったのですが、
要するにバスは加減速が厳しい。松葉づえや杖を持って
乗っている人には危ない。ドライバーも、車内で怪我し
ないように、お客さんをずっと見ているそうです。その
ために、相当な疲労と時間をとられているそうです。

　自動運転の技術を取り込めば、もっとスムーズな加減
速ができますし、前の車と後ろの車と通信をしながら走
行すると、更にスムーズな運行ができます。これはエネ
ルギー ITS で、日本自動車研究所が既に基本的な開発
をしております。
  もう一つは、IT・ITS による統合的なラッピド・トラ
ンジットの実現です。この二つが組み合わされれば、新
幹線と同じようにスムーズに走って、皆さんが言われる
ように、多様な交通手段を有機的な連携により、シーム
レスに乗り換え、マイカー〜電車〜バス、そして徒歩を
含め快適に、一気通貫に移動できる社会システムは、今
の IT 技術を利用すれば実現可能です。
井上 ありがとうございます。
　東京の話が大分出ていましたけど、佐野さんに、オリ
ンピックを１つの通過点として、将来、どういう都市に
していこうとされているのか、その辺も含めて、もしお
話しいただければと思います。
佐野 そうですね。東京都では、今、オリンピック・パ
ラリンピック開催時期及び 10 年後における東京の将来
像を示す長期ビジョンを策定しようとしていますが、井
上副理事長がおっしゃるとおり、オリンピックは、都市
づくりの上では通過点だと位置づけております。
　特に道路に関連しては、総合的な交通政策を実現して
いくことが必要と思っています。先ほどから、さまざま
な交通網の統合などに ITS が大きな役割を果たすので
はないかという期待を込められて、お話をされているわ
けですが、私も全くそのとおりではないかと思います。
　東京都では、10 年ぐらい前からユビキタスの実証実
験を行っています。歩行者に対して情報を提供して、歩
行者が楽しみながら、必要な情報を得られるようにとい
う試みです。考えてみますと、総合交通政策を実現して
いったとすると、今は自動車が ITS という形で動いて
いますが、歩行者用の情報提供、車に対する個別情報シ
ステムも統合しても良いのではと、お話を聞いていて感
じました。
　そうすれば、まさにシームレスに、さまざまな交通機
関で共通して情報提供できるということになります。
　渡邉会長がおっしゃっていた話の中で、全車両が自動
運転になると交通信号は要らなくなるのでしょうか。
渡邉 それはすばらしい質問です。しかし答えは、ノー
です。
　信号がなくなるなんてことはありません。危機管理の最
後は、原始的なアナログに戻さないと、大災害が起こるの
です。ですから、最後は人間がきちんとやるということで
す。ですから、人の目に見える信号がないとだめです。
佐野 なるほど。常時もでしょうか。
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渡邉 常時もです。
佐野 こういうふうにマージしながら、交差する曲芸み
たいなことはできないのでしょうか。
渡邉 そもそも無人の自動運転というのは、工場の中は
あります。この技術と管制システムは実用化できている
わけです。ある程度の技術が上がってくると、一般の混
合交通の中でも可能です。どういう管制システムが必要
かなということを検討すればいいわけです。しかし、一
人ひとりの個々の人々の自律を基本にしていない社会シ
ステムは外部変化に脆弱ですし、そもそも一般の市民に
とっては味気の無いその様な移動は、最初は珍しいで
しょうが、直ぐ飽きられてしまうでしょう。
　私が申し上げたいことは、市民が生活している生活環境
の中で、この様な無機質なものは大きな危険を含んでおり
ますし、しかも、ホモ・サピエンス本来の好奇心とチャレン
ジの気質に本質的にそぐわない。私はそう思います。

HIDOの進むべきビジョン

井上 皆さん方から、いろいろご意見を伺いましたけれ
ども、これから HIDO がどういう方向へ向かっていけ
ばいいのか、石田先生からお願いできますでしょうか。
石田 最初のほうで申し上げましたが、この 20 年間の気
分の縮こまりといいますか、悪循環といいますか、それを
今、変えないと、日本の将来はあり得ないような気がしま
して、好循環に変えていくということが、何より必要だな
と思っております。そういう観点から、道路の産業化や、
情報化、地域の皆さんとともに働くコラボレーションと
いう意味での協働に、HIDO は非常に深い蓄積を持って
おられますので、期待は高まる一方だと思います。
　そして好循環に変えるときに、これも最初申し上げま
したが、大きなビジョンをどう提示するかにかかってき
ていると思うのです。今日お話の中で、そこへの切り口
や、視点はいっぱい出たと思うのです。「新しい技術は、
リスクを恐れずやらないと、技術も人材も育ちません」
とか、「総合化」「統合化」、私なりの言葉で言わせてい
ただきますと、「都市経営の中での交通・道路を、もっ
とよく考える」。あるいは、日本の特性を考えるときに、
やはり、アジアとの共通性は非常に大きいので、そうい
うことを考えて、努力をしていくことだと思うのです。
　そのときに、道路の新設が必要だとご理解いただくた
めにも、今あるストックを活用することが、何より必要
だなと思っていまして、そのための技術や制度のあり方
は、まだまだ開拓すべきところがあると思っております。
　例えば、沿道との関係で申し上げますと、道路空間の

占用は随分自由化されました。しかし占用は、道路管理
上、望ましくないということが、まだ基本的なラインだ
と思っています。道路占用が相当長い間公共性もあり、
地域に貢献するという担保をどのように認め、担保でき
るかという仕組みが整えば、自由に使っていいという意
味での本当の分権化を道路から、積極的に発信すること
もあっていいのかなと思います。
　もう一つ大事な問題は、そういう好循環に変えていく
ために、国民の皆さんにいろいろな負担をお願いしない
といかんだろうと思います。これは金銭的負担だけでは
なくて、ビッグデータを十分に活用するためには、プラ
イバシー、個人情報の面でも負担をしていただくことが
あるかと思います。あるいは、一緒に議論をするという
ことから、知恵を出してもらうとか、一緒に汗をかいて
いただくという負担もあるでしょう。これからはそうい
うお願いもきちんとすべきだと思いました。
　プライバシー問題に関しては、非常に印象的な事例が
アメリカでございまして、テキサス州にあるサンアント
ニオという有名な観光都市で、今から 20 年ぐらい前に、
本当にプリミティブなタグを車につけてもらい、路側に
は日本の ETC みたいな高度なシステムではなく、本当
に簡単な受信アンテナをつけてもらい、自動車の走行速
度をリアルタイムにわかるようにした。
　ただ、すばらしいことは、７万人ぐらいの人に協力し
てもらっているのです。彼らは、自分のタグから、電波
を発して、受信されると、何番のタグを持った人は何時
何分何秒にどこの道路にいたという、本人のプライバ
シーが損なわれるわけですが、朝の通勤時の渋滞情報が
瞬時にわかる。
　少しのプライバシーを出してくれたことにより、提供
者自らにもメリットが来るというモデルができて、ずっ
と続いている。それが全米に広がっているのです。ある
いは、今日はあんまり議論できませんでしたけれども、
金銭的な負担でいうと、私はガソリン税、揮発油税が、

井上啓一副理事長
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全国一律というのは、おかしいと思っているのです。道
路整備の費用や社会的経済費用も、地域差があります。
　そういうことで、技術的には、ほとんど解決している
と思うのですが、ロードプライシング、社会的なアクセ
プターズの研究等がどういう効果をもたらすかという研
究が、本当に必要だと思っています。そういうことにも、
HIDO はぜひ力を発揮していただきたい。
　あるいは、どういう場で国民の皆さんとコミュニケー
ションをとるかということでは、冒頭、杉山理事長がご
紹介くださった風景街道、あるいは沿道との関係で、コ
ミュニケーションスキル、蓄積、信頼関係がありますの
で、そういう面でぜひご活用いただいて、大きなビジョ
ン、好循環にみんなでいくような具体的な研究やコミュ
ニケーション活動にぜひご貢献いただければ、非常にあ
りがたいと思います。
井上 佐野さんからも、HIDO に期待することを、もし
何かお話しいただければと思います。
佐野 そうですね、自動車がメインのITSシステムの研
究・普及をされていると思うのですが、総合交通政策と
いう観点から、人、自転車、そういうトータルのITSがで
きていくとおもしろい。東京都としても総合交通政策を
進めていく上で、非常に力強いという感じがいたします。
井上 ありがとうございます。
　ITS の分野では、一番先端を行っている渡邉さん、
HIDO の役割、何をこれからやっていったらいいか、ず
ばりご意見をいただければと思います。
渡邉 自動車と道路が、ポジティブ面で見れば、産業・
文化を発展させてきた。これは間違いないと思うのです。
しかし、あまりにもネガティブ・インパクトが大きかっ
た。これは、今、払拭されようとしている。この革新の
ときに、やはり、私は、新しい価値の創造に目を向ける
べきだと思います。今日皆さんがいろいろおっしゃられ
た災害のときの対応や、街おこし、あるいは、もっと優
しい交通社会が生まれる世界など、その結果、世の中が
もっと活性化していきます。
　これは、我々産業界も、一生懸命取り組んでいこうと
思っていますが、ぜひお互いに市民目線を大切にして、
道と人をうまくつなげた政策を行っていただきたいと思
います。その結果、交通社会が新しい世界に進んで行く
と思います。
　やはり、東京のオリンピック、パラリンピックは、そ
の一里塚として、我々にはいいチャンスを与えていただ
いた。皆さんがおっしゃっているように、アジアは、東
京を見ていると思うのです。今、ジャカルタやバンコク
のあの惨状を見ていると、彼らは新しい交通施策が欲し
くてたまらないと思います。

　だから、世界に貢献すると同時に、産業界の活性化に
つながると思っております。そういう意味で、ITS 
Japan も力いっぱいお手伝いをさせていただきたいなと
思っております。ありがとうございます。
　佐野技監がおっしゃられたように、オリンピック前に
作った首都高速が、道路の概念を変えた。2020 年の東
京オリンピックが終わった後に、やはり、道路や交通が
変わったなといった後世に残るものをつくっていきたい
と思っております。
井上 佐野さんにお伺いしなかったのですが、先日、環
状２号線が開通されましたね。立体道路制度という新し
い手法を使って、かなり難しい道路をつくられましたし、
また、選手村との間の道路もつくられようとしているの
ですが、あのような構想は、今の環状２号線以外にも、
やっていこうと思っておられるんですか。
佐野 立体道路制度を使った道路整備は、可能性として
は、いろいろあると思います。現在、国交省で勉強され
ていますが、首都高の築地川付近の再生をどうするか。
場合によっては、日本橋付近も、そういう発想から、少
し検討する必要が出てくるのかもしれないですが、立体
道路制度を活用して、さまざまな面で、道路整備をして
いくことは、今後あり得ると思います。
井上 都心環状線の築地川付近や日本橋付近については、
当機構も、国交省からいろいろ委託を受けて、勉強させ
ていただいております。
佐野 そうですね。ぜひ、また今後ともよろしくお願い
したいと思います。

HIDOの進むべき道

井上 杉山理事長、皆さん方からいろいろなご意見をい
ただきましたけれども、最後にまとめて、HIDO として
どう取り組んでいくかというようなお話をいただければ
と思います。
杉山 大変貴重なご意見をありがとうございました。我々
ができる範囲で鋭意対応させていただきたいと思います。
　皆様方のお話を、私なりに整理してみますと、５つぐ
らいに絞れるのかなと思いました。
　１つ目は、60 年の道路政策の中の後半の 30 年間は、
実は大変厳しい道路に対する逆風が吹き荒れた中の 30
年間。それに対して、HIDO が積極的に取り組んできた
ということのご評価をいただいたということは、大変あ
りがたいことだと思います。
　ただ、それに甘んずるだけではいけませんので、これ
から新しい時代に対して、この逆風を今度は順風に、ど
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ういうふうに持っていくのかということへの対応が必要
ではないのかなというご示唆をいただいたと思います。
　その際に、社会生活の中で、技術は技術、人は人とい
うのではなくて、双方を包含したような技術開発をやる
べきである。さらに、新しい価値が、新時代の象徴にな
るので、それについても、しっかり検討すべきというご
指摘だったと思います。
 　２つ目は、HIDO は逆風の中で過ごしてはきました
けれども、実は夢のある仕事をやれる機関だということ
でございますので、ただ単なる夢に終わらせるのではな
く、人間社会の向上のために、ぜひこれからも活動をし
てまいりたいと思います。
　その際に、道路政策の理念がどうも欠けていたのでは
ないかというご指摘がありました。実は、道路政策の理
念そのものは、HIDO が正面切ってやれるものかといい
ますと、必ずしもそうではなくて、国あるいは東京都と
いうような行政が主体になって取り組まれるのかなと思
いますけれども、そのためのアイデアの用意や、また、
理念を検討していただく際に必要な資料の準備も、
HIDO の役割ではないのかなと思います。
　さらに、道路というアセット機能の向上といいますか、ア
セットの本質はどういうものなのかということを、皆さん
に広く訴えられるようにしていくべきではないかなと思
います。
　また、昨今言われているコンパクトシティを、ネット
ワークの中で醸成していくための道路のあり方という点
での検討余地が非常に大きいと思います。
　さらに、そのためにビッグデータをどう活用していく
のかも、HIDO の中には専門家がおりますので、そのよう
なノウハウを最大限活用させていただければと思います。
　３つ目は、道路政策を考える上での評価手段は、石田
先生と同様、私も大いに反省しなければいけないのです
けれども、B/C をはかるときに、B が実は３つしか取
り上げられなかった。客観的に評価できないというだけ
のことだったんですけれども、実は安全性とか安心・防
災というようなものを、今後どう考えていくべきなのか。
いつまでも、できないと言っていたのでは、だめではな
いかなと感じた次第です。
　若干弁明させていただきますと、B/C は、道路整備
５カ年計画では、たしか第７次からだったと思いますけ
れども、計量経済モデルを使いまして、B/C を計測して、
こうなりますよという提示をしてきたんですけれども、
どうもプレゼンテーションの仕方が十分ではなかったと
いうことでもって、あまり世間には知られていかなかっ
た。しかし、しっかりした研究成果を、より世間の方や
皆様方にも理解いただけるような形をとっていくべきで

はないかなと思います。
　４つ目は、安全の問題で、渡邉さんからご指摘いただ
きました、交通事故死者数を 2,500 人にしなければいけ
ない。これはかつての１万 6,000 人を減らしていくこと
に比べますと、今度は非常に手間暇かかるわけです。
　１万 6,000 人の時代に、私はマンモス大学に勤めてい
たのですが、１学部に学生が 6,000 人いるのです。この
３倍近くの人が亡くなっているのだよと学生に説明をし
ますと、かなり実感を持って、ああ、大変なことだなと
感じてくれたのです。
　しかし、この先をどうするのかという点では、技術開
発はどんどん進んでいくだろうと思いますがそれをどう
活用するか。それが社会的に普及しないと、意味がない
わけです。ですから、まさに言われた、人と技術の融合
ということが必要ではないかなと思います。
　５つ目は、日本の問題として、オリンピック対策をど
う行っていくべきなのかという点で、私は、ソフトの面
での対応がこれから HIDO には、検討対象としてやれ
るのではなかろうかと思っております。道路なり、鉄道
なり、公共交通機関をいかに賢く使うかという点では、
HIDO のノウハウが活用できる余地があるのではないだ
ろうかなということは感じた次第でございます。
　今日いただきましたご意見・ご示唆を、組織の中に
持ってかえりまして、我々が積極的にぜひ対応させてい
ただこうではないかという検討材料に、使わせていただ
きたいと思います。どうも大変ありがとうございました。

杉山雅洋理事長

特 集 創立30周年記念座談会創立30周年記念座談会
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浜田 本日は皆様、お忙しい中、当座談会にご出席いた
だきまして、ありがとうございます。当機構も創立 30
周年を迎えることができました。これもひとえに関係機
関及び賛助会員の皆様の格別のご協力の賜物でございま
す。厚く御礼申し上げます。
　さて、我が国が置かれている状況を概観しますと、人
口減少、少子高齢化、厳しい財政制約、それから、国際
競争の激化など、どれ１つ取ってみても解決が非常に厳
しい。多くの深刻な課題を抱えているという状況でござ
います。この状況を見ると、我が国は大きな転換期を迎
えているとも言えるわけでございます。
　この節目の時期に、道路交通の魅力度向上のための
ITS について、皆さんとご一緒にお話をさせていただき
たいと思っております。進行については、東京大学の大
口先生にお願いしたいと思います。よろしくお願いいた
します。

これまでの ITS

大口 初めに自己紹介も兼ねてお話し申し上げます。現
在、東大の生産技術研究所におりますが、30 年前とい
いますと、このポストには越正毅先生がおられました。
30 年前は、ちょうど私が大学に入った年なのですが、
そのころ、まだ ITS という言葉がない時代に道路局さ
んだけではなく、その後の ITS 関連５省庁それぞれが、
ITS の前触れのような開発をされていらした、というい
わば ITS の前史時代だと理解しております。
　皆さんご存じのように 1995 年に横浜で国際会議が
あって、ITS 世界会議という名前ができたのもそのとき
だと聞いています。その前は、1994 年に第１回の ITS
世界会議に相当するものがパリで開催されましたが、そ
のときはまだ違う名前だったと聞いており、その後、日
本からの提案で、Intelligent Transport Systems（ITS）
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という名称で統一されたと聞いています。この時期から
10 年ほどの取り組みを指して、ITS のファーストステー
ジ、と後から呼ばれるようになりました。
　私個人としては、横浜の世界会議は国際会議デビュー
の出来事だったので、大変思い出深いことでした。
ファーストステージでは、その後、VICS センターがで
きて、VICS が開発されて、ETC の実験が行われて軌道
に乗って、ETC が普及していったわけです。別の省庁
でも ASV や UTMS などの取り組みもあります。９つ
の分野という定義も行われ、それぞれの技術が開発され、
また特に日本では、インフラ主導の技術がつくられた時
代だと理解しています。
　別の見方をすると、当時はまだ携帯電話は一般には普
及していないですよね。ICT、情報通信技術についても、
インターネットもまだ民間普及が端緒についたばかりの
中で、でも情報技術や通信技術の飛躍的進歩がその当時
認識され、それを交通分野でもっと適用しなければ、と
いう強い思いの中で ITS のファーストステージが始
まったもので、そういう意味では技術開発のフェーズ
だったと思います。
　次に 2004 年に名古屋で開催された ITS 世界会議に向
けた取り組みを契機として、ITS のセカンドステージと
いう考えが提示されるようになったと思います。こちら
の特徴を端的に言うと、技術開発から目的志向的な考え
への移行が特徴なのだと思います。
　そういう中で、協調型の安全システムや、お台場での
自動運転の大規模実証実験などに至るまでの官民連携の
ITS 推進協議会、総合科学技術会議での社会還元加速プ
ロジェクトなどが立ち上がり、低炭素型の都市交通も目
指されるようになり、ITS の取り組みが、安全や、環境
といった実際の目的を達成、あるいは実現していこうと
いう機運になりました。
　さらに名古屋の世界会議から９年後に当たる昨年

2013 年に、ITS 世界会議が今度は東京で行われました。
この時期には、2011 年に ITS スポットサービスが開始
され、警察は DSSS にシフトし、自動運転や、ビッグ
データなどがにわかに大変注目を浴びるキーワードに
なってきて、これまでのセカンドステージの延長線から、
さらに新たなフェーズに入りつつあるのではないかとも
考えています。
　以上を概観すると、結果的には安全にしても、事故死
者数などは減ってきていますし、渋滞、あるいは円滑の
問題においても、VICS 等の情報もありますし、道路交
通の望ましい方向へ向かうために、ITS がかなりの貢献
をしてきたものと思います。
八木 最初に自己紹介ということで、現在、新事業開発
部に所属しており、高速道路事業やサービスエリア事業
以外の事業、具体的には、クレジットカード事業や旅行
業、資産活用事業、交通情報を提供するウェブサイト

「ドラぷら」の運用など多岐にわたっています。

八木茂樹氏

　「道路交通分野において ITS がこれまで果たしてきた
役割」という観点からは、高速道路では安全安心への寄
与はもとより、ETC の導入による料金所渋滞の解消や
スマートインターの整備などが大きなものとして挙げら
れますが、私が担当している中ではウェブサイト「ドラ
ぷら」によるお客様への交通情報提供を可能としている
のも ITS 技術の進展の成果と思います。
　高速道路の渋滞情報や、通行止め情報、料金検索、
ルート検索などはお客様からのニーズが高い情報で、「ド
ラぷら」は現在、コンスタントに月間 600 万を超えるア
クセスがあり、行楽シーズンの去年の８月には 1,000 万
アクセスを超えましたが、そのうちの７〜８割は交通情
報、料金・ルート検索へのアクセスです。こういった情
報を提供できるようになったのも ITS 技術によるとこ
ろが大きく、今後はダイナミックルートガイダンスのよ
うな広域的なルート検索や高速道路外の地域情報や観光

特 集 創立30周年記念座談会創立30周年記念座談会
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情報の提供などの情報の多様化、質の向上にも資すると
ころが大きいと期待しているところです。
佐藤 トヨタの佐藤でございます。
　自己紹介を兼ねてお話ししますと、広報部のときに初
代のプリウスのローンチングをやっておりました。初代
プリウスは 97 年発売だったのですが、環境問題への取
り組みを含めた大掛かりなプロジェクトで、非常に苦労
した覚えがあるのですけれども、弊社のインターネット
のホームページ開設も少し前の 1996 年で、このあたり
から IT によって社会の仕組みや、潮流が大きく変わり
始めていたのだと思い返しております。
　渉外部に異動して、国土交通省の道路局さんを担当さ
せていただいているときに、ETC の導入や、道路公団
民営化の話など、節目の仕事をさせていただいたのも非
常に印象に残っております。特に ETC の立上げは、
HIDO や関係者の皆さんが大変苦労されました。本格運
用をしながら１年半ぐらい、次々起こるエラーをつぶし
ては対策を実施するなど、思い返してみるといろいろ
あったなというのが正直な感想です。その後は、政権が
変わって、一時期、ETC に対する風当たりが強くなり
ました。欧米方式にすればもっと安く済むのではないか
など批判的な意見も多くでましたが、あの時、今のス
ペックで立ち上げておいて本当によかったなと思ってお
ります。現在、ヨーロッパだと国を超えて、アメリカで
も州を超えると料金の徴収システムが違いますが、日本
は全国一律でできる。それこそ ETC が、プラット
フォームになって、車と道路がきちんとつながる仕組み
ができた。その上にスマートウェイのセカンドステージ
として、ITS スポットが全国展開され、いろいろな民間
利用の花が咲きつつあると思います。
　では、サードステージの方向は何かというと、スマー
トモビリティ社会、スマートコミュニティ社会だと考え
ております。そして、そういった社会の下では、自動車

はクルマ単体では生き残れない、システム化しなければ
いけないということになります。
　では、どう生き残るかというと、マイカーを含めた個
別の交通と公共交通がうまく調和した交通システム、社
会システムをつくらなければいけない。先ほどデータを
出していただきましたけれども、クルマを社会システム
あるいは交通システムの一部として、うまく機能させる
方策を考えていくことが、これからの自動車会社の役目
ではないのかなと思っています。ただ、これは将来のビ
ジョンと位置付けて、少しずつ出来るところから実行し
ています。都市や道路を変えながら、同時に、公共交通
や自動車も変えていくというのは、なかなか大変な取り
組みで、いろいろな業界の方と一緒にチャレンジしてい
るのが現状です。
大岩 私は、東芝（電機メーカの立場）から見た ITS
のお話をさせていただきたいと思います。

大岩愼治氏

　ETC の最初の立ち上げのときから、ITS（産官学）
関係者が一堂に会し細かいところまで仕様検討を尽くし
ていったおかげで今の ETC があると思っています。渋
滞緩和の観点では、国交省のホームページによれば、高
速道路の交通渋滞の３分の１を料金所渋滞が占めていま
したが、ETC の普及によってほぼ全部解消されたとの
ことで、これに伴う CO2 排出量の年間約 22 万トンが削
減されたということです。そういう意味で、ドライバー
に対するサービスと環境の両面で ETC の貢献度は大き
かったと思います。現在、ETC の普及率が９割近くと
いうのは、ファーストステージの一番の大きな財産であ
ると思います。
　セカンドステージでは、「安全・安心、快適と利便」
の観点から ITS スポットが出てきました。これをどう
やって ETC のように普及させていくかというのが、セ
カンドステージでの課題だと思います。ITS スポットの
メリットは、情報が大きく持てるということです。2011

佐藤則明氏
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年度、高速道路に一気に整備していただいたおかげで、
情報サービスの面で期待されています。特に安全運転支
援という観点では、首都高の参宮橋の急カーブの見通し
不良区間に事故注意喚起情報の提供を行ったことで、事
故件数が６割減少したという結果も出ているそうですの
で、活用法によっては、これからもますます貢献できる
と思います。
　ITS スポットに関していうと、近年、スマートフォン
による情報提供がかなり進んできていますが、ITS ス
ポットによるプローブ情報やセキュリティ技術をうまく
活用すれば、より正確で快適な情報提供が可能になると
思います。インフラ設備と携帯情報端末（スマートフォ
ン）を如何にうまく融合させるかだと思います。東芝で
は２年位前から ITS を Intelligent Transport Systems
から Integrated Transport  Solutions への転換期として
います。つまり統合（融合）交通ソリューションという
キーワードで進めています。
江藤 私は道路管理の面では、プローブがかなりその役
割を果たしているなと思っています。元々定点観測のト
ラカンはあったのですが、プローブ情報を抜きにしては、
移動特性がなかなかわからないので、プローブ情報を今
後どうやって活用していくのかが非常に大きい問題であ
ると思っています。我々コンサルは、道路の整備効果等
を算定するのですが、プローブ情報を見ると大体問題が
わかるし、サグ部渋滞や、料金所の渋滞が解消していく
効果等もわかったりしますので、プローブの情報を今後
どれだけうまく使うのか、オープンシステムとしてどう
やっていくのだというところを我々コンサルとして頑張
らないといけないと思っています。

江藤和昭氏

　特に先ほど佐藤さんから出ましたけれども、交通結節
点をどううまくつないでいくのか、公共交通をどう利用す
るのかといったところも問題点を整理するなどして、ITS
を用いた情報収集系がかなり進んできたので、何とか現

象を把握する調査もしっかりやりたいなと思っています。
大口 みなさん、それぞれ自己紹介も兼ねて、ご意見を
ありがとうございました。
　HIDO からのお考えもお聞かせ願えますか。
浜田 ITS がこれまで果たしてきた役割の中でいくと、
リーダーシップがあったというのが一番大きいかなと
思っています。これは 1996 年に５省庁が、高度道路交
通システムに関する全体構想を立案し、９分野 21 サー
ビスのユーザーサービスを定義したのが産業界を動かし
たと感じるのです。ITS は、自動車、通信機器メーカー、
有料道路事業者の方々の応援団がいないと、行政だけで
はなかなかうまくいかない。それが一番重要だったかな
と思います。手順についても、プラットフォームの、
ハード、ソフト、データ基盤のプラットフォームの共通
基盤を作り、各種アプリケーションのカーナビ、VICS、
ETC 等関係省庁を乗り越えて整備できたことだと思っ
ております。世界の 20 世紀の負の遺産の、事故、渋滞、
環境を変えようとして、日本の技術の象徴的なものがこ
の ITS 事業に見られたかなと感じました。
有野 ちょうど ITS スポットの立ち上げの時期になり

浜田誠也プロジェクトマネージャー

有野充朗本部長
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ますが、約８年前に国土交通省道路局で ITS を担当し、
皆さんには大変お世話になりました。ITS の効果は皆さ
んがおっしゃられたとおり、カーナビや VICS、ETC 等
困っていることを解消するために役立ってきたと思いま
す。ITS は他のインフラの計画・整備よりもより民間と
一体となって進めて行くものだと言うことを実感しまし
た。

交差点を対象とした
道路交通の課題

大口 ありがとうございました。次は、現状の ITS は
どんな課題があると考えるか、ITS も含む道路交通の課
題について、少し問題提起いただければと思います。
　口火としてまず私から申し上げますと、１つ重要なの
は、インフラの老朽化と維持管理、更新という課題だと
思っています。これにはインフラというハード自身を、
もう作り直さなければいけない、という危機的な問題と
いう側面ももちろんあるのですけれども、もう一つは交
通の場を提供しているインフラのあり方、あるいはそれ
を整備する考え方、ポリシーも含めて見直すチャンスと
考えるべきだと思うのです。
　つまり、今までのインフラは、基本的には戦後の高度
経済成長を支えるものとして需要があるからつくるとい
う発想で来たわけですが、そうすると低成長時代、ある
いは少子高齢化、人口減少社会を見据えると需要が減る。
そうすると「もう需要がないならいらない」という論理
になってしまうわけですね。これは大間違いだと私は
思っていて、インフラは国を守る根本的なものであって、
そのために必要なコストのかけ方は、シビル・ミニマム
の考え方でやっていかないといけない。もちろん、お金
をたくさん使えるようにはなりませんので、道路が発現
すべき機能をどれだけ有効に発現させられるか、がポイ
ントだと思います。
　「道路の賢い使い方」というキーワードは本質だと思っ
ていて、道路が持つべき機能についてもう一度よく考え
ないといけないと思います。機能の捉え方の中で、階層
的な道路ネットワークの考え方が重要だと考えています。
つまり、高速道路、あるいは自動車専用道路は、自動車
というモードからすれば一番上位の階層で、この自動車
を大量に円滑に安全に通行できる道でなければいけない
し、都市部に入ってきた一般街路だと、自動車交通だけ
ではない。公共交通、バス、自転車、歩行者と空間を共
有していかなければいけない。さらに細街路では、車は
むしろメインの役割を果たすわけではないと思います。
あるいは、都市部では、道路には通行だけではなくて出

入り、アクセスを確保する機能もありますし、バス停の
確保や、荷捌き、停車滞留の機能などがあって、異なる
階層の道路が果たすべき機能を、それぞれの道路がそう
いう機能を果たしていかないといけない。こうした観点
から道路階層を再整理して、作り変え、すなわちリノ
ベートしていくことが重要と考えています。これを私と
しては、工夫しながら上手に使うことかなと思っていて、
また、これを実現するようにお金をどうやって回すかが
大きな課題だと思っています。
　ですから、道路を維持・管理していくためのお金が必
要だし、そのお金をだれが払うかと言えば、やはり便益
を受けている人が負担するという枠組みをもう一度つく
り直すことが必要なのかなと思います。今は電車に乗る
のにスイカで決済できる、インターネットでも決済でき
る、クレジットカードでも大体が済ませられてしまい、
お金とは一体何だったのだろう、というような時代に
入ってきていると思います。そういう意味で、ETC とい
う１つのソリューションも、これを活用してみんなで道
路を維持管理、更新していくための費用を公平に負担し
ながら、投資に回していく。ITS がそういう枠組みの一
部として機能していかなければいけないと思っています。
　それから、安全を確保するには円滑を犠牲にしなけれ
ばいけないとおっしゃる方がいますが、これは安全とい
う言葉をあまり正確に使っていない気がするのです。つ
まり、絶対的な安全は神様でなければあり得ないもので
す。現世には必ずリスクが存在しており、そのリスクは
ゼロにはならないものであって、でもゼロに近づける努
力は人類あるいは政府がやるべきことだし、一人ひとり
が意識しなければいけないことだと思います。常にリス
クを認識し、それを小さくし、あるいはそのリスクが大
きくならないように対応していく、これを指して安全の
確保、と言うべきだと思うのです。そういう思想でリス
クを管理しながら、環境にも配慮したスマートな社会、
かつ便利なものにしていく、要は３つのものは別に切り
離して考えてはいけない、ということだと思います。
　これから新しいものを作る、あるいは考えていくとき
に、そういう問題意識に立つことを今まで何となく避け
てきたような気がするのですね。これをもっと真剣に正
面から考えていかなければいけないのではないでしょう
か。例えば、大きく道路ネットワークを捉えた場合に結
節点というキーワードがありますが、道路同士が平面で
交差する交差点は、もっと改良されなければいけません。
交差点での安全と円滑の問題の中で情報通信技術が果た
す役割はものすごく大きいと考えています。多分、既存
の制度を変えていくという意味でも、交差点はいろいろ
なことをやらなければいけない要素だと感じています。
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　例えば、大きな幹線道路同士の交差点部に歩行者の横
断までさせるのはリスクをわざわざ集めているようなも
のです。これを、たとえば HIDO の近くにある飯田橋
交差点は典型例で歩道橋を作ることで対応していますが、
歩行者の利便性を考えるとちょっとしんどいですよね。
そうすると、平面交差で車道部に歩行者を渡すのであれ
ば、大幹線同士の交差するクリティカルな交差点でなく、
それぞれの幹線道路の単路で歩行者を渡すほうが、絶対
安全上も円滑上もいいと思います。２段階横断といって、
中間に中央分離帯を設けて、それぞれ方向別に渡すとい
うのもあるのですけれども、そういった形を実現するよ
うな交差点のつくりかえもあり得る。そうすると車同士
で通信しながら大規模交差点というものは、効率的に安
全に処理しやすくなる。もっと街づくりも考える必要が
ありますが、歩行者の動線は交差点のほうに集まってこ
ないような工夫も必要となります。
八木 交差点の話題が出たので、話はそれるかもしれま
せんけど、ラウンドアバウトを導入しようという動きが
あると最近聞きましたが、車の衝突防止技術、あるいは
追随走行技術などが進展、普及すればラウンドアバウト
はより安全にかつ効率よく交通量を捌けるのではなかろ
うかという感じがしました。
大口 ある道路容量を超えた交通量がやってくると交通
渋滞が発生してしまう交通量レベルは、車車間通信技術
等で、そのレベルを上げることはあり得るでしょう。た
だし、交通工学的な観点からすると、やはり一定のレベ
ル以上では、交通信号機のような交通流の外部介入処理
で交通を動かしたほうが効率は上がると思います。ただ、
おっしゃるように、ラウンドアバウトは、日本では昨年、
今年と新しい技術指針が出されて、道路交通法も改正さ
れたところで、今大変注目されています。もっとも、80
年代ぐらいからイギリスでやっているので、30 年以上
の歴史がある技術なのですけれどもね。
佐藤 あとはフランスですよね。特にナント市が、もと
もと街中から一切信号機をなくそうとしています。ラウ
ンドアバウトも小学生からお年寄りまでデザインを提案
して、皆で取り組んでいる。そんな街づくりをやってい
るようなところもあります。
大口 ナントでのラウンドアバウトの導入はやり過ぎだ
という説もありますけれども。車からするとあまりにも
うっとうしいぐらい多過ぎます。

ラウンドアバウトに限りませんが、今のところはまだ
ゲテモノ扱いになっていますけれども、変なランプを
くっつけたりしたアブノーマルな交差点、みたいな研究
もあります。道路の動線が交錯する場所をどう取り扱う
かは、道路技術として何かイノベーションもまだあり得

るし、でもそこで運転者に完全に好き勝手にはやらせな
いで、上手にそれを ICT 技術でサポートしてやること
で安全性や効率性を高めたりして、新しい方向性が打ち
出せる可能性があります。
佐藤 私は、ラウンドアバウトで一番いいのは、道路局
さんと警察庁の交通局さんが両者できちんとお話をされ
ている点で、これは大変いい方向だと思っております。
大口 そうですね。ただ多分、ラウンドアバウトだけに
限ったことではなく、ここ 20 年、30 年ぐらいで、徐々
に両者がきちんと話をするようになってきたのではない
かと思っています。
佐藤 それに関して言えば、セカンドステージの技術
シーズ中心の議論を引きずって、サードステージの検討
に入ってきているのを危惧しています。ファーストス
テージでは、道路局さんがリーダーシップを取り、道路
だけではなくて自動車や警察庁さんの分野も含めて全体
を考えながら、ITS の９分野や 21 のサービスを設計さ
れたのですけれども、セカンドステージでは、残念なが
らその機能はなくて、個別の技術、サービスを、進めて
きた。確かにその中では ITS スポットが実配備という
点では群を抜いていたと思っています。しかし、もう少
し全体のサービスや、連結性、ネットワーク性がないと
多分だめで、内閣府でも SIP という戦略的イノベー
ション創造プログラムが検討されていますが、社会実装
という点では、課題がたくさんあると思います。
　国土交通省さんには、インフラの老朽化や防災対策な
どやることがたくさんあるけれど、できれば総合的なビ
ジョンをまとめていただいて「サードステージはこっち
だよ」と言ってもらえるとありがたいというのが個人的
な要望です。自動運転も、プローブも、官民の連携、イン
フラとクルマの関係が重要ですし、次のプラットフォー
ムをつくりながら、個別のサービスや機能を検討してい
くと、ビジョンが実現する可能性が高まると思います。

IT 技術の進歩の速さと
オープンデータ

佐藤 クルマまわりで言えば、ICT の技術は、年を追
うごとに進みます。一方、クルマは 10 年たたないと買
い替えていただけない。１年でかわるサービスを 10 年
待ってくれとなると、どんどん整合性がなくなるので、
ソフトの書き換えなどをしてカーナビが生き残るか、あ
るいは、スマホやタブレットを載せた方がいいなど、過
渡期にあると思います。そんな中でどういったプラット
フォームを作っていくか。
大口 仰るとおりですね。でも、ICT 機器の入れ替わ
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りは大変早いですから、ふと気がつくとタブレットはな
くなっているかもしれない。
八木 高速道路でも ITS スポットの整備は進めてきま
したが、いざそれを使ったサービスを考えるとなると、
より高速で大容量な通信手段や情報提供手段が他にでき
ていて、世の中の技術的なスピードに追い付いていくの
がたいへんです。
江藤 もう少しデータをオープンに使えるプラット
フォームがあったほうが、もっとベンチャーも入れるし、
いろいろなアイデアが出てくるのではないかなと思うの
です。今は車の移動という考えかもしれませんが、もっ
と生活に密着するぐらいのいろいろなアイデアが出てき
てもいいのではないかなと思うのです。単に歩くだけに
しても、高齢者が散歩する、子育てなどでもっと利用す
る等、道路を身近に感じるような、そんな使い方をして
もいいのかなと思うのです。そのときに、歩行のネット
ワークとしてもすごく使えたり、安全で子育てには最適
な街になるだろうと思うし、それだけでもすごく便利で、
快適な街に近づいていくだろうなと思われます。つまり
さまざまな情報や、多くのシステムがあると、アイデア
がもっとわくのではないかなと思うのです。
大岩 例えば、ITS で持っている情報というのは、車載
器固有の情報、テレマティクスでは運転に関する情報な
ども車から取れたりするので、そういったプローブ情報
は、すごくシビアになっていますね。せっかく持ってい
るデータを如何にしてサービス提供するかという話をす
ると、必ず出てくるのが個人情報の取り扱いの問題です。
他の交通システムでも同じですが、適切に規制を緩めて
いかないと、なかなか新しい使い方やアイディアは生ま
れにくいのかなと思います。
大口 個人情報保護法の見直しと、一方でオープンデー
タ化していくための枠組みというのは、ちょうど今、議
論されているところですから、まさにこうしたルール作
りと、一方で、データ流通を実現する技術がブレイクス
ルーをするような、安価か、シンプルか、すごくイン
ターオペラビリティが高いのかなど、そういう技術がう
まく出てくることで、劇的に状況が変わる可能性はあり
得ますよね。
　あともう一つ、作る側の論理、作る側は自分のつくり
たいもの、作らなければいけないもの、あるいは提供し
たいサービスなどがあり、それは作る側の論理で考える
べきことですが、一方では利用者側の論理、利用者がそ
れをどう感じるか、考えるか、捉えるかがあって、利用
者の視点で何が望まれるのかを同時に考えながら物事を
進めていくというのが、昔以上に求められているように
なっていると思います。

佐藤 我々ですと、今期待されているのが歩車のサービ
スです。様々な特性を持つ歩行者の行動を予測・判断して、
運転する側に提供するというのは非常に難しい技術です。
けれども、コンパクトシティ化や高齢者対応もそうです
けれど、街なかでは、これまでの歩車分離ではなくて、あ
る一定の速度以下で混在、共存しないといけない。そん
なシーンでは、運転支援、特に歩車のサービスが必要に
なります。道路を賢く利用するという点でも、歩行者と
か自転車が最優先という状態で、車がどれだけ譲れるか
という話になると思うのですけれども、その辺の発想の
転換を支援できるような政策パッケージと支援する道具
としての ITS を横断的に考えられるのかどうか。
大口 そこは、階層性のキーワードの中でもう少し整理
できればいいと思うのです。生活道路に入った車は、い
わばお邪魔させて頂いているよそ者なのです。そういう
状況下では、例えば、アクセルをベタ踏みしても時速
30km 以上は出ないようなフェイルセーフな仕組みを、
ある種の自動化としてやってもいいと思いますし、ある
いは、そこで少々人と接触しても、人を絶対傷めない素
材にするような技術開発もあり得るでしょう。あるいは、
地方部で、車がないと何もできないところに住んでいる
人に対して、完全に自動で、人やモノの移送サービスが
できる仕組みを入れてしまう。これらは多分、同じ自動
運転に向かっていくような技術シーズだとしても、場面
に応じて違う使われ方の例だと思うのです。その場面を
提供するのが道路だと思うのです。ある場面ではユー
ザーに意識的に場面の違いを認識してもらうことが必要
だけれど、別の場面ではシステムが自動的に対応し、
ユーザーに意識させないことも必要だろうし、こうした
異なるタイプのフュージョンをどういうふうに実現する
か。このあたりが、すごく難しい。でも、要素技術的に
は出来ないはずがないと思うので、あらゆるステークホ
ルダーと利害の調整をしてシステム導入できればいいと
思うのです。

ITS をさらに社会に
浸透させていくには

有野 地域での課題を解決しようとして取り組んできて、
ITS も、ほかの施策もある程度達成してきたのかなあと
思います。高速道路の料金所渋滞やアクセス向上も、
ETC やスマート IC で解消してきました。
　これからは多分、一つひとつを良くすると言うよりは、
全体で考える必要があります。地域で生活していく上で
どういうふうになっていくか。総合的に考えていかなく
てはいけないのだろうと思います。
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　一方で、ITS の技術進度は非常に速くて、次のものが
始まってからある程度整備するのに年数がかかるので、
今整備されている ITS スポットもしっかりと整備効果
を出していかないといけない。例えば、プローブ機能は、
メンテナンスや老朽化対策に活用するというのは間違い
なく有効であり、かつ官中心でできるところです。そし
て、その活用を民間利用に広げていく等、段階的・総合
的に行っていくことが重要だと思います。
大岩 先程、浜田さんがおっしゃったように ETC が普
及したのにはリーダーシップが非常に大きいと思うので
すけれども、さらにドライバーにどれだけメリットがあ
るか、ノンストップで通れる優越感と料金割引などだと
思います。

ITS スポットもそうですし、これから先、ITS と言わ
れるものがドライバーにメリットがどれだけ出せるか、
そこが課題だと思うのです。
　例えば、災害時に ITS 車載器をつけている車が優先
的に通行可能になる等だと思います。
有野 ITS 技術を活用した特殊車両通行許可制度の新た
な運用や複数ルートから「賢く」経路選択できる方策等
が道路局で検討されています。
八木 ITS スポットの使い道として、情報収集手段とし
ては、まさにどこを走っているのか、上り下りがはっき
りわかるので、GPS やスマホより精度の高い情報収集
手段です。情報提供は携帯の回線やスマホ、カーナビ等
を使って、組み合わせていくのが現実的と思います。
大口 「組み合わせ」「融合」は、多分、これからのキー
ワードです。今は様々な通信メディアがあるので、ITS
スポットでなければこれができない、という時代ではな
い。でも、それぞれ得意分野があるので棲み分け、補完
しあいながら、また、レジリエントの観点からすれば、
あるシステムがだめになっても、別のメディアとシーム
レスに繋がっていれば、多少サービスの質や、精度が落
ちるかもしれないけれども、ある程度はできるような、
メディアごとに分離されていない、利用する側からすれ
ばインテグレートされて使える。管理やそれ以外の目的
に対しても、お互いに情報やメディアを融通し合うこと
がうまくできれば、世の中に求められるものを提供でき
るでしょうし、新しくビジネスチャンスなども作ってい
けると思うのです。
浜田 今、人口自体は世界的に増えているのですけれど
も、全人口の 20%が交通弱者と言われている。これか
ら我々が考えないといけないのは、財政再建も重要なの
ですが、高齢化社会に対応した形、交通弱者で言えば、
車いすの人、目が見えない、耳が聞こえない、妊婦さん
の問題等、多種多様な問題に対して、ハードで対応でき

るかもしれないけれども、ITS で少しカバーできる仕組
みを工夫していく。そこは、高齢化社会の中でいくと、
交差点の中に横断をする行為ひとつとっても、一つひと
つがきめ細かく、歩行者に合わせたソフト対策で工夫し
ていく、また車いすの人たちも安全で安心して横断がで
きる仕組みを ITS 技術で工夫していくのが重要だと思
います。これからは、我々の生活、あるいは街の中で、
ITS 技術をうまく活用していくというのも、課題ではな
いかなと感じます。
大口 交通事故の問題は、多分、車に乗っているのが一
番事故に遭わない、死なないみたいな時代になりつつあ
ります。車道を歩行者横断するというのは、サメとかワ
ニがいる大海原にウサギが飛び込むようなものだと思い
ます。それをそのまま放置してきたのが、今までの道路
行政あるいは警察の交通行政である。今後は、今、サメ
が来ているか、来ていないかをわかるようにする、ある
いはサメの側も今食っちゃいけないという情報のやりと
りに加え、システムの見直しや、そもそも平面で交わら
せない、など道路ネットワークや空間設計などについて、
根本的な見直しの余地がまだあると思うのです。
　日本はそもそも山がちな国で、ちょっとした標高の違
いなんて簡単に起きます。それを歩行者と車道と全部同
じ高さで道路を作ってしまうと、立体交差させるために
もう一回上げたり下げたりしなければいけなくなるので
すけれども、歩道と車道との間に３m ぐらい落差がで
きれば、簡単に立体交差できるわけです。今でも人工地
盤のような工夫もありますけれども、末端の結節点では、
ここまでは建築物として作ったけれども、あとは階段で
おろすといった状況になる。システム全体がシームレス
にはデザインされきれていない。ここをうまく工夫すれ
ば、平面の交差が残るところ、立体化していくところ、
立体化で歩道を車道の下に降ろすと、明かりが取れなく
なることで防犯等の問題などありますが、一つひとつ工
夫で解決していく。より生活しやすい空間をつくってい
くためには、車一辺倒ではないさまざまなモードの利用
者に対して、ICT でサポートしながら、あるものを上
手に使い、必要なものは作り、いい都市空間、生活空間
を提供していくという発想になるのかなと思うのです。
　20 年ぐらい前に、ITS の先駆者のお一人の井口先生
が書いたもので「夜、上空から道を見渡していると、
ヘッドライトで灯っている間だけ車が見えて、それが移
動している。そのぐらいしか情報収集能力がない者が、
お互い通信、情報交換もできないまま動き回っていると
いうのが道路交通である。このお互いの状況をわかるよ
うにつないでいくのが ITS」という示唆をされていたの
は大変印象的でした。情報が欠落していたところに新し
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く情報や通信が入ってくる、という見方をしていたと思
うのです。
　でも、今は逆で、「情報がある」「通信ができる」が当
たり前になっているわけです。さらにその道具立てが、
ほんの二、三年前までは存在していなかったスマホに一
気に置きかわり、でもスマホもあと３年ぐらいしたら
ウェアラブルに置きかわるかもしれません。そういうふ
うに、今やデバイスやメディアはあまり本質ではなく、
情報や通信がますます身近にあるのが当たり前になり、
常に通信できる環境下がむしろ当たり前になっていて、
そういう場で交通、移動等、人間社会にとって本質的な
ものをもう一回考えるべきだと思います。だから、ある
意味で ITS や ICT を特別に売りにするのではなく、む
しろ ICT が当たり前になった中で交通をどうしたいの
か、都市をどうしたいのか、という時代になろうとして
いると思うのです。そういう思想の転換が求められてい
るではないでしょうか。

まちづくりの視点と
地域性の考慮

江藤 大口先生がおっしゃった「生活しやすい空間」「都
市空間」「街づくり」という話になると、道路は、線です。
本来は線よりも、地区、エリアでマネジメントしたほう
がいいと思うのです。実際それができていなくて、道路
種別ごとにやっているのですけれども、その辺はどうで
すかね。道路管理者から見たら、保全的な話も、維持管
理の感覚でいけば、そのエリア全体で管理したほうが絶
対早くて効率的だと思うのですけれども。現状は規格に
合わせてやっていますが、その辺りの発想もあるのでは
ないかと思うのです。
大口 もう一つのキーワードが、最近少しトーンダウン
しているかもしれないけれども、「地方分権」「地域主導」
です。まさに今江藤さんが言われたのは、地域で考えま
しょうということだと思うのです。それも多分、重要な
視点で、社会制度とか、人々のもののとらえ方も変えて
いかなければいけないという気もします。

例えば、自然が豊かな人口密度の極めて低い空間に対
する目標イメージがないのは問題です。東京が唯一の望
ましい姿ではないはずです。地方部という日本語はあま
りいい言葉だと思えないのですけれども、要するに人は
そんなにたくさん住んでいるわけではないのだけれども、
でも、その地域にものすごく魅力があって、そこに暮ら
すことに魅力があるというのをどういうふうにアピール
していくか。そういうモデルみたいなものがいるのです。
あるいは中都市みたいなところの魅力もあるわけです。

幾つかのモデルを描いて、ローカルでそれを考えるよう
な社会モデル、単なる技術の話ではなく、暮らし方、制
度も含めて、そういったモデルがあって「ああいうふう
になりたい」というのを、いろいろな異なる主体や地域
が目指す目標をうまく描くことが、今すごく求められて
います。
有野 そういうのはリーダーシップを取ってやるか、そ
れとも地域のみんなで考えてやっていくか、どっちがい
いのかと思う時が結構ありますよね。
佐藤 武蔵野市のムーバスも、計画から導入、黒字にな
るまで８年以上かかっています。市と民間企業や住民そ
して学識者が連携して、どこから乗りたいか、どこまで
乗りたいかというのを徹底的に分析して、こんなところ
をバスが入ってくるのかなという道まで走っています。
これが成功例になって、東京のいろいろな区をはじめ全
国的に展開されつつある。
江藤 ニーズに合ったところがどこなのか、街中をうま
く通してやるというところが、大事ですね。
佐藤 大きな車両が曲がれないから、需要のあるその
ルートや停留場をあきらめるのではなくて、曲がれる小
さい車両にすればいいじゃない、という発想ができるか
どうかです。
浜田 そういった面では見本というか、モデル都市とい
うのは、学習する価値は結構あるような気がします。
大口 短期間ですぐに「失敗したからだめ」と考えるの
ではなくて、地道に育てていくことの価値をもう少し考
えるべきです。昔ほどは体面だけにこだわる雰囲気がな
くなってきたところは、前進していると私は思っていま
す。それぞれ自分の管轄があって、それには責任を負い、
ルールを持たなくてはいけない。だから、簡単に人の意
見をただ単に受けるわけにはいかない。でも本来は、で
はどうやったらうまくアジャストできるかを考えるとこ
ろから話が始まるのです。それが、今まで考えたことも
ないからだめ、とつっぱねて許された時代から、今は、
とりあえずアジャストを考えてみましょうと考える雰囲
気は出てきていると思うのです。そうはいっても簡単に
は「うん」と言わないから、地道に交渉する。ここは時
間がかかるのですけれども、これこそ民主主義の原点で、
それを多数決だからと強引に進めてしまうと、一瞬進ん
だようでも、結局それは根本的な解決になっていなくて、
あとで滞ったりします。そういう意味では、異なるス
テークホルダー同士でどうにかしてすり合っていくこと
を目指していかないといけないと思います。
八木 先ほど「地域分権」がもう一つのキーワードとおっ
しゃいましたが、「地域活性化」というキーワードも重
要と思います。
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　地域活性化の重要な視点に「観光」がありますが、地
域が良質のいろいろな観光資源を持っているにもかかわ
らず、それが消費者たる旅行者に届いていないというの
が各地域の観光担当者の大きな悩みの一つで、自治体や
観光協会が一所懸命にホームページを作り、チラシやパ
ンフレットをつくって情報発信しても、その情報が旅行
者にたどり着いていないのが現状です。
　こうしたインターチェンジを下りてからの地域の情報
や観光情報を、冒頭にお話ししたように、「ドラぷら」
という情報提供プラットフォーム上に載せて、旅行前は
もちろん旅行中にもお客さま、旅行者に提供していくこ
とを目指しているのですが、地域の情報を収集するのは
実に労力を要するところで自分たちだけでできるわけな
い。ですので、地域の方とうまく連携して、地域が発信
した情報を提供していくという形を考えています。
　つまりこの点でもいろいろな分野の人間がうまく力を
合わせてやっていかないと、理想の形は実現できなく
なってきているなと感じています。
大岩 我々もそうですね。テレマティックスやスマート
フォン、結局それに競っていたら世界は広がりません。
異業種、異分野との融合を図らないと、先に進めないと
考えています。

異業種・異分野の連携と
データ融合

八木 協調 ITS という言葉はもう普通に使っています
けれども、あれは多分狭い意味の協調で、もっと広い意
味での協調がこれから重要だなと思います。
佐藤 今後、東京の主要駅、例えば品川駅とか東京駅は
空港化すると言われていますが、オリンピックやパラリ
ンピックには、燃料電池の BRT 的なものがでてくる可
能性が高い。そうなると電気で走る架線がいらない乗り
物になって、東京駅の何十番線に発着してもおかしくな
い。もう、高速道路と新幹線の競争ではなくなるかもし

れない。
八木 はい、もうそれはないですね。東北の観光等でも
新幹線を使って、その先の２次交通で高速道路を使うこ
とを考えましょうという話になってきています。
佐藤 今まで我々が垣根と思ったのは、もうないような
感じですね。
大口 民間の世界では旧来の垣根がなくなるようなこと
がもう既にどんどん起きてきている。グーグルも何の会
社かわからなくなりつつある。もうそういう時代が来て
いる中で、行政側はどう対応していったらいいかという
ときに、何かしら今までのやり方とは違ったものを模索
しなければいけないのでしょうね。
江藤 異業種の取り組みの話ですと、例えば、ビッグ
データで、気象データや車のデータをあわせると、津波
や吹雪等の災害が見える化できます。そういうのを活動
の中でやっていますが、そういう研究を HIDO さんで
取り組んでいただき、アイデアが１つでも２つでも生ま
れたところに手をつけるのは、我々とすると結構飛び込
みやすい。そこにはいろいろな省庁が絡んだりします。
浜田 飛び込みやすいです。提供系というのは充実して
いるのですが、収集系が大変です。収集系は瑕疵責任や
個人情報の問題等、何か縦割りになったりするのですよ
ね。ITS の魅力からすると利用者ニーズから、もう少し
声を大にしていくというか、それを巻き込んだ形で何か
すれば、垣根を取っ払える可能性はあるかもしれないで
すね。
大口 さっきもありましたけれども、個人情報保護法の
話と、セキュリティを確保しながらオープンデータ化し
ていくという、一見すると相反する話が同時に進もうと
しています。これは転び方を間違えるとセキュリティば
かりがうるさくなる割にデータの融通はきかないという
ことになりかねないのですけれども、ちゃんと転がれば、
セキュリティも確保されて、データも使えるようになる。
それで融通も効くようになるという方向へ行くはずなの
で、関係者は、望ましい方向に話が転がるように働きか
けていくことが重要です。さらに加えて、例えばデータ
収集系の話として、SNS を活用するなど何か既にある
ものをうまく組み合わせることで、新たな知識が獲得で
きるかもしれない。今まではお互いに壁があって融通で
きなかった情報を、融通し合えれば新しい知識が生まれ
るかもしれない。そういった期待を持って、融通の工夫
を模索していくことは、制度の立ち上げと同時に、狙っ
ていくべきかと思います。
浜田 利用者ニーズでは、オープンデータ化になると、
結局反映できるのは、利用者にくるので何かそういう仕
組みがうまく PDCA で、持続可能な形で回っていくよ
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うにできるといいかなと思います。
佐藤 あまり最初からがちがちに設計して、ミスはまっ
たく許さない、100%完璧というのは無理で「ある程度
この部分はリスクもあるのだよ」というのをきちんと使
う側も考えられるようなシステムが良いと思います。こ
こだけは絶対だめというところはあると思うのですけれ
ども、それ以外はもう少しゆるくていいという、頭の柔
らかさがいるのかなと思います。
大口 そうですね。どんなにセキュリティを高めても
データ漏洩のリスクはゼロにならないでしょう。だから
万一の漏洩時の社会的な受け皿も含めた社会制度面でも
新しい仕組みを生み出すことを、同時に検討する必要が
あると思います。「自動運転機能」を積んだ車の損害保
険料を下げるような検討など、いろいろな可能性はあり
ます。そうした社会制度の整備が、技術開発のインセン
ティブになるかもしれない。
八木 テレビか何かの海外情報で、「運転の仕方を評価
するアプリを積んで、運転が上手な人には保険料を安く
する」ような報道を目にしました。
大口 いくつかの損保会社さんが安全運転を支援する無
料アプリを提供していて、それがエコにもつながること
もよく知られるようになっています。

本源的な交通のための ITS

大口 「交通って何だろう」と言ったときに、これまで
ずっと、基本的に派生需要としての交通を見てきたので
す。つまり、経済、社会活動を実現するのが主目的で、
そのときに派生的に仕方がないので移動しなければいけ
ないのが交通で、だから交通需要が発生する。あるいは
物流の需要も発生する。すると交通事故や渋滞、環境負
荷という課題が生じるから解決しよう。こういう見方の
交通の話ばかりしてきました。しかし実は、全然違った
意味での交通があって、観光などもそうですが、移動し
ている過程に意味がある、あるいは、どこかに行きたい
から移動するのは本源的な目標としての移動がある。こ
ちらについては、何となく工学的な対象や、技術でその
本源的な目的をさらに高めることをやってこなかったの
ではないか。もちろん、自動車メーカーさんは、運転の
喜び、といったことをずっとおっしゃってきているので
すけれども、交通の分野全体にしてみると、それはある
意味で車メーカーは特別みたいに見られているところが
ある。でも、たとえば最近は、JR 九州さんが結構頑張っ
て、鉄道に乗りたいから移動する、といった移動の楽し
みに敢えて脚光をあてるなど、交通が多角的にとらえら

れてきていると思うのです。だから、本源的欲求として
どこかへ行ってみたい、あるいは景色を楽しみたい、彼
女と２人の時間を大切にしたいなど、むしろ本源的な交
通とは何であり、それをより豊かにしていくにはどうし
たらいいのかというような問いかけは、今まであまり真
剣に取り組んでこなかったように思うのです。高度経済
成長のための道路づくり、あるいは交通が抱える負の問
題、と言ってしてきたものとは全く違って、何か望まし
い、あるべき、楽しくて豊かで安心できるものを実現す
るには何が必要なのだろう。何をやれたらよりいいのだ
ろうという発想が、これからますます必要だと思います
し、そのためにやれること、やったらいいことに取り組
んで、範囲が広がると、楽しいのではないかと思うし、
やりがいも出てくるかなと思っています。
江藤 ITS のいいところは、安全でも円滑でも利便でも
ない、快適性を一応持っていて、走ること自体が楽しい、
走っている空間が楽しい、等があると思います。元々
ETC でインセンティブというのも、気持ちよく走れる
ところにもあると思うのです。そういう快適性が、いつ
の間にか移動の要素から抜けて、安全と円滑だけで終始
している部分があるので、ITS として快適性をどういう
ふうに加えるか、もっと何とかならないのかなと思うの
です。快適性があればもっとみんな車に乗り、移動し、
空間自体を楽しむというところが増えるだろうと思うの
です。
佐藤 自動運転の議論のときによくでる話で、お酒を飲
みたいから自動運転にしてほしいというのもあれば、一
方で、気持ちよくうまく走るという、クルマを操る楽し
さを支援するシステムや、高齢者や初心者の運転を支援
するものもある。将来的には、運転する人のその時の
モードに合わせて切り替えができればいいわけです。プ
ロのレーシングドライバーのコース取りや加減速、一般
道でもプロと同じことができると非常に気持ちいい。と
いうのもあると思います。ファン・トゥ・ドライブとい
うか、移動してきた気持ちを大事にする。話は少し変わ
りますが、最近、モビリティという言葉が普通に使われ
ますが、元々の語源は、モビール（mobile：ゆらゆらす
る）ですから、別に目的地があるわけではなくて、ぶら
ぶらするという移動も考えるとおもしろいかもしれない
なと思います。
江藤 空間を楽しめるところは大事かなと思いますね。
佐藤 それを黒子で助けてくれるような ICT や ITS が
あると楽しいけれども、あからさまに「こうだ」ではな
くて、「これをしたいのだけれど…」と言うと、「これは、
どうですか ?」という、そういう話だと思うのです。
江藤 そうですね。歩いていても楽しいと感じるような
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観点で快適性を考えれば、ITS についてもさらにアイデ
アが生まれてくるのではないかなと思うのです。歩いて
いて楽しい道というのは、なかなかありません。
大口 交差点の交通処理の話をするときに、今、自転車
の取扱いが大きな話題になっているのですが、今の道路
交通法の法令体系ではどうしようもないところがあった
りして、制度全般を見直さないといけないのです。そこ
で、たとえば交通信号関連の施行令を幾つか変えれば、
簡単に改良できることがあり、自転車用の走行空間も確
保して、利用者の視点で快適な空間と制度を確立すると、
結果的に自転車で走り回る人がもっと多く出てくるで
しょう。日本では、ちょっとした仕組みや制度的なもの
を見直すことで、活性化されていくものがたくさんあり
そうです。
有野 自転車は道路局も「安全で快適な自転車利用環境
創出ガイドライン」を出す等力を入れています。ルール
だけではなく、一般の意識等を地域で考えていくことが
大切です。
　今、ご存じのように道路交通法でも、車道を走るのが
原則となっていますが地域で反対されているところもあ
ります。それらを地域と考えることが大切だと思います。
先程 ITS も地域の郷土性の話がありましたけれど、ど
ういう施策でもそういうところはあるのだろうなと言う
感じです。
大口 ハードだけ整備してもだめで、利用者の意識や、
自転車以外の利用者の意識も考えないといけない。
有野 そうですね。自転車で通る人は便利になっても、
危なくて地域で反発されるということもなきにしもあら
ずです。
大口 それに合わせた日本独自のルールや、規格を考え
ていかなければいけないということです。

日本の ITSのグローバル展開

江藤 ITS の海外展開について言えば、導入は簡単では
ないなと思っています。現実には中国や韓国のほうが設
備やシステムが圧倒的に安いのです。単純に言うと、現
地にあわせたものを同じぐらいの値段で作れるか。それ
に尽きるような気がするのです。日本の ITS 技術の質
が良くても、海外にシステムで売ると難しいと思います
が、どうですか。
八木 ETC もそうですけれども、導入目的が国によっ
て違うなと。日本は渋滞解消が主目的でしたが、アジア
のどこかだったか、当初の導入目的は料金所で現金を扱
わないようにすることが主目的と聞いたことがあります。

目的に応じてスペックも変わるでしょうから、より安価
で簡易な ETC とかでも構わない。同じように、ITS 全
体も日本のスペックをそのまま導入するのではなくて、
さらには運用段階も含めてその国の実情やニーズに合っ
た形を提案できるのであれば売り込みやすいのではない
でしょうか。
大岩 今、当社はベトナムのホーチミンで、１つのプロ
ジェクトの中に交通管制、設備監視、料金収受、ETC
が入ったパッケージプロジェクトを進めています。これ
は JICA の ODA 案件であり、ETC は日本方式を採用し
ています。現地でプロジェクトを進めていくと色々な声
があります。高機能・高精度なシステムを期待する声も
あれば、一般ユーザ視点で簡易なものを求める声もあり
ます。国側と運用側とでも意向が異なります。今後の高
速道路の延伸、システムの普及を考えると、運用・保守
というところまで考慮していく必要があります。海外展
開する上では、如何に現地の風習・文化を理解するか、
ローカライズしていくかを考える必要があります。
八木 よく「ものづくりからことづくり」と言いますけ
れども、「もの」だけではなくて、導入した後の「こと」
も一緒に提案していかないといけないですね。
大口 そういう意識を持っているのが、日本のいいとこ
ろです。基本的に先進諸国は、発展途上国を植民地時代
さながらに相変わらず食い物にしてきたような国が多い
中で、日本はこれまでも比較的地域のためにと思って
やってきており、こういう ITS 関連技術の輸出につい
ても、発展途上国それぞれの地域に望ましいものを考え
て、アジャストメントも考えて工夫していくことで、結
果的には評価してもらえるようになるのではないでしょ
うか。
　私ども東大の ITS センター（次世代モビリティ研究
センター）では、昨年に引き続き今年も、JICA で 14
カ国に参加してもらって ITS の研修を１カ月近くやっ
ています。そうした場でよく耳にするのが、「ハードウェ
アを導入して一過性で終わってしまって、もうその先な
し」というパターンです。それでは、本来の意味で発展
途上国に対して投資していくメリットはないと思います。
地域にとって望ましい姿を地域の人と一緒になって工夫
しながら、いいものを導入して、喜んでもらって末永く
つき合っていくというスタンスを目指すべきでしょう。
八木 日本も今でもそうですが、有料道路事業者ごとに
料金が異なり、お客さまにとって分かりにくく、かつ乗
り継ぐたびに料金を払うという煩雑なところがありその
反省があって、ETC は同一スペックでというのが多分
あったのでしょう。
　この点で先進的な立場にある日本は、これから ITS
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や ETC を導入するという国に対して、そういうところ
も一緒に提案しておかないといけないかなと思いました。
大口 そうですね。
大岩 日本の ETC は北海道から沖縄まで１つのカード
で利用できますよね。域内すべて統一できている例は、
中国・欧米でも他にないと思います。このやり方は日本
の優れている点だと思います。
大口 日本全国が統一されていることによる社会的な価
値を、きちんと客観的、定量的に見積もれるといいです。
そして、全部ばらばらのシステムが入っていた場合と比
較することが必要だと思います。
大岩 欧州や中国では、今共通化の意向があるようです
が、既に乱立している状況ではなかなか難しいようです。
佐藤 EU ではそれがそのまま EU の政策となり、事務
局の仕事になります。
大口 EU としてのモチベーションが出ますね。
佐藤 逆に、アメリカでは州ごとに整備されていますの
で、US DOT（アメリカ連邦運輸局）は困るのです。
大岩 今から統一は厳しいですよね。
佐藤 インフラの整備費用は少ないし、これはまずいと
いう話になるのです。
八木 カードやシステムを共通化すれば、高速道路以外
の駐車場やガソリンスタンドその他の施設での課金情報、
決済情報も統合できますね。
大口 もっと言えばインバウンド交通を増やそうという
なら、ひょっとしたら海外とも共通化しているとよかっ
たですよね。成田空港か羽田空港に着いた瞬間、その人
が持っているクレジットカードで ETC が使えるとか。
佐藤 オリンピックに間に合いますかね。カード関係等
は、議論がありましたから。
大口 日本の場合は、公共交通系でもそうですね。韓国
は、ソウルに行ったら、とりあえず共通カードを買って

移動するのですから。
　日本も意思決定の問題です。切符買うところでカード
を買わせればいいのです。いらないと思ったら、返せる
仕組みにさせてくれればいいのです。意思さえあればや
れそうなことはたくさんあります。

交通情報をとりまく
社会状況の変化

大口 制度面を見直す可能性があるかと思うもののもう
一つは、道路局と警察庁交通局で申し合わせた「道路交
通情報提供の在り方に関する基本的考え方」を作ったの
がもう 12 年ぐらい前です。あのときの申し合わせの社
会環境では、交通情報を民間に提供して活性化しましょ
う。そのためのルールをつくりましょうという話だった
と思うのですけれども、時間もたって情報・通信環境に
関する社会状況は大幅に変わったわけですから、申し合
わせを検証して必要に応じて見直す、あるいはもっと大
きな枠組みをつくることが必要じゃないでしょうか。「道
路交通情報だけ特別」と言うのもおかしいでしょう。利
用者からすれば、例えば民間では、旅の予約や食べ物屋
は一緒に情報提供されることは当たり前です。道路の交
通情報だけが特別にプロテクトしているような感じがあ
るのですけれども、特別なものじゃない。もう一回見直
す時期じゃないかなと思うのですけれども。
　個人情報保護の議論と、オープンデータの議論をどこ
へ落とし込むかという中に一緒に考慮していただかない
といけません。今では、私も含めて情報なしでは生きて
いけないわけです。これはもう、情報が完全に暮らしの
中に浸透しているものなので、それをより望ましい、賢
い情報の使い方ができるようにしていく観点で、もう一
回見直す時期だろうと思うし、いいチャンスであると思
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うのです。
八木 情報自体の価値は変わらないのかもしれないです
けれど、情報をどうマネタイズしていくかは相当変わっ
てきている感じがします。以前であればその情報を出し
たい人、あるいは、求める人がお金を出す感じで、その
反対側の人が利益を得られていましたが、情報に対する
ニーズは不変でも、情報を流通させることだけでマネタ
イズすることは難しくなってきています。
　こうした中でいろいろな情報を、品質が担保されたう
えで提供する事業を続けるためには、情報の収集コスト
をゼロに近い形で収集することを考えざるを得ない。
　一つの方策として、情報提供事業者それぞれが個別に
情報収集するのではなく、各自がもともと有している情
報を相互利用、共同利用することが有効かと感じていま
す。

今後のHIDOに期待すること

浜田　HIDO も 30 周年を迎えたのですが、今後どのよ
うなことをやっていけばいいのかを、何でもいいので参
考になるご意見を聞かせていただけませんでしょうか。
江藤 データのオープン利用は規制緩和が当然絡むと思
いますが、どこかが取り組んでやらないといけないと思
います。私はそこかなと思っています。
大岩 官でいえばそれぞれの政策、民でいえばそれぞれ
のビジョンや戦略があります。民同士ではなかなかそれ
を融合できません。官民でもそうです。そこで「橋渡し」
役が必要となります。どちらにもある程度意見が言えて、
つないでいただける立場にいらっしゃるのが HIDO さ
んだと思いますので、我々としては一番期待させていた
だきたい。特に、エネルギー政策、防災等、道路以外の
いろいろなところと結びついた融合の橋渡しを是非して
いただけたらと思っています。
佐藤 産官学の連携、特に官と民の橋渡しに期待したい
と思います。ファーストステージの頃は、民間も道路局
さんと一緒に全体を見ていたわけです。しかし、今もう
一度全体を見ながら個々のサービスを考えるのは、民間
では到底無理で、内閣官房や内閣府でもできないと思い
ます。政策的な話や方向性だけではなくて、社会実装を、
全体のコーディネートをしながら、関係する省庁と民間
企業を連携させて実現させる事はそう簡単ではない。そ
の機能は、HIDO さんしか出来ないのかなと思います。
それを頑張ってやっていただけたらというのが本音です。
八木 広い意味で「協調する」というところ、各社、各
機関が有する要素技術をうまく組み合わせる協調プラッ

トフォームづくりを期待しています。細かい例ではあり
ますが、実証実験をする際に技術と実績を有するところ
をディレクションしていただくような、そういう役割が
HIDO には相応しいと思います。また特に、オープン化
が前提、あるいはオープン化が望ましい分野については、
だからこそ HIDO が主導すべきところと考えます。
大口 私のようなアカデミアと HIDO との関係は、
もっと連携を深めてもいいのかなと考えます。
　それと、今日の話題は ITS というキーワードですけ
れども、HIDO さんは ITS とイコールではないので、
私はどちらかといえば HIDO さんはもっと広い概念だ
と思っています。そういう意味で、道路とは、まさに人
間生活を支える、本当に根幹的なインフラだと思います。
移動とは、人が生きることとほぼ同義だと言ってもいい
と私は思っています。多角的に、道路をベースとして新
しい豊かな社会をつくっていくための取り組みを期待し
たいと考えています。
有野 どうも有難うございました。HIDO の定款上で言
いますと、「道路に関連する新しい産業分野について、
調査研究を行うとともにその開発プログラムを策定す
る。」となっています。この「道路に関連する新しい産業」
は、交通的な新しい分野の ITS 等だけではありません。
道路自身が面的な広がりや、様々な機能を持っているこ
とから全体として街づくりまで勘案しながら、新しいも
のを一歩先に考えていきたいと思います。ビジョンを考
える一方で、要素技術の進んでいるものを要領よく使え
るようにしていくというのも当然あわせてやらないとい
けないと思っています。特に以前と違うところは、課題
対応型だけでなくて、融合的なところや、重なっている
ところから出てくる新しい分野を含めて取り組んでいけ
ればと考えています。是非皆さんを初めとして関係の
方々や、賛助会員の方と一緒に頑張っていきたいと思い
ます。
　これからも引き続き、よろしくお願いします。
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<講　演 >                             　　　　　　 　
　国土強靭化における道路の役割
　　講師：藤井　聡氏（内閣官房参与）
　　　　　　　　　　（京都大学大学院　教授）
　
<調査研究発表>
　１　道路をめぐる民間活力の活用

　２　道路課金制度をどう考えるか
　　　　～欧米における導入状況～

　３　自動運転の実現に向けた最新動向
　　　　～運転支援の高度化によるアプローチ～

　４　ETCの国際標準化動向　
　　　　～道路課金の国際標準化～

　５　首都圏における国土強靭化・国際競争力の向上
　　　　～東京が強い都市であるために～

　６　東京臨海部における都市型公共交通システム（BRT），道路と都市の一体的な再生方策
　　　　～ 2020 年東京五輪を見据えて～

　７　次世代発話型車載器サービスの展開
　　　　～ ITS スポット通信を利用した新サービスの活用～

REPORT

平成26年度講演会・調査研究発表会
〈平成26年7月1日〉
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1 はじめに

　皆さん、こんにちは。藤井でござい
ます。今日は「国土強靭化における道
路の役割」ということでお話させてい
ただこうと思い参りました。今日はお
声をかけていただきまして、本当にあ
りがとうございます。
　今日は建設関係のゼネコン、コンサ
ルタント等の関係の皆様や、民間の方
が多かろうと思います。今、政府で進
めています国土強靭化の取り組みがど
ういうもので、これがどんな展望に
なっているのかというところは、恐ら
く建設関係の民間の方をはじめ、ご関
心のあるところじゃないかなと思いま
すので、今日はそのあたりの情報提供
を申し上げたいと思います。
　今もご紹介いただきましたが、『巨
大地震〈メガクエイク〉Ｘデー』とい
う本を、昨年の 12 月に出版いたしま

した。昨年の 12 月は丁度国土強靭化
基本法が出来上がって、それに基づい
た今の基本計画のベースになります政
策大綱というものをまとめた時期であ
り、今の国土強靭化の行政の基本的な
考え方をまとめさせていただいている
内容であります。今日はこちらの本の
内容も少々踏まえながら、本日のタイ
トルにもございますが、道路の役割と
いうのをお話できればと考えておりま
す。

2 国土強靭化の取り組み

　まず、国土強靭化の取り組みであり
ますが、これも言わずもがなでありま
すが、南海トラフ、首都直下地震等々、
国難級の危機に対してきちんとした対
応を国家としてやっていきましょうと
いうことが、総選挙で自民党、公明党
が勝たれたときから、安倍内閣の政策
の大きな柱として政権の中心的施策の
１つになったというところは、皆さん
ご存知のとおりかと思います。その後
内閣ができ上がり、大臣が設置されて、
国土強靭化推進室が内閣官房の中につ
くられ、僭越ながらそのアドバイスを
するという立場で、私も参与として任
をいただき、その体制で今１年半、国
土強靭化行政を政府の中でやってきて
いるということでございますが、この
１年半の取り組みがどんなものだった

のかということをざっと御紹介します
と、やはり最初につくったのが、レジ
リエンス懇談会という有識者会議です。
インフラストラクチャー関係の有識者
としては、皆さんご存知かと思います
けども、国土強靭化の有識者会議であ
ります。
　この会議の中には、インフラの担当
として、あるいは、国土計画、国土政
策のご担当として、森地先生に入って
いただいたわけですが、実は、土木系
の先生というのは、森地先生以外おら
れないのです。あとは、エネルギーの
柏木先生、それから、農林水産でずっ
と諮問委員会や審議会などに入ってお
られる浅野先生、あるいは、やはり産
業界、財界と一緒に議論をしていかな
いと国土強靭化はできないので、産業
界の代表として、トヨタのレジリエン
ス担当をずっとまとめておられた副社
長の佐々木さん、さらに、情報通信の
強靭化としては絶対に必要になります
が、情報通信というのは総務省が担当
しておりますけれども、結局、日本の
情報通信の強靭化を主体的に事業者と
して取り組んでいるのはNTTになり
ますので、NTTの相談役の山下さん
にも入っていただきました。地震が起
こったとき、金融システムや日本経済
のマクロ経済は何もしなければめちゃ
くちゃになるので、何とか強靭化しな
ければいけないということで、経済学

REPORT

〈講演〉
国土強靭化における道路の役割

藤井　聡　氏内閣官房参与　　　　
京都大学大学院　教授
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の御専門の東京大学経済学部の松原先
生にも入っていただきました。それか
ら国土強靭化をやるときには、地方の
強靭化というのが絶対に必要になって
まいりますから、地方の担当の一番
トップの方、やはり一番高い津波が
やってくると言われている高知県知事
に委員会のメンバーになってもらおう
ということで、尾崎知事にも入ってい
ただきました。また、やはり防災とい
う分野がありますから、国土強靭化の
中に防災があるという考え方ですけど、
防災分野の一人者として中林先生に
入っていただいたり、リスクマネジメ
ントをずっとやられている、危機管理
の一人者として、立命館大学の小林先
生にも入っていただきました。あとは、
やはり国土強靭化をやるときに、自然
を保護するという視点も大事ですし、
自然のレジリエンスというか、自然が
持っている地震だけが国土強靭化の対
象リスクじゃないので、洪水のことを
考えるときには、やはり生態系の専門
家が必要だということで、環境学会や、
生態系学会の会長もやっておられた中
静先生にも入っていただいたりしまし
た。あとはやはり、これから地方が脆
弱化していくのは高齢化社会の問題が
ありますから、厚生省とかでいろいろ
と御活躍されている秋山先生に入って
いただきまして、このようなメンバー
で運営しております。
　今なぜ一人一人のメンバーを細かく
説明したかというと、国土強靭化とい
う取り組みの広がりが、一体どういう
ものなのかということを御理解いただ
きたいと思い、申し上げた次第でござ
います。いわゆる新聞などでときどき
批判をする人たちがイメージしている、
要するに、堤防を高くすればそれでい
いというようにレッテル張りをする方
が、この国には多数おられるのですけ
れども、彼らのイメージとはもう全く
違うということを、まず御理解いただ

きたいという意味で御紹介いたしまし
た。
　そういう皆さんと、いろいろとディ
スカッションを重ねながら、国土強靭
化の基本的な方針をずっと議論してき
ました。その基本的な方針は何かとい
うと、要するに、何もかも民間に任せ
ていたら駄目だという当たり前の話で
す。要するに、何でも官から民へやっ
たらいいみたいな話が、ずっとありま
したけど、そんなことをやっていると、
地震が来たときにみんな死んでしまう。
これはもう誰が考えても、わかる話な
んですが、やはり皆さん、今申し上げ
たあらゆる分野の方が、同じことを
おっしゃいました。かといって、何も
かも国でやればいいなんて、誰も思っ
てはいないのです。官と民のそれぞれ
の役割分担をちゃんと考えなければい
けない。何もかも民間にやらせればそ
れでいいというのは、これだけは絶対
やめなければいけないという意見が出
てきました。
　また、自由なディスカッションの中
で出てきたのは、どう考えても一極集
中していたら、非常に危ないというこ
とです。東京一極集中にさせていたら、
これは危ないから、やはりいろいろ分
散化させていかなければいけない。あ
の太平洋ベルトに、油とか、ガスとか
のいろいろエネルギー基地なんていう
ものの、７割から８割が集中していま
すから、こんなものを放っておいたら
大変なことになるわけです。まともな
国土計画を立てていた国であるならば、
絶対こんなことはないのですね。それ
だけ日本の国土計画はまともでなかっ
たということなのです。あるいは、ま
ともなことだったのかもしれないけれ
ども、計画が実行性を全く持ってな
かったということですよね。これはも
う誰が考えても、わかる話であります。
別にこれは、僕の意見ではなくて、皆
さんで議論していると、一極集中して

いたらいけませんねという意見です。
常識で考えて、何もかも民間に任せて
いたら駄目だとか、東京、大阪、名古
屋等に一局集中させていたら駄目だと
いう当たり前の話が、この国の中では
重要性を著しく喪失していたのです。
それがやはり、この脆弱性を高めてい
るのだなということが、我々委員会の
議論としてあるということになります。
　したがって、国土強靭化というのは、
そういう問題を緩和するような方向で
議論していかなければいけないという
ことを、土木系の人や、インフラをつ
くりたい人がばらまきたいから言って
るのではなくて、今申し上げたあらゆ
る分野の人が、インフラと全然関係な
い人も、普通に理性的に考えたら、そ
れはそうだなということになったとい
うことであります。
　どういうふうにこの国土強靭化をし
ていったらいいのだろうと、議論しな
がら、議員内閣制で与党と政府の間で
いろいろと議論をしながらでき上がっ
ていったのが、国土強靭化基本法であ
ります。これは昨年の 12 月に成立を
しました。この基本法の中に、推進本
部と基本計画が書かれています。です
から、まず推進本部がつくられました。
これは総理大臣を中心とした国土強靭
化推進本部というのが、翌週ぐらいに
はでき上がって、それから半年間ずっ
と議論をしまして、今年の６月３日に
本部で確定されたのが、国土強靭化基
本計画であります。この国土強靭化基
本計画が、その直後に開催された閣議
で決定されましたので、これでもう
オーソライズされ、総理大臣から全省
庁が、今でき上がった国土強靭化基本
計画をやりなさいという命令を下され
たという状況に今あるということであ
ります。
　今申し上げた国土強靭化をやる上で
の基本理念として、もう何でもかんで
も民間に任せたらいいというような話
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や、とにかく一極集中を放置するとい
うことは絶対駄目だというような話は、
当然ながら基本計画の中に文言として
残っています。文言としては残ってい
るけれども、それを中心にこの基本計
画ができ上がっているかどうかは、読
者の皆さんに御判断をお任せしたいと
思います。
　いずれにしても、例えば東京一極集
中の緩和ということが書かれていたり、
あるいは、「自律・分散・協調」型国
土の形成という言葉が書かれています。
　これが、６月にでき上がりましたの
で、これからどうなるかというと、実
は、国土強靭化基本計画とともに、国
土強靭化アクションプランというのを
つくりました。アクションプランのほ
うには、細かい施策がありまして、こ
の分野ではこれをやります、あれをや
ります、2014 年はこんなふうにして
やります、というように結構分厚い施
策集に書いてあります。そこもそれな
りに抽象度の高い書き方で、どこにど
ういう道路をつくるとか、どこの整備
新幹線に何億円の予算をつけるとか、
そういうことは当然ながら書かれてい
ません。今、耐震補強をやっているの
が 70％だけど、85％まで上げるとか、
そういうことがずっと書かれています。
項目があり、その現状の数字があり、

それを何％まで上げるっていうことが
書かれています。
　でも、この数字にしても、別に国土
強靭化計画がなくても、各省庁がやろ
うと思っていた数字も入っているかも
しれません。だから、もし全部が、も
ともと各省庁がやろうと思っていた数
字だけが入ってるのだとしたら、国土
強靭化基本計画をつくっても、何も意
味がないということになるのですけれ
ども、そうではないです。今回の１年
半の議論を通して、国土強靭化基本計
画をつくったからこそ、でき上がった
数字というのがかなりあるというよう
なことが、私の偽らざる感想でありま
す。
　なぜかというと、行政というのは、
僕が申し上げるまでもなく、仕事でも
何でもそうですけれども、やらないと
いけないことは山のようにあります。
その中で、やられているものと、やら
れてないものがあります。やったほう
がいいことの中で、やっているものと
やってないものがあります。この区別
は何かというと、合理性という基準が
ないわけではない。こうやったほうが
いいからやるということも、あること
はあります。だけど、やっていないが、
やったほうがいいことも山ほどあるの
です。しかも、やっていることよりも、

やってないことのほうが、どう考えて
も優先順位が高いとわかるようなこと
があるのですけれども、それでもやら
れてないことがあります。何でこんな
ことが起こるのかというと、みんな忙
しいのです。忙しいので忘れるのです。
あぁ、言われてみればこれやったほう
がよかったなあとか、でも今忙しいし、
面倒くさいし、まあいいかみたいな、
行政というのはその固まりです。それ
は民間のビジネスもそうだと思うので
す。とにかく、やったほうがいいこと
と、やらなかったほうがいいこととの
優先順位がきっちりついているのかと
いうとそうではなくて、単に忘れてい
ることでやられていないことが山のよ
うにあります。これが、国土強靭化基
本計画をつくったことの重要な意味の
一つです。内閣官房で、色々な省庁の
方々と調整を行い国土強靱化の点から
重要な施策の一つひとつを、各省庁の
事業としてやってもらうように調整を
図っていくわけです。その結果、国土
強靭化についての事業量も予算量も、
強靭化の取り組みをやる前と後では、
全然変わってるのは間違いありません。
　ということで、単なる行政計画とい
うのは、ホッチキス計画という言い方
があるのです。単に各省庁が上げてき
た計画を、内閣官房でパチンとホッチ
キスでとめただけの、それで、計画つ
くりましたという言われ方もすること
もあるのですけれども、それ以上の計
画であるということは、申し添えてお
きたいと思います。これを、もっと実
効性を高める。もともと僕個人が『列
島強靭化論』で書いていたような内容
というのは、全国に整備新幹線をつ
くって、ミッシングリンクなんか全部
なくして、それで北海道もトンネルを
もう１本ぐらい掘って第二国土軸を通
して、日本海側に大深度の港湾をつ
くって、メタンハイドレートにも何兆
円も突っ込んで、それでもう国土強靭
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化というのは、もともと基本的に地方
分散化ですから、地方にいろんなエネ
ルギー基地もつくって、さあ、いつで
も地震来いくらいの体制を 10 年以内
で２百兆円金つぎ込んでやろうじゃな
いかというのが、内閣官房になる前、
当方が書籍の中で展開した、当方の列
島強靭化論です。僕は今、内閣官房が
こういうことをやろうとしていると
言っていたのではなくて、僕が、かつ
て本に書いていたことを今説明しただ
けです。そうなったらいいなあと、少
なくとも当時は思っていたわけです。
　国土強靭化基本計画ができました。
これはもうほんと１年半いろいろと、
何だかんだと調整をしながら、ほんと
にこの１年半、これをやってなかった
ら、もっと脆弱だったと思います。で
すからこれはもう徹底的にやらないと
いけないし、それで今ようやく入口が
でき上がって、国土強靭化が動き出す
と、やはり初動というのが一番、静摩
擦係数が高いですから、動き出したと
きの動摩擦係数っていうのは、一般的
には静摩擦係数よりも低いですから。
ようやく動き出したので、これから
もっと力を加えれば、もっと加速して
いくはずです。ここで諦めたらもう負
けてしまいますから、この力をずっと
入れ続けないと、そのうち止まってし
まうということです。そのうち選挙な
どで、まためちゃくちゃになる可能性
もなくはないのですが、少なくとも今
はそういう状況になっているというこ
とです。

3 国土強靭化と道路

　それでは国土強靭化の中身で、道路
に関してどんなものがあり得るのか、
この国土強靭化基本計画の中に書かれ
ているものを想起しながら、幾つか申
し上げておきたいと思います。
　残念ながら、道路の整備率について、

何々を何々するというようなことは、
明記はされていませんが、国土強靭化
の議論をしているというこの時期と、
いろんな地域での道路整備の速度が上
がってきているということは、同じ時
期に起こっています。原因と結果は証
明しようがないですけれども、例えば、
和歌山の紀勢道路って御存じですか。
紀伊半島一周の道路がありますけども、
この整備は粛々と、この 40 年間ずっ
と二階先生などが政治的な活動をされ
てこられたわけですけども、ずっとで
きなかったものが、ようやくできそう
な雰囲気になってきています。これは、
あるシンポジウムのパネルディスカッ
ションで徳山局長とご一緒のときに
言っておられましたけど、もう今や、
必要であるというコンセンサスは、お
およそできたのではないかなというよ
うな言い方をしておられました。そう
いう雰囲気が昔は全然なかったのに比
べると、随分できましたねというよう
なことをおっしゃっていました。これ
は、国土強靭化という議論が関係して
いるという可能性が非常に高いなと思
います。
　これは、なぜそれができるかという
と、徳山局長も紹介していたポスター
の言い方ですけれども、「和歌山には
くしの歯の根元もない」と、そんな言
い方をしていましたが、おわかりにな
りますか。くしの歯作戦は御存じのよ
うに背骨が一本通っていて、それで道
路をつくる。津波が来たとき、これが
ぐちゃぐちゃになるので、助けに行く
ときに背骨から道路を啓開して避難路
をつくっていくというのが、この 3.11
の当時、徳山整備局長が采配をとり、
かつ、地元の建設業者の方がチームを
40 何チーム組んで、ずっと道路を啓
開していったという取り組みをやられ
たわけであります。これが、くしの歯
作戦と言われているんですが、これは、
背骨が一本、高速道路が東北に通って

いたからなんですけれど、和歌山、三
重の場合は、もう背骨がないので助け
に行きようもないわけです。ですから、
まずは背骨として、紀伊半島一周の高
速道路をつくってもらいたいというポ
スターができています。そのポスター
を見たのは僕は最近でしたけれども、
非常にインパクトのあるわかりやすい
ポスターで、そういうポスターがある
ことなども含めて、和歌山に道路ぐら
い通さなかったら駄目だろうという議
論が起きています。
　さらに言うと、高知県も非常にス
ローにしか道路はつくられていないで
すけれども、高知県には、日本で一番
高い津波が来ると今想定されていると
ころですけれども、そこにも高速道路
をつくるという気持ちがそれなりに存
在しています。これはもう救援しに行
くということもありますし、助けに行
くことができると同時に、食料とか、
医療とか、全部運ぶということもでき
ますし、人々を都市部のほうに逃がし
て、避難させるという意味もあります
から、そういう道路がいろいろとでき
上がっているということです。

　強靭性を高めるということにおいて、
バイパスがないとこれはどうしようも
ない。避難路や、救援路という意味も、
当然道路において重要でありますけど
も、やはりバイパスが大事だろうと思
います。そういうようなロジックのも
と東名の議論も、第二東名の議論のほ
うも、少しずつ進みつつあるという話
であります。
　ネットワークの強靭性というような
方向は、国土強靭化の基本計画の考え
方に非常に合致するものでありますか
ら、例えば、国土強靭化の中では、基
幹の幹線の交通網が分断したときに、
大きな二次被害が起こるのを避けねば
ならないようなことが書かれています。
そこの目玉プロジェクトは当然、東海
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道新幹線の分断を避けるために、リニ
アをつくらなければいけないという言
葉が明確に国土強靭化基本計画の中に
は書かれています。その話の一環で、
大動脈の道路の分断というものも含め
て、バイパスがちゃんとあるかどうか
を考えていかなければいけないという
ことが書かれていて、この議論と今申
し上げたような第二名神の話とも関係
してくるということです。
　さらに言うと、国土強靭化基本計画
と、和歌山の一周高速道路との関係で
いきますと、被災地に救援に行けない
という事態を避けようという基本方針
があるのです。被災地でたくさんの医
療需要とか、自衛隊需要が出てきます
けども、これで助けに行けなかったら、
たくさんの方が亡くなられてしまいま
すから、こういう事態は避けなければ
いけないというロジックを我々はずっ
と議論をしています。そこから事後的
に演繹されるのが、今申し上げた和歌
山県や、三重県、高知県等の道路です
ね。国土強靭化の政策の論理のストラ
クチャーは、全部こうなっています。
地震が来たときにこんな最悪のことが
起こる。これをまず想像すると何をつ
くるかとか、何をするかとか、国土分
散化したらいいとか、一極集中とか、
インフラがどうだとか、全部忘れて、
まず、地震がこのまま来たら、どうい
うふうな地獄が起こるのかを考える。
これが第一ステップです。これは国土
強靭化基本法に書かれていて、この脆
弱性がわかっています。起こるという
ことを、みんなで認識を共有した上で、
じゃあこれを起こさないようにするた
めにはどうしたらいいか、全省庁横断
的に取り組もうということを考えまし
た。たとえば、和歌山で津波が来て、
人がたくさんけがをして、そこで食糧
や、医療に需要があったとします。こ
んな事態が想像されますが、ここで助
けに行くためにはどうしたらいいかと

考えたら、場合によってはヘリコプ
ターを１万機買うとか、そんなことが
あってもいいのかもしれませんが、ヘ
リコプター１万機買っても、平常時は
使えないでしょうから、それは、明ら
かに不条理です。では、どうするのが
合理的かというと、道路を通したら合
理的なんていう意見もあるということ
です。その他いろいろと比較すると、
やはり道路をつくったほうがいいとい
うことなのです。したがって、国土強
靭化というのは、今は抽象的なことを
言っていますが、それで政権を運営し
ている人間が真面目であれば、おのず
と必要性の高いものからやられて、か
つ、必要な予算がついていくはずなの
です。これが国土強靭化のロジックで
あります。これを批判できる理性的な
人間は、この世に存在しないと思いま
す。これを批判できる人間は、不条理
な人間に限られます。だから今、国土
強靭化を批判している人というのは、
非常に不条理なロジックになっている
のです。
　例えば、Ａ新聞さんも、最初はすご
く批判しておられたのですけれど、こ
ちらがまず、人が死んだらいけないと
いう施策があったとして、それでこの
事例だったら、道路がなかったら大変
なことになりますねと言うと、確かに
そうですね、となっていきます。一度、
Ａ新聞さんに、批判に対する反論とし
て、国土強靭化をやるということが、
いかに国民の経済成長も含めて日本国
家にとって必要なのかということを、
結構大きい枠で載せてもらいました。
その結果もあって、Ａ新聞さんも今や
国土強靭化についての理解は深まった
のではないかと思います。Ｔ新聞さん
などは批判しているかもしれないです
が、それでもまた来週、T新聞さんの
取材を受けますので、是非、国土強靱
化についても理解を深めて頂きたいと
思います。Ｎ新聞さんは、もともとイ

ンフラ政策そのものを批判することは
しばしばありますし、Ｍ新聞さんもそ
うです。反論文をＡ新聞さんに載せた
ときには、Ｍ新聞さんのことも含めて
Ａ新聞上に反論したのです。それを多
分読んでいると思います。だから、国
土強靱化についての理解も少しずつ広
まってきているのではないかと思いま
す。それでもちょっと、風が変わった
ら何が起こるかわからないので、ちゃ
んとそういうチェックはいつもしてお
かないといけないなということです。
　今何を申し上げているかというと、
国土強靭化の論理は非常にロバストだ
ということです。強靭な論理で国土強
靭化基本計画を我々はそういうふうに
やったつもりですけれども、基本的に
理性的に考えれば、レッテル張りをし
て否定することは難しくなります。
　ただし、こう言うようなロバストさ
を手に入れるための対応を重ねてきた
ことによって、逆に、いろいろと失っ
ているものもあるのかどうか、そうい
うことに配慮が必要でしょう。もとも
と均衡ある国土の発展と言っていたわ
けですから。国土強靭化基本法の第一
バージョン、自民党の野党バージョン
では、国土を強靭化するというのは、
均衡ある国土の発展を実現することだ
と書かれていたわけです。しかも、脇
先生などは、均衡ある国土の発展をや
るために、国土強靭化があるぐらいの
国会答弁を言っています。なかなか勇
ましい発言です。僕自身の国土強靭化
前の列島強靭化論も、どこにどんなイ
ンフラをつくるか等の「絵」を描いて
います。もともと強靭化というのはそ
ういう考え方があった。これは別にイ
ンフラをつくりたいからとかではなく
て、論理的に考えたら、いちいち長い
時間の綿密な議論をしなくても、どう
考えてもそうしないといけない、とい
うことになるからです。そもそも東京
や、大阪、名古屋ばかりに過剰投資し
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たから、そこに過剰な民間投資が進ん
でしまっただけじゃないでしょうか。
そこに地震が来るから大変だというこ
とですから、地方に分散しなかったら
駄目だということになります。また地
方に分散化しようとしても、政府が民
間に命令しても動いてくれません。
しっかり誘導していかないといけませ
ん。では、そうやって民間の方を地方
に誘導するためにはどうしたらいいの
か。民間の方が地方で仕事をしてもそ
れなりにデメリットが少ない、あるい
はそれなりのメリットがあるように、
地方に最低限のインフラストラク
チャーぐらいは整えてあげて、さらに
それの税制優遇策なんかを講じていけ
ば、おのずと分散化もしていけるだろ
うということです。これは誰が考えて
もわかりますね。こういうのを何と言
うかというと、国土計画と言います。
だから、必然的に国土を強靭化しよう
ということは、この国土という言葉が
ついている以上は、国土計画が必要に
なるというのは、論理的に必然だった
わけであります。これが、列島強靭化
論の基本的な考え方であって、それを
踏襲してできたのが、自民党時代の国
土強靭化基本法だったのです。
　基本的に、野党がつくる法律と与党
がつくる法律では、大きな違いがあり
ます。当然ながら、与党がつくるとい
うことは、政府との連携でつくるわけ
ですから、省庁との調整が野党時代よ
りもより綿密に必要になる。そんなこ
とがあるのかないのか、僕はちょっと
わからないですけど、非常に批判をさ
れないロジックになっているのですが、
今明確に国土強靭化基本法の中で、第一
バージョンから第二バージョンに向け
て、抜け落ちた部分が非常に多くある
ということを事実として御理解いただ
きたい。ただ、我々が、あるいは政権
が真面目であれば、必ずそういう方向
に動くはずです。しかしながら、国土

強靭化の担当官だけが真面目でも全員
が真面目でないと、仕方がないですか
らね。財務省も真面目であり、それか
ら経産省も真面目でなければだめです。
さらに国土政策局が真面目でなければ
だめです。あるいは、鉄道局だって真
面目でなければだめです。不真面目な
役人ばかりだったら、国土は強靭化で
きませんというのは明白です。少なく
とも今決まっているのは、国土強靭化
基本計画ができ上がっていて、これが
閣議決定されたころには、「自律・分
散・協調」型の国土の形成とか、リニ
ア新幹線をつくるとか、オリンピック
までにちゃんとオリンピックを踏まえ
た強靭化をするとか、一極集中を緩和
するとか、エネルギーの発電所を分散
化するとか、エネルギー拠点というの
を、分散型にしていくとか、そういう
理念がいっぱい書かれています。これ
はもう当然ながら、いつも我々がレジ
リエンス懇談会で議論した内容を踏ま
えて、でき上がっているわけなのです。
しかしながら、書かれていたらそれが
「いつ」できるのかというのは、また
少し違います。それは、これからさら
に各省庁の方と理性的な議論を重ねて
いくということです。ちゃんと議論を
しながらやっていきますよということ
ですね。
　さらに道路の役割という意味で、バ
イパスの役割、それから避難路とか、
救援路っていうのもありますし、道路
が堤防の役割にもなります。これは、
3.11 のときにそういうのがありました
が、国土強靭化の中でも、上手に既存
インフラを活用していきましょうとい
う言い方がありますから、ちょっとし
た工夫で道路が堤防になるというよう
なところでは、それを意図的にちょっ
とした追加投資をやることで、強靭性
を抜本的に高めていくということを推
奨しています。
　さらに大きな話は、今から言うこと

は直接書かれてはいないのですが、国
土強靭化基本計画に書かれていること
を真面目に解釈すれば、こう理解でき
るだろうということを一例として申し
上げます。先ほど申し上げましたよう
に、分散型国土をつくることが大事だ
ということを、国土強靭化基本計画で
は明確に書いています。そのときに、
分散型国土をつくるためにどうしたら
いいかということまでは残念ながら書
かれていませんが、次のようなデータ
があります。
　まず、高速道路ができたところと、
できてないところを２つに分類します。
日本の国土上、非常に高速道路に近い
ところと、かなり遠いところの２つに
分けています。中間のところはちょっ
と置いといて、高速道路のあるところ
とないところに分けた時、商業売上額
の伸び率というのをそれぞれの地域ご
とに平均をとります。商業売上だから
要するに商業成長率です。商業成長率
をとってみると、どれぐらいの差があ
るかというと、１対 10 の差がありま
す。これは、科学者としては、この１
対 10 の差が、全て高速道路をつくっ
たことによることを原因とした結果と
して、この１対 10 になったとは断定
できないです。商業がたくさん発展し
ているところほど、高速道路をつくる
という計画決定がやりやすいという効
果がありますから、10 倍にすぐなる
という話ではないですが、少なくとも
そういう差があるということは事実で
あります。恐らくは、この１対 10 の
格差において高速道路をつくったとい
うことが原因で、その格差が広がった
という側面があることは、これは理性
的に考えて間違いないでしょう。これ
は商業に関してですが、工業はどうか
といいますと、これは１対２です。こ
れはどういうふうに解釈できるのかと
いうと、次のように解釈すればいいと
思います。高速道路をつくると言って
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いて、つくってないところがあったと
したら、つくってないところは経済成
長率を、工業の成長率でいうと、大体
半減ぐらいになっているということで
すね。原因結果の方向が、一番極端な
例で言うとですけどね。高速道路をつ
くらないことで、工業の成長率が半分
になるということです。商業の成長率
なら 10 分の１になるということです
よね。これが最大値であって、これの
半分ぐらいで５分の１なのか、あるい
は 1.5 分の１なのか、いずれにしても
高速道路をつくらないということで、
地域の過疎化を促進しているのですね。
当然ながらこんなことを議論すると、
高速道路ができたら、ランプとランプ
の間のところがより加速が進んだとか、
まあそれはあるでしょう。だけど、そ
の地域全体の平均でいうとそうなると
いうことです。当然ながら高速道路さ
えつくればいいのではなくて、ちゃん
と毛細血管のような道路の整備等も必
要になるということもあるのですけれ
ど、大ざっぱに言うと、データとして
はそうだということです。高速道路を
つくると、成長率は極端に鈍化するわ
けであります。
　逆に言うと、高速道路をつくると
言ってから 30 年間放置されていたら、
それらのところは２倍や、３倍等に
なっている間はずっとだめになってい
きますから、もう格差たるやすさまじ
いものになるのですね。成長率の差が

あるということは、時間が長くなれば
なるほど、その絶対値としての差が極
端にでかくなっていくということです
から、指数関数的にでかくなってくと
いうことです。
　だから、道路をつくらないというこ
とで、地方に巨大な経済被害、過疎化
というものをもたらしていることは明
白です。それがあるから分散化したの
です。だから一極集中しちゃうわけで
す。だから今日本の国土が脆弱化して
いるのは、国土が均衡ある格好で高速
道路がつくられていないというのが重
要な一つの原因だというのは、科学的
にほぼ 100％と言うと言い過ぎかもし
れませんけれども、ほぼ 100％と言っ
てもいいでしょう。　
　さらに言うと、こんな研究もうちの
研究室でやっているのです。山陽高速
道路ができたことによって、山陰地域
がどれだけ経済被害を受けたのかとい
うのを分析したのです。これ、費用便
益分析だとこんな簡単にできるのです
ね。高速道路をこっちにつくったら、
トータルすれば経済効果はあります。
中国地方全体にトータルとしてはある
し、西日本としても当然効果はありま
す。けれども、こっちだけつくって、
こっちはつくらなかったら、得してい
る人と損している人っていうのがばら
ばらになって、つくられたところは得
しているかもしれないけど、つくられ
ていないところは損しているわけです。
当たり前ですよね。だって、こっちに
高速道路ができて、こっちに高速道路
がなかったら、高速道路のできた方に
だんだん移ってきます。工場もだんだ
ん移ってきます。一方はだんだん過疎
化になって、一方は全部集まってくる
わけです。これは蟻がたくさんいると
ころで一方に砂糖置いたら、置いた方
に蟻が集まるのと一緒です。高速道路
をつくった方に寄ってくるわけです。
こっちがどれだけ損したのかというの

を計算すると、年間当たり約５百億円
弱です。これは純現在価値にしたら割
引率がありますけど、大ざっぱに言っ
て 40 年で掛け算したら、２兆円です。
山陽道路をつくって 40 年間放置して
いると、山陰地域は２兆円大損してい
ますということですね。こんな計算を、
こういう言い方でほとんどしたことが
ありません。でもこれは、明確にそう
いうことなのです。だから、この２兆
円を返してくれという権利は山陰地方
にあるのではないかという道徳哲学者
がいても、不思議じゃないですよね。
僕が言ったかどうかは別として。返し
てくれと言っても不思議じゃないと言
う説は当然あり得ますよね。という話
なのです。
　だから、道路をつくらなかったら、
それによって成長率が鈍化するといっ
ても損をしているし、さらに費用便益
分析などをやると、つくらないという
ことで人がどんどん抜けていくことで、
ダメージを受けているということです。
だから、昭和時代の人間は全国高速道
路の整備計画１万４千キロをつくった
わけです。ただ、限りある資源を投入
しているので、都会からつくっていっ
たほうが、全体的に効率性が高いだろ
うからといって、都会を重点的につ
くっていたのは間違いないけれども、
一応全国につくりますという約束のも
とで、都会からつくっているだけの話
なのです。これを早く完了しなければ、
どんどん田舎には経済被害が、エコノ
ミックダメージが蓄積されていくので
す。そして、エコノミックダメージが
蓄積されるということは、東京一極集
中をさらに加速させ地方の疲弊をさら
に加速するということですから、国土
強靭化の点からいうと、国土脆弱化し
ていることはほぼ 100％間違いないで
す。
　道路をつくるのは、これは民間企業
の仕事ではないですが、ここでＢ／Ｃ
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という仕組みでもって、道路をつくる
優先順位を決めているというのは、こ
れは民間の論理です。要するに、マー
ケットそのものがだめなのではなくて、
市場の論理を重視し過ぎるから、この
国は脆弱化したのだというのが、国土
強靭化の基本的な考え方で、国土強靭
化有識者会議の十数名の方が集まって、
誰が考えてもわかるような当たり前の
結論が出てきました。今申し上げたの
は一極集中だったら駄目だという結論
に達する、ある種１つの答えです。イ
ンフラの偏在的投資が、この国を脆弱
化したのです。それは学術的に考えて
100％間違いないです。その国で強靭
化と言うのでしたら、この論理を無視
するということは、学者としては考え
にくいと思います。
　国土強靭化と道路の関係はこれで大
体わかりましたでしょうか。大体これ
で国土強靭化の基本計画に書かれてい
る要素から、道路とつながるようなこ
とをお話いたしました。当然ながら国
土強靭化は道路のことだけを書いてあ
るのではなくて、いろんなことが山ほ
ど書かれていますから、道路だけを重
視するというのは不条理でありますけ
ど、今日は、国土強靭化と道路の役割
というプレゼンテーションですから、
それをお話ししたということです。
　ほかにも、いろんな分野があると言
いました。エネルギー分野もあるし、
医療分野もあるし、自衛隊などの防衛
の問題もあるのですけど、この他の分
野の人で、道路に関係ない人ははっき
り言って１人もいないです。総務省が
やっておられるNTT運営の通信網は
通信インフラストラクチャーがありま
すけども、結局最後は油（燃料）が来
ないようになるわけです。ちなみに、
エネルギーというのも僕は相当重要だ
と思っています。電力とか、それから
ガスとか、石油の安定供給というのは、
これはもう日本の強靭性を考えたとき

に極めて重要だと思います。それと匹
敵するぐらいのものを道路というもの
は担っています。この両者どちらも、
ものすごく大事です。なぜかというと、
例えば通信を考える上でも、電気が来
なくなり、通信ができなくなります。
それではどうなるかというと、これは
どこの通信会社さんもやっていますけ
れど、自家発電機を置いているわけで
す。自家発電機を動かすために油が要
りますが、油をどれだけ置いているか
というと、多くて３日です。１週間も
置いている事業者なんてほとんどいま
せん。国土強靭化から言うと、本当は
１週間ぐらいは置いておいてもらいた
いのですけれど、普通は置いていても
３日くらいとか大体 10 時間とかその
くらいのものです。そうすると、彼ら
は何を想定しているかというと、10
時間以内ぐらいに電気が復旧する程度
のものだと思っているかもしれません
し、巨大地震の場合は、10 時間ぐら
いしたら、一応油を運んできてくれる
だろうと思っているわけです。それは、
「道路があることを前提にしている」
ということです。道路がなかったら油
は運べません。だから、通信の強靭性
を考えるときでも、道路というのは絶
対に必要なのです。
　さらに言うと、自動車産業のトヨタ
さんなんかで議論したサプライチェー
ンです。サプライチェーンというのは、
要するに道路網のことです。ヘリや
JR貨物で運んでいるのもあるでしょ
うけども、普通は道路です。サプライ
チェーンが分断するというのは、工場
が潰れるということはありませんけど、
工場が潰れてなかったとしても、道路
が分断していたらどうしようもありま
せん。今年の２月に大雪が降ったとき、
山梨で道路が分断されましたが、あの
時、中部地方のトヨタの工場や、スズ
キの工場などは、雪が降っていないの
に稼働が止まってしまいました。それ

はなぜかというと、彼らが道路を使っ
ていたからです。エネルギーも、通信
も、産業もそうなのです。だから、今
言っている国土強靭化というこの取り
組みを真面目に運用すれば、必ずや道
路の重要性というものが浮かび上がる
仕組みになっているのです。
　さて、国土強靭化基本計画ができま
したが、仮に国土強靭化基本計画がす
ばらしいものであったとしても、この
国土強靭化基本計画を推進するのに、
１億円しかつけませんと言われた場合
と、もうここで何十兆円つけますと言
われた場合とでは、全く同じ計画でも、
でき上がる国土強靭化のレベルは全然
違います。これは当たり前です。
　ここで、１つだけ注意深く言ってお
くと、国土強靭化基本計画の中での政
策の中には、予算がほとんど要らない
ものも山のようにあります。だから別
に予算がなくても、内閣官房ではもう
必死になって国土強靭化をやります。
BCP、いろんなミーティング、事前の
協定、法律を変える、民間投資のとこ
だけ何とか一生懸命やる等、いろいろ
あります。だけど、お金がなければで
きないものもあるのです。それは、ど
んなに頑張ってもできません。例えば
何かというと、それが道路です。道路
は、「道路があるって想像をしましょ
う」という協定をつくっても走れな
かったら仕方がありません。道路には
論理的には、今言ったように絶対起
こってはいけないことがあって、それ
を絶対起こさないようにするためにい
ろいろ考えて、そうすると、おのずと
こういう道路は、いついつまでにつく
らなければいけないということもわ
かってくるはずです。本当の予算とい
うのはその後に決められるべきなので
す。この計画に対してどれだけお金を
つけるかは、後で決まるということで
す。
　では、どういうふうに査定されてい
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るかということが、僕にはわからない
かというと、わからないわけではあり
ません。ホームページに骨太 2014 が
公表されているからです。あの経済財
政の基本方針 2014 というのが、もう
公表されています。それには、ありが
たいことに国土強靭化しないといけな
いと当然書いてあります。リニアもつ
くらなければいけない、高速道路もつ
くらなければいけないなどと書かれて
いるのです。整備新幹線も当然書かれ
ています。
　問題は、次のような記述があること
です。一番最後に、「2015 年度にはプ
ライマリーバランスを半減します」と
書いてあるのです。意味わかりますで
しょうか。プライマリーバランスとい
うのは、要するに、政府の支出と収入
の差です。今はデフレですから収入が
少なくなっています。その一方で、高
齢化も進んでいるから社会保障が増え
ています。しかもデフレなので、社会
保障の失業手当等も増えています。プ
ライマリーバランスが非常に悪い状況
で、これを来年度半減するのです。半
減というのは、赤字幅を半分にすると
いうことです。赤字幅を半減するため
にどうしたらいいか。１つは、アベノ
ミクスが大成功して、GDPが 570 兆
円ぐらいになれば、プライマリーバラ
ンスは半減どころかゼロです。だけど
やはりそれはきついでしょう。増税し
ているから、４月は家計支出が 13％
減っています。そのプライマリーバラ
ンスが半減できるほどに、アベノミク
スが成功するというのは、どの経済学
者に聞いても、無理だろうと言う人が
多いと思います。
　それではどうするかというと、支出
をカットする。税収を増やすというの
もありますが、増税というのは現状で
はすごく大変なことです。では、どう
するかというと、支出を削るだけです。
どこを削るかというのは、例えば社会

保障を削ったらいいのではないかとい
う議論があります。でも社会保障はス
グには削れません。義務的歳出という
ものがあり、法律でいくら払うか決
まっているのです。病院へ行ったら何
割負担するか決まっていますから、病
院行く人が増えたら、政府の支出が増
えるのです。これは、2015 年までに
削れば調整がつくかというと、まず無
理でしょう。長期的にはそれもあるか
もしれませんけれども、2015 年プラ
イマリーバランス半減というと、これ
は難しいですね。それでは義務的歳出
でないものを削るしかありません。そ
れは何かといったら、文教と、防衛と、
公共事業のこの３つです。この３つの
中で何が一番削られるか競争が始まる
わけです。このようなことが、成長戦
略の中にも明記されています。今朝の
新聞に、これからこの成長戦略をやる
ために３兆円必要と書かれていました。
その３兆円をどこから捻出するかとい
うと、いろんな分野から事業仕分け的
に削って３兆円を持ってきます。削る
ものの代表として書かれていたのが、
公共事業と教育関係です。僕が今言っ
たストーリーどおりです。いずれにし
ても、予算は僕の所管ではないので、
国益を考える総理大臣をはじめとした
内閣が、国益を最大化するということ
を目的関数として御判断されるので
しょう。
　ということで、私の話は大体これで
終わります。とりあえず私が今日申し
上げられるところの範囲は申し上げた
と思います。こういう状況を踏まえ、
何かにつなげていくとすれば、やはり
サッカーでも応援してくれる人がいた
から頑張れる、ホームが強いのはそう
いうところがあるじゃないでしょうか。
ですから、今言ったことの中に、これ
が駄目じゃないかというようなことや、
もし僕の話した、たくさんいろんな言
葉を吐いた中で、あっ、これはちょっ

とまずいなと思うところが一部でも
あったとしたら、ぜひ御支援いただけ
るとありがたいと思います。ぜひ御支
援いただくためにも、この本もぜひ御
購入いただけるとありがたい。ちなみ
にこの印税は全て復興財源に寄付して
ございますので、ぜひ復興のためにも、
国土強靭化のためにも、また読んで
しっかりと勉強していただき、次どう
いうふうなパスを出したり、シュート
したりとか、いろいろとまた作戦を皆
さんと考えられたらありがたいなと
思っております。以上でございます。
ありがとうございました。
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1 道路をめぐる
民間活力の活用

調査部
松澤　祐子

（１）はじめに

　道路関連事業は、公共性の高さゆえ
に、これまでは官によって整備が行わ
れ、その利用についても官による規制
が強く働く分野であった。しかしなが
ら、昨今では、道路整備予算等の大幅
な削減によって、もはや官だけでは十
分な整備・維持管理をしていくことが
困難な状況になっている。こうしたな
か、道路法の改正等によって、道路空
間の有効活用など、一定の制約のもと
に緩和が図られるといった動向も見受
けられるようになり、民間事業者によ
る道路利用の促進が図られてきた。ま
た、新成長戦略等においても、道路分
野での民間活力の活用が求められてい
るところである。
　今後、道路分野における民間活力の
活用の推進を図るには、民間事業者の
参入への希望が強い分野を把握するこ
とが必要であるが、民間事業者が参入
を希望したとしても、道路に関連する
事業は公共性が高いことから、必ずし
も採算性の確保ができる事業とは限ら
ないため、これに対する官による支援
方策の提供が必要となる。また、民間
事業者の参入に際しては、現行の規制
が障壁となることや、道路開発資金の
新規が平成 21 年度を持って停止され
たことからも資金面における課題が生
じるなど、既存の制度の活用だけでは
不十分であることも想定される。これ
らのことから、既存事業や新たに民間

事業者の参画が期待できる事業につい
て、具体事例を参考としつつ、課題を
抽出し、道路分野での民間活力の活用
を実現するために必要とされる支援方
策について調査研究を行ってきたとこ
ろである。本稿では、これらの検討を
行った新道路利活用研究会「道路関連
施設整備支援に関する調査研究」部会
での研究成果の概要について報告する。
これらの検討成果が、道路分野におけ
る民間活力の活用を図る上での参考資
料となれば幸甚であるとともに、国際
競争力の強化及び日本経済・地域の活
性化へ寄与するような道路に関連する
施設整備の促進が図られ、同時に、成
長戦略の最大の柱とされている地方の
活性化（ローカル・アベノミクス）等
の政策課題の解決への参考となれば幸
いである。
　（２）検討の背景と目的

　道路分野においても、民間事業者の
知恵と資金を活用し、多様化する国民
ニーズ等に対応した道路機能の向上や
その整備効果の発現が期待されている。
しかしながら、これまでは、官による
一定の規制が強く働く分野であったこ
とから、規制緩和という制度的側面で
の支援方策の検討を行った。また、公
共性の高い道路に関連する事業は、必
ずしも採算性が確保できるとは限らな
いことから、補助金や融資制度等の活
用という資金的側面等での支援方策に
ついての検討を行った。
（３）民間事業者の参画が期待される

道路関連事業とこれに対応した支

援方策

　まず、道路分野への民間活力の活用

には、民間事業者の参入への希望が強
い分野を把握するとともに、参画が期
待できる分野を抽出し、明確にするこ
とが必要である。このため、検討を進
めるにあたっては、以下に示す検討
テーマを設定した。なお、民間事業者
にとっては、自らが得意とする分野で、
道路関連施設整備に関連する事業への
参画が積極的に議論できる事柄をテー
マとし、また、国・地方公共団体にとっ
ては、民間事業者による参画を求めた
い事柄について、その検討材料となる
ようテーマを選定した。
（検討テーマ）

●地域の活性化
●道路空間の新たな利活用
●新たな道路整備
●歩行者空間の整備
● ITS の普及促進
●道路環境の改善
●環境負荷低減
●防災・減殺機能の強化
　これら設定した検討テーマに即し、
民間事業者で既に実施しているもの、
実施の可能性があるもの等を対象とし
た事例調査をするとともに、今後の民
間事業者の参画が想定される道路関連
事業ごとに事例を抽出・分類し、これ
に対応した支援方策として、規制緩和
という制度的側面、補助金や融資制度
等の活用という資金的側面等について
検討し取りまとめた。
（支援方策）

●規制緩和での対応
●補助金等の活用
●融資制度の活用（低利融資の実現）
●出資・社債による資金調達
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●税制の優遇や道路占用料の減免
●適切な情報公開・提供

　なお、以下に事例及び支援方策の一
例を示すこととするが、その他の事例
及びその支援方策については、当機構

ホームページに掲載しているのでご参
考いただければ幸いである。
（URL）
http://www.hido.or.jp/study/applica
tion/index.html

域活性化に寄与する施設との認識が高
まりつつある。また、民間の資金や知
恵を生かして魅力的な施設の誘致や地
域の民間事業者の参画が実現すれば、
雇用機会の創出や地域活性化へも寄与
することとなる。このようなことから、
民間事業者による新たな施策の展開と
して、既存の SA/PA周辺の土地を活
用し、敷地の拡充を図ることが考えら
れるため、今後の SA/PA事業の展開
や民間活力の活用機会に応じた支援方
策を提案した。なお、検討を進める中、
平成 25 年 12 月、高速道路の SA/PA
と連結する商業施設等について、民間
事業者等による整備・運営を促すため
の情報提供が、国土交通省及び独立行
政法人日本高速道路保有・債務返済機
構のホームページで開始された。
（支援方策）

○規制緩和での対応

　これまでは、高速道路会社と資本関
係にない民間事業者によって SA/PA
での事業の展開はされてこなかったこ
とから、民間事業者への事業機会を広
げることが支援となる。
○融資制度の活用（低利融資の実現）

　民間事業者が、SA/PA事業への参
画が実現できた場合、土地取得や施設
整備費用等の初期費用がかかることか
ら、公的な機関などからの低利融資の
実現を図ることが支援方策として考え
られる。
③ 民間事業者による新たな道路整備に

ついて（有料道路としての新たな道

路整備）

　昨今の厳しい財政状況を改善するひ
とつの方策として、民間事業者が有料
道路の整備や維持管理を行うといった
検討が進められている。しかしながら、
有料道路事業は長期にわたる事業であ
り、社会経済状況によって変化する交
通量に伴った料金収入の中から、建設
費の償還、維持管理費用などを賄うこ
ととなる。したがって、民間事業者が

① 民間事業者によるスマート IC整備

について

　スマート IC整備によって、物流の
効率化や利便性の向上による集客力の
向上といった特定の民間事業者に一定
の受益が及ぶ場合がある。これらを享
受する民間事業者においては、自らの
事業資金での整備を望むことが想定で
きることから、民間事業者によるスマー
ト IC整備の実現に向けた支援方策を
提案した。なお、第 12 回国土幹線道
路部会（平成 26 年 6 月 25 日）では、
主要施設と高速道路と極力直結させて
いくこととし、その整備にあたっては、
スマート ICを活用するとともに、施
設の公共性に応じて、民間事業者の負
担による整備も検討されることとなっ
た。
（支援方策）

○規制緩和での対応

　これまでは、民間事業者による発意

が認められていなかったことから、民
間事業者が積極的に関与することので
きる規制緩和等の推進が必要である。
○融資制度の活用（低利融資の実現）、

出資・社債による資金調達

　規制緩和等によって、民間事業者に
おけるスマート IC整備が実現する場
合、整備費用の一部負担が考えられる。
この場合、事業者が整備に必要となる
負担金に対しての低利融資という支援
方策が考えられる。また、中小の事業
者が参画する場合には、スマート IC
整備のための特定目的会社が設立され
る可能性がある。このような特定目的
会社の設立に関して、出資・社債によ
る資金提供による支援が考えられる。
② 民間事業者によるSA/PA事業につ

いて（敷地の拡充）

　高速道路上の休憩施設である SA/
PAについては、近年、地域特性を活
かした魅力的な出店がされるなど、地

図１　検討イメージ図
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道路事業へ参画する際には、運営権の
売却による官側の財政負担の軽減を図
るといった目的の遂行だけではなく、
公共性との整合性を保ちつつ、事業の
効率化が図られなければならない。ま
た、官から民間事業者へ運営権を譲渡
することによる合理性、長期運営が可
能な適切な制度設計の構築、適切な維
持管理等の運営上の留意点、道路管理
者・民間事業者・道路利用者における
メリット等、これらを十分に検討・検
証しておくことが必要である。これら
のことから、民間事業者による有料道
路整備（維持管理・更新を含む）及び
運営について、民間活力の活用のため
の支援方策を提案した。
　なお、愛知県道路公社では、道路建
設で生じた債務を圧縮し、県の財政負
担の軽減を図るため、管理する 12 路
線等の運営権を民間事業者に売却する
ことを検討しており、新成長戦略等に
おいても、地方道路公社の有料道路事
業における公共施設等運営権方式（コ
ンセッション方式）の導入に向けた法
制上の措置の検討を予定しているとこ
ろである。
（支援方策）

○規制緩和での対応

　現行の道路整備特別措置法において
は、道路を新設又は改築して料金を徴
収できるものを、都道府県の道路管理
者、地方道路公社や高速道路会社に限
定していることから、民間事業者によ
る有料道路の整備や運営は認められて
いない。このため、規制緩和等によっ
て民間事業者の参画機会を創出するこ
とが支援となる。
○補助金等の活用

　わが国の有料道路整備は、各路線の
建設時期が異なり、後期になるに従い
用地・建設コストが高くなり、個別路
線で採算性のとれる料金設定をすると、
先発路線は安く、後発路線は高くなる。
このことから、利用料金については、

全国の料金水準及び徴収期間に一貫
性・一体性を持たせることで利用者負
担の公平性を保ち、また、建設費の円
滑な償還のため、料金プール制が採用
されてきた。その他、一般道路事業と
有料道路事業による合併方式や、国及
び地方公共団体の負担による新直轄方
式など、多種多様な工夫を用いて有料
道路の整備が進められてきた。
　そこで、仮に、民間事業者による有
料道路整備（維持管理・更新を含む）
及び運営が実現する場合、わが国の有
料道路整備は着実に進められてきたこ
とから、容易に採算性が確保できる路
線は少ないものと思われる。これらの
ことを鑑みると、民間事業者に有料道
路整備（維持管理・更新を含む）及び
運営を委ねる場合には、健全な運営の
ためにもこれまでの整備と同程度の支
援として、補助金等の活用が考えられ
る。
○融資制度の活用（低利融資の実現）

　新たな有料道路が整備される際、例
えば、東京湾横断道路（アクアライン）
の建設費については、無利子融資とと
もに低利融資制度が活用された。旧日
本道路公団によって建設された北九州
高速 4号線については、平成 3年に福
岡北九州高速道路公社に引継がれる際
に無利子融資が活用された。これらの
ことから、今後、民間事業者による道
路整備（維持管理・更新を含む）にお
いても、融資による支援が考えられる。
○適切な情報公開・提供

　道路は、ネットワークの中で機能を
発揮するものであり、道路整備を長期
的視点から見てみると、バイパスなど
の新たな道路整備や、道路の改良・拡
幅が行われることによって、交通流動
に変化が生じることがある。民間事業
者が道路事業に参画した際にも、交通
流動の変化により、当該道路の交通量
が減少する可能性があり、これは、料
金収入に直接関わるとともに、事業の

採算性に影響を及ぼすこととなる。し
たがって、長期的な将来に渡る道路整
備計画のうち、供用（開通）時期、整
備区間、IC整備位置、道路の構造（車
線数、幅員）などの情報を、適切に公
開・提供していくことが民間事業者へ
の支援となる。

２ 道路課金制度をどう考えるか
～欧米における導入状況～

調査部
寺田　尚子

　近年、諸外国では、道路の利用に応
じ道路利用者に料金を課す仕組みであ
る道路課金制度を積極的に検討する傾
向にある。EU諸国では、EU指令の
もと制度の検討・導入が進められてい
る。また米国では、長期にわたる投資
不足により、道路及び公共交通システ
ムが危機的状況に陥っているという認
識のもと、陸上交通インフラ資金調達
委員会による報告書「Paying Our 
Way」がまとめられ（2009）、財源確
保や資金調達の方法について検討が続
けられている。
　調査部では平成 24 年度に「道路課
金制度に関する調査研究部会」を設け、
走行距離に応じて料金を課す走行距離
課金制度を主な対象に、諸外国におけ
る検討・導入状況、背景や目的、課題
等について調査を進めている。平成
25 年度は、ドイツ、フランス、英国、
オランダ、といったEU主要国の状況
について調査を行った。平成 26 年度
も引き続き、米国およびアジア諸国の
状況について検討を行うこととしてい
る。
（１）EU指令に基づく動き

　EUの統一・拡大により域内の自由
移動が可能となり、道路交通が活性化
された結果、自国の道路を他国の車両
が通行するようになった。道路のイン
フラ費用を燃料税等の税金により賄っ
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ている国では、道路整備の恩恵受益と
税負担の観点から、負担の公平化を目
的に利用者負担、損傷者負担となる道
路課金制度が検討・導入されている。
移動の自由の確保や域内交流の活発化
のための交通インフラ整備の財源とし
ても注目されるほか、地球温暖化対策
の観点から、環境に負荷をかける利用
者に社会的費用の負担を求める原因者
負担という考え方も背景にある。
　道路課金に関するEU指令は 1999
年に発令されたのち、数度の改正を経
て現行の 2011 年指令に至っている。
欧州横断ネットワーク道路全体におい
て、3.5 トン超の貨物車両に対し課金
を行うという基本方針が示されており、
走行距離に応じた課金方式への移行が
望ましいとされている。
（２）EU主要国における状況

①ドイツ
　ドイツは 2005 年に GPS 測位により
走行距離を算定する新方式のシステム
による走行距離課金制度を導入済みで
ある。地理的に東西交通の要であり、
負担の公平化という考え方のもと、ア
ウトバーンを走行する12トン以上の

重量貨物車を対象に導入された（のち
一部一般道へ拡大）。料金として導入
され、導入にあたっては国内対象車両
の自動車税を引き下げる措置が採られ
た。車載器配布費用や違反車へのマ
ニュアル対応等、システムは高コスト
構造であり、対象車両や道路を拡大し
ていくには相当な費用を要すると考え
られる。課金システムの規模は 2012
年時点で総収入€46 億、総支出€48 億
（含前年度繰越分）である。なお、
2016 年１月を目途に、普通車及び 3.5
トン以下の貨物車を対象としたビニ
エット（期間制）課金の導入計画が発
表されている。
②フランス
　フランスは高速道路網が発達してお
り、その大部分が有料道路である。さ
らに 2007 年には、これまで有料とさ
れていなかった高速道路や国道（一部
を除く）、地方道の一部において、3.5
トン超の重量貨物車を対象にGPS を
利用した走行距離課金制度を導入する
ことが発表された。環境対策や、隣接
国の課金制度導入により国境地域にお
いて増加した迂回交通への対策として

計画されたものであった。導入措置と
して課税負担分を輸送費に転嫁するこ
とを法的に認可したものの、その実効
性や実質負担増への反対運動が高まり
延期に次ぐ延期が続いた。一般国道に
対して課金を行うという点、「Eco-Tax
（環境課税）」として制度設計された点
や、「料金」ではなく「税金」として
扱われる点が特徴的である。システム
はほぼ完成しており、中止の場合には
莫大な違約金が発生することになるが、
対象道路を 15,000kmから 4,000kmに
縮小し、2015 年１月からの導入が発
表されている。「Eco-Tax」改め「Truck 
Toll」として導入予定である。
③英国
　英国では将来的な燃料税収の減少を
見込み、GPS を利用した全道路・全
車種を対象とする走行距離課金制度の
構想が発表されていたが、世論の反対
と金融危機の影響により中止された。
「既存道路に課金を行うことはない（重
量貨物車課金を除く）」という政府発
表や、「道路課金はひとつのオプショ
ンであるが、既存道路を対象とはしな
い」という首相コメント等の経緯もあ
り、既存道路への課金導入は想定され
ていない。一方、道路投資は抑制傾向
にあったが、経済競争力向上のために
は道路整備が必要だという認識が近年
高まりつつあり、道路充実化や財源確
保の方法について検討が続けられてい
る。なお、2014 年４月から 12 トン以
上の重量貨物車を対象にビニエット制
による道路課金が導入されている。英
仏海峡トンネルが開通し、島国である
英国においても負担の公平化への対応
が必要となったことが背景にある。
④オランダ

　オランダでは、国内の全道路、全車
両を対象にGPS を利用した走行距離
課金制度が計画されていた。海抜０m
地帯を抱える地理的要件からの地球温
暖化対策や、高速道路への交通集中の

表１　EU主要国の走行距離課金制度

ドイツ フランス 英国 オランダ

導入状況 導入済
（2005）

数度の延期後
規模縮小にて
導入予定
（2015.1）

計画中止
（2009）

法案棚上げ
実質中止
（2010）

対象車両
（他国車両を
含む）

重量貨物車
(12t 以上）

重量貨物車
（3.5t 超） 全車種全車両 全車種全車両

対象道路
全アウトバーン
（のち一部一般
道に拡大）

全ての高速・国
道 15,000km

（既存有料除く）
 ⇒ 4,000kmへ

全道路 全道路

主な
導入目的

・負担の公平化
・受益者負担
・損傷者負担

・環境対策
・迂回交通対策

・財源確保
・道路充実化

・環境対策
・渋滞対策

導入形態 料金 税金
環境税⇒通行税へ N/A N/A

導入措置

・自動車税引下
・運輸業界に補
助金、インセ
ンティブ

・ 課税負担分の輸
送費転嫁を法的
に認可

・燃料税との代
替構想

・自動車取得／
保有税、燃料
税との代替構
想
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緩和が目的であり、対象範囲の広さと
ともに、車両への課税の代替として導
入される点が注目された。車利用の多
寡にかかわらず負担する車両税に対し、
利用に応じた費用負担である走行距離
課金は概念としては受け入れられたも
のの、政権交代による法案棚上げによ
り、実現せずに今日に至っている。
　なお、欧州では、ドイツ以外にオー
ストリア、スロヴァキア、チェコ、ポー
ランド、ポルトガル、スイスにおいて、
走行距離に応じた課金制度が導入され
ている。

3

自動運転の実現に向けた最新
動向
～運転支援の高度化によるア
プローチ～

ITS・新道路創生本部
半田　悟

　近年、車両に搭載した各種センサー
により機能する運転支援が実用化され、
自動運転にむけた展開が現実味を帯び
てきたところである。
　本調査研究では、車両が自ら判断し
てドライバーの運転を支援するシステ
ムおよび自動で走行するシステムにつ
いて、その動向を調査し、インフラか
らの支援による課題解決に向けた検討
を実施した。
（１）はじめに

　衝突被害軽減ブレーキ、車間自動制
御システム（ACC）、車線保持支援
（LKA）など運転支援機能を搭載した
車両の市場展開も進み、社会に浸透し
つつある。
　平成 25 年 10 月に「オートパイロッ
トシステムに関する検討会」の中間と
りまとめとして、そのコンセプト、将
来像、ロードマップ、及び、官民が重
点的に推進すべき取り組みが示された。
平成 25 年に閣議決定された「世界最
先端 IT国家創造宣言」では、「車の

自律系システムと車と車、道路と車と
の情報交換等を組み合わせ、2020 年
代中には自動走行システムの試用を開
始する」とされている。また、平成
26 年 5 月には、内閣府より、戦略的
イノベーション創造プログラム（SIP）
のひとつとして、自動走行（自動運転）
も含む新たな交通システムを実現する
取り組みを推進させるものとして公表
された。
（２）車両単独での運転支援

　各種車載センサー機能・性能向上、小
型化、低価格化が進んでいるが、車載セ
ンサーでは検知が困難な部分もあり、
運転支援範囲の拡大、あるいは、将来の
自動運転の実現にむけて、車両以外か
らの情報提供が望まれる事項がある。
【情報提供が望まれる事例】

・車線変更の実現にむけた自車線認
識
・GPSからの受信が困難な場所にお
ける高精度な位置特定手段の実現
・進路先のより詳細な道路交通情報
を得ることでの運転支援が可能と
なる範囲が拡大

（３）インフラからの支援による運転

支援の高度化

　前述の課題に対して、インフラから
の支援により実現する方法について、
車両に搭載されているセンサー類の最
大限の活用と、インフラ側の整備コス
ト、維持管理のコストを考慮すること
を前提として検討した。
　自車の走行している車線を識別する
とともに、GPS による位置特定が困
難な場所での高精度な位置特定を実現
する手段の検討例として「路面やガン
トリー上などに記号を標示し、ITS ス
ポットなどで記号に関連付けてキロポ
スト情報やトンネル出口までの距離な
どを提供する」方法を以下に示す。
　この方法では、標示サイズ（例：
2m）以下の精度が得られ、標示および
車載側の処理の工夫によって精度向上

を図ることが可能と考えられる。また、
車線毎に異なる標示をし、ITSスポッ
トなどから車線種別に関する情報を提
供することで車線識別にも対応できる。
　なお、すべての道路に共通した仕組
みでの導入が望まれ、日本国内はもとよ
り国際的に標準化すべき事項と考える。
（４）高度運転システム・自動運転シ

ステムの実現に向けた課題

・道路構造への影響
　LKAにより、多くの車両が車線中
央付近を安定して走行することになれ
ば、轍ができやすくなる可能性がある。
これを軽減するため、例えば車線内を
保持しつつ、乱数等で車線中央からの
振れ幅を各車両がランダムに決定する
ことなどが考えられる。これにより、
区画線や路面標示の摩耗が軽減され、
維持管理の簡素化につながる可能性が
ある。なお、ドライバーが違和感を持
つ可能性もあり、技術面とともに人間
工学的な検討も望まれる。
・国際条約との関係
　運転支援や自動運転は、より安全な
運転の実現、および、ドライバーの疲労
軽減に期待されているが、現行の道路
交通に関する国際条約であるジュネー
ブ条約では「運転者は、常に、車両を
適正に操縦し、又は動物を誘導するこ
とができなければならない。」と定め
ている。
　車両がドライバーの制御を離れて、シ
ステムに制御を委譲する場合には、これ
らの条約の解釈の検討や、国際的な協
調を視野に改定を進める必要があると
考えられており、国連の機関である自動
車基準調和世界フォーラム（UNECE/
WP29）において、ドライバーの責任に
関する見直しも始まっている。
・ 車載センサーによる検知結果のイン
フラ側での活用
　例えば、LKAではカメラ等を利用
して白線を検知する。車両側からイン
フラへ白線の検知状況を提供すること
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で、道路管理者が白線の不鮮明箇所を
把握でき、道路の維持管理に活用する
ことが可能となる。またインフラで集
約した結果を車両側へ提供することで、
車両側の判断に活用できることにもつ
ながる。このように、車両のセンサー
による情報の活用によって、より高度
な路と車が協調した運転支援システム
の実現が可能となる。
（５）まとめ 

　高度運転支援システム・自動運転シ
ステムにおいては、インフラから車両
への情報提供によって、システムによ
るドライバー支援が可能な範囲は拡大
する。一方、老朽化したインフラの維
持管理が大きな課題となっている。低
コスト型のシステムを構築し、安全性、
効率、利便性の向上、更には経路誘導
などによる道路構造の保全に向けた 
新たな交通社会が実現することを望む。

図 2 　トンネル内で高精度な自車位置
を認識する

4 ETCの国際標準化動向
～道路課金の国際標準化～

ITS・新道路創生本部
中村　徹

　ITS の国際標準の検討を行う ISO/
TC204 は、発足してから 20 年以上が
経過し、現在の作業中項目は 196 項目、
発行された国際標準は 93 項目であり、
国際標準化活動が活発に行われている。
　道路課金の国際標準は、作業中項目

が 20 項目（発行された国際標準は 3
項目）で、GPS ＋セルラー通信（自
律型EFC）を補完する技術とDSRC
を利用した新たな仕組みに関する検討
が行われている。
　本調査研究では、ITS の国際標準化
動向の中の「道路課金の国際標準化動
向」について報告する。
（１）道路課金の国際標準化会議

　道路課金の国際標準は、ISO/
TC204/WG5 で検討が行われ、主に欧
州にて年間 4回の会議が開催されてい
る。会議に参加している国のほとんど
が欧州の国々であり、欧州以外の国は
日本と韓国（2014 年 6 月から再び参
加）だけである。この様な参加状況か
ら、国際標準の検討項目は欧州規格
（CEN規格）に関係する項目が多く
なっている。日本としては、「道路課
金の国際標準＝欧州の規格」とならな
いように意見提示を行い、日本やアジ
ア諸国で使われている技術を国際標準
に位置づけるための作業を行っている。
（２）道路課金の国際標準化動向

　国際会議で各国が注目している 3項
目について報告する。

①走行経路把握
　高速道路だけで無く一般道路を課金
の対象としたとき、車両が通った経路
を把握するためには、GPS データだ
けでは誤差や不正行為（GPS を受信
しないようにする行為）があると、正
確な経路把握が出来ない。そこで、
DSRCを利用した走行経路を把握する
規格（現時点では欧州規格）が検討さ
ている。
　この規格は、事業者間の金銭の
チェックで使用するため、走行経路の把
握はすべての車両では無く、任意の車
両を選び、事業者間で不正が行われて
いないかどうか確認するためのもので
ある。
②DSRCセキュリティ強化
　無線を利用した道路課金（自動料金
収受）は、1988 年にノルウェーで世
界に先駆けて導入されて約 26 年が経
過した。そのノルウェーから、料金決
済の情報が盗まれないようなセキュリ
ティ強化の規格が提案された。また、
機器メーカは、GPS ＋セルラー通信
（自律型EFC）の補完設備として
DSRCを利用する際、車載器と路側機

図 3　ISO/TC204/WG5の作業項目
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のデータを守るセキュリティが必要で
あるという考えから、当項目に賛同し
ている。
③デジタルタコグラフ関連（図４）
　欧州では、2018 年にGNSSやDSRC
（5.8GHz）などの通信機器や車載機器
とつなげられる次世代デジタルタコグ
ラフの搭載が義務づけになる予定であ
る。次世代デジタルタコグラフのデー
タの改ざん、不正通行や過積載などの
チェックを行うため、デジタルタコグ
ラフのデータをチェックする機能が必
要になり、デジタルタコグラフ（欧州
の次世代デジタルタコグラフ）のデー
タチェック（DSRCリンク）に関する
規格の検討が開始された。
　将来的には車載搭載型の重量計と併
せて、過積載や重量ごとの課金システ
ムが考えられていると思われる。
（３）今後の道路課金の国際標準化

①欧州の動き
　国別のシステム（国ごとの車載器）
から１台の車載器で欧州のどの国でも
課金サービスが受けられるEETS 
（GPS を利用した欧州統一課金サービ
ス）へ変わろうとしている。しかし、
一般道へ走行距離課金を導入しようと

したとき、道路利用者の走
行経路を把握しなければな
らい課題が出てきた。この
課題を解決するために、
DSRC（路側機）やカメラ
などを用いた走行経路把握
が必要となり、そのための
標準が検討され始めた。ま
た、DSRCを利用した車載
器と路側機の仕組みが重要
視され、DSRCに関する標
準が検討されている。
②　日本としての活動
　欧州がDSRCに注目し
始めたことから、日本で実
現している ITS スポット
サービスをアピールし、国

際標準案として提案できる良い機会と
思われる。
　また、アジア諸国では、インフラ設
備を外国に発注する際、国際標準に準
拠した規格が仕様書に盛り込まれてい
ることから、日本のETC技術が国際
標準になっていなければ国際市場の土
俵にも上がれないため、日本のETC技
術を国際標準化することが重要である。

5

首都圏における国土強靭化・
国際競争力の向上
～東京が強い都市であるため
に～

ITS・新道路創生本部
加藤　宣幸 　浜田　誠也 　篠原　雅和

岩上　智裕 　菊山　幸輝

　「道路都市再生部会」では、平成 15
年度より将来のあるべき姿・目指して
いく社会を実現するために必要なイン
フラ整備について、関係機関への提案
を行ってきた。本調査研究では、国土
強靭化に向けて防災の観点から「持続
可能な社会インフラの整備」をキー
ワードに首都圏の生命を守ることを目
指すとともに、国際競争力強化の観点

から「外国人の訪日促進」「移動快適
性」等をキーワードに活力のある首都
圏を目指し、建設コンサルタントやゼ
ネコンなどが持つ都市・交通インフラ
に関する高度な知見を活かし、中長期
的視点から次年度提言を行う予定で研
究を進めている。
（１）首都圏における防災力強化

　対象を首都直下型地震（東京湾北部
地震（冬 18 時・風速 8m/s の状況下
において発生））とし、阪神大震災、
東日本大震災を教訓に、「地震発災直
後に助かった命は、インフラ機能で守
り通す」ことを目的とした。今年度は
現状の課題について、将来的な対応策
を鑑みながら、生命の危険に直接つな
がる要因に着目し、①火災、②建物被
害（倒壊）、①②には該当しないが避
難・対応に影響を与える点に着目し、
③情報途絶、④要支援者、⑤インフラ
（ライフライン）途絶の 5つの観点か
ら整理を行った。
　①　火災

木造住宅密集市街地では、火災に
強い街づくりができていない点と、
火災発生時の状況把握が困難で避
難先が明確でない点が主な課題で
ある。また都市施設（高層ビル、
地下街）では、延焼防止装備の不
備や、停電時の明かり、出口が限
定されていることによるパニック
の発生が課題である。

　②　建物被害
歩道や車道への落下物により歩行
者、通行車両に被害が生じること
が想定され、それらが想定される
区間（エリア）の把握や、避難行
動への対応や、道路周辺設置物の
耐震性に課題がある。

　③　情報途絶
主要ターミナル駅や集客施設等に
おいて発生が想定される情報途絶
による混乱に対して、情報伝達方
法の不足と情報の偏り等や、適正

図４　データチェックのイメージ
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な情報（情報の受け手が正しい判
断をできる情報）を発信できるか
が課題である。

　④　要支援者
「災害時要援護者」「帰宅困難者」
を対象とし、救援時に迅速な対応
を可能とするためのデータ整備や
帰宅困難者支援施設の不足が課題
である。

⑤　インフラ（ライフライン途絶）
発災直後の道路等によるアクセス
の確保が困難な場合の、空からの
アクセス、情報収集等のバック
アップや消火用水、生活用水の確
保が課題である。

（２）首都圏における国際競争力強化

　東京の国際競争力強化を支える都
市・道路交通インフラは、オリンピッ
ク開催までの短期的視点に限らず、中
長期的視点での計画的な整備が必要で
あり、既成の「都市の国際競争力」の
概念や価値観に囚われず、東京（日本）
の強みや特徴を生かした総合的な都
市・道路交通インフラのあり方（機
能・望ましい水準）を明らかにするこ
とを目的とした。
　今年度は、現状の東京の国際競争力
について、森記念財団が発表している
「世界の都市総合ランキング 2013」な
どの文献を参考に強みと弱みの分析を
行った。東京の強みは、企業や知的ス
トックの集積、市場規模の大きさなど
の経済、研究開発分野や居住環境（生
活利便性、環境）、都市内における公
共交通の利便性の高さである。一方東
京の弱みは、法人税率や居住コストの
高さ、法規制の厳しさなどの他、多言
語化の遅れ、都心から国際空港までの
アクセス時間などであると認識した。
　また、国際競争力強化後の将来都市
像を示し、それに伴い増加が想定され
る外国人の都市的活動を構成する基本
要素として、｢働く｣、｢住む｣、｢交流｣
の３つの視点から、外国人の受入環境

に関する課題を抽出した。
　①　「働く」視点からの課題

世界一「ビジネスがしやすい」「働
きやすい」都市を目指し、空港ア
クセスの高速化や、乗継の改善、
都市内移動の負担軽減や、地下鉄
の乗り換え負担の軽減等が課題で
ある。

　②　「住む」視点からの課題
世界一「住みたい」「住みやすい」
都市を目指し、都心に家族で住め
る良質な住宅の供給や住宅に対す
る外国人の不安解消、外国人の生
活様式や文化に配慮した住宅環境
の提供等が課題である。

　③　「交流する」視点からの課題
世界一「訪れたい」「また訪れたい」
都市を目指し、外国人を呼び込む
国際観光拠点の整備や世界に誇る
新たなにぎわい空間の創出、交通
機関や結節点での外国人対応の強
化、観光スポットへのアクセス性
や回遊性の向上等が課題である。

（３）今後の取り組み

　今年度の研究では、首都圏における
防災力および国際競争力の強化に向け
た現状の課題について整理し、既存の
取り組みの解決に向けては制約条件が
多いことを確認した。
　今後は、防災力の強化に向けては、
発災後のバックアップ等について周辺
自治体や民間との連携や、港湾・空
港・道路・エネルギー等、インフラで
命を守るために必要な機能や役割分担
についてケーススタディを行い、人材、
財源、技術等について検証を進める予
定である。国際競争力強化については、
ヒト・モノ・カネ・情報を世界から呼
び込むために、東京の強みは（文化
or 技術 or おもてなし等）何か、もう
一度東京の歴史を紐解き、働く・住
む・交流の視点から、外国人受け入れ
のあるべき姿について検討を行う。

6

東京臨海部における都市型
公共交通システム（BRT），
道路と都市の一体的な再生
方策
～2020年東京五輪を見据
えて～

ITS・新道路創生本部
浜田　誠也　　岩上　智裕

　当機構では、自主研究として、ゼネコ
ン・建設コンサルタント等のメンバー
から構成される道路都市再生部会にお
いて、社会インフラのあり方について、
検討を継続して実施している。
　本稿では、自主研究の中から、東京
臨海部における都市型公共交通システ
ム及び道路空間を活用した道路と都市
の一体的な再生方策について、紹介す
る。
（１）東京臨海地区における都市型公

共交通システム（BRT）

　2020 年東京オリンピック開催の決
定を受け、東京臨海地区（銀座～お台
場）では、オリンピック関連施設だけ
でなく、オフィス・住居などの開発計
画や国際競争力強化に向けた国際会議
場・統合型リゾートなどの施設整備構
想があるが、これらの交通需要を支え
る交通基盤は脆弱な状況である。そこ
で、国際イベント等に対応可能な柔軟
な交通システムについて検討を実施し
た。
①今後の臨海地区の課題
　東京都区部における人口ピークは
2020 年頃、その数は現状より微増程
度と想定されているが、選手村跡地開
発等の動向も踏まえ、既存交通手段を
補完し、大規模イベントや人口変動に
柔軟に対応できる交通手段が必要とさ
れる。
　また当該地区は、日本を代表する集
客拠点である銀座・お台場に挟まれて
おり、これら拠点間のアクセス性向上
に加え、国際競争力強化に向け、築地
市場・豊洲新市場等を新たな拠点とし
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当該地区のポテンシャル向上を図って
いく必要がある。
　併せて、当該地区の脆弱な交通基盤
を強化するために、平成 28 年には供
用予定である環状二号線の整備に併せ
た輸送手段の構築が必要とされる。
② 臨海地区に必要とされる公共交通シ
ステムとは

　新しい交通システムへの要求機能は、
「数 kmのトリップ距離」「数千人 /h 
程度の輸送量」「イベント開催時等に
輸送力の強化が望める柔軟性の高さ」
「コストパフォーマンスの高さ」等で
あり、これらよりBRTの導入が相応
しいと考えた。
③ 都市型公共交通システムBRTの提
案

　これまでの検討を元に、臨海地区に
おけるBRTのコンセプト、目的・必
要性等を整理するとともに、導入イメー
ジの作成を実施した（図５）。
　また併せて、既存路線バスとの役割
分担、定時性・速達性確保に向けた工
夫、走行ルート案について、検討を実
施した。
（２）道路と都市の一体的再生

①社会インフラの老朽化
　首都高速道路やオフィスビルを始め

とする社会基盤は、近年老朽化が目立
ち更新時期を迎えているが、財政状況
等の制約の中で、効率的・効果的に改
修・更新・維持管理を実施していく必
要がある。
②既存制度を活用した取組み例と課題
　道路と都市の一体再生に活用できる
制度としては以下の２つがあるが、立
体道路制度は既存道路への適用ができ
ない、道路占用制度は必ずしも再占用
できる保証がないという課題があり、
あまり活用されていない状況にある。

表２ 　道路上空に建物を整備可能な既存
制度

立体
道路
制度

自動車専用道・特定高架道
路等の新設又は改築を伴
う、道路と建物を一体的に
整備する場合を対象とする
制度

道路
占用

特定都市再生緊急整備地域
にて、既存道路の上空に建
物を整備する場合を対象と
する制度

③ 道路法の改正を前提にした都市と道
路の一体的な再生イメージ

　既存道路への立体道路制度の適用を
可能とする道路法改正を前提に、首都
高速道路都心環状線の築地川区間を対

象とし、都市と道路の一体的な再生イ
メージを作成した（図６）。
（３）おわりに

　本検討結果を踏まえ、今後はケース
スタディーを実施し、プロジェクト実
現に向け、より具体化を図っていきた
い。

7

次世代発話型車載器サービ
スの展開
～ ITSスポット通信を利用
した新サービスの活用～

ITS・新道路創生本部
浜田　誠也　　森田　浩司
須藤　伸一　　柴田　康弘

　ITS スポットサービスの普及促進を
図るにあたり、昨年６月に当機構発行
「発話型 ITS 車載器向け仕様書集」の
改訂を実施した。現在、社会実験を
ベースとした新サービスの実現に向け、
発話型車載器に対する期待が高まって
きているところである。
　当機構では、プローブ情報のアップ
リンク機能を利用した様々なサービス
への対応を果たす発話型車載器に必要
な機能・要件について議論する「次世
代発話型車載器サービス検討会」を今

図 6　都市と高速道路の一体的な再生イメージ図 5　臨海地区におけるBRT導入イメージ
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年度当初に設置し検討を開始した。
（１）ITSをとりまく現状

　カーナビゲーション（以下カーナビ）
の普及は、1990 年代以降デジタル道
路地図搭載の車載器が各社より発売さ
れ、現在、累計出荷台数は約 5,600 万
台（2013 年 6 月）を超えている。また、
ETCサービスは、都市内高速のみな
らず都市間高速にも利用が広がり
ETC利用率は約 90％に及んでいる。
　かかる中、DSRC（狭域通信）を活
用した世界初の実展開路車間通信シス
テムである ITS スポットサービスが、
全国の高速道路上を中心に整備された
ところである。一方で ITS 車載器の
普及も本格的ステージへ展開しつつあ
る。
（２）次世代発話型車載器サービス検

討会の概要

　ITS 車載器の普及が本格化する中で、
ITS 車載器のベースと位置付けられる
「発話型車載器」は、ITS 応用サービ
スの普及に資する機能・要件等につい
て広く意見集約する場が求められてい
る。
　今般、ナビメーカ、路側機メーカと
ともに自動車メーカや関係諸団体合わ
せ 20 団体の参画の中、「次世代発話型
車載器サービス検討会」を設置したと
ころである。

（３）次世代発話型車載器にて想定さ

れるサービスイメージ

　本検討会においては、発話型車載器
での機能としてプローブ情報の活用が
想定されるサービスとして、大きく官
主体のサービスと民間主体のサービス
に着目し、検討を進めている。主な
サービスの具体例（官主体サービス）
を以下①～③に列記する。
①高速道路上の経路別料金
【サービスの概要】高速道路の混雑状
況に応じて、通行料金を設定するこ
とで、空いている経路に車両の誘導
を促し、渋滞削減を図る。ITS ス
ポットより得られるプローブ情報や
ITS スポット通過情報から、通行経
路を特定し、経路に応じた課金を行
う。

②大型・特殊車両の走行履歴　
【サービスの概要】誘導すべき道路の
設定と合わせて、大型車の走行経路
を確認し、老朽化対策や効率的な道
路管理を図る。プローブ情報から走
行経路を特定することで、特殊車両
通行許可制度の新たな運用を行う。

③交通事故危険箇所の分析
【サービスの概要】プローブ情報を利
用し、ヒヤリハット（急減速挙動）
の発生位置や発生頻度を把握するこ
とで交通安全対策の検討と対策後の

効果確認に活用する。
（４）検討状況について

　現在、官主体サービスに基づいた、
次世代発話型車載器の利用シーンを共
有し、車載器に求められる要件の「整
理」を行っている。今後、各位からの
意見招請や検討会での議論を踏まえ、
「あるべき発話型車載器の機能」明確
化を図っていく。検討の方向性は、①
ユーザ（車載器利用者）にとってメリッ
トのある仕様 /機能であること。②安
価かつコンパクトな車載器であること。
③官民における様々な新サービスに対
応可能な車載器であること。
　「官主体サービス」については、本
年内を目途にとりまとめる。その成果
として JEITA等諸団体の協力を得な
がら既存仕様書集や関係団体発行規定
集の改訂を行うこととする。
　また、「民間が主体となるサービス
についても検討を重ね、その先の「次
世代 ITS サービス展開」への布石と
なるよう合わせ検討を進めていく所存
である。

図７　高速道路上の経路別料金
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【当機構をめぐる30年のあゆみ】
西暦 1983 1984 1985 1986
元号 昭和58 59 60 61

道路関係
ニュース

・5/27　第9次道路整備五箇年計画
・5/27　第8次積雪寒冷特別地域道路
交通確保
・5/27　五箇年計画閣議決定
・9/26　道しるべ懇談会「安らぎと思
いやりのあるみちづくり」を宣言
・11/17　レディース・ロード・フォー
ラム開催

・2/8　ロードスペース懇談会発足
・2/下　国道6号東京都馬喰町等全国
5か所でキャブシステム試験施工着手
・8/6　直轄国道の歩道に透水性舗装
を一般導入

・道路開発資金貸付制度発足
・4/23　地方道路整備臨時交付金制
度の創設
・7/5　道交法の一部改訂（原付自転
車の交差点右折に二段階方式を採用）
・10/21　キャブシステム研究委員会
報告書提出

・4/1　電線地中化計画開始
・5/7　東京湾横断道路の建設に関す
る特別措置法公布
・5/30　民間事業者の能力活用による
特定施設整備の整備促進に関する臨
時措置法公布
・8/1　「道の日」制定
・10/25　道路標識設置基準改訂「路
線番号やシンボルマーク、ローマ字併
記を原則化」
・11/28　第4次特定交通安全施設等
整備事業五箇年計画閣議決定

・3/24　中国自動車道全線開通
・12/4　本州四国連絡道路因島大橋
開通
・12/1　東名高速道路東京・横浜間の
2か所でハイウェイラジオによる情報
提供開始

・6/5　阪神高速道路で道路情報ラジ
オ放送開始

・1/17　環状7号線全線開通記念式典
・3/20　広島自動車道開通
・6/8　本州四国連絡道路大鳴門橋開
通
・10/2　関越自動車道全線開通
・12/7　首都高速道路公団・平河町新
交通管制システム稼働

・7/30　東北自動車道全線開通

ITS世界会議

社会ニュース

・7/1　総務庁発足
・8/　運転免許保有者5,000万人を突
破
・9/28　三鷹・武蔵野でINS（高度情報
通信システム）モデル実験開始（電電
公社）
・10/1　関西空港㈱設立

・3/17－9/16　国際科学技術博覧会－
つくば85開催
・4/1　電電・専売公社民営化
・6/1　男女雇用機会均等法公布
・10/11　国鉄の分割・民営化決定

・5/4－6　東京サミット開幕
・11/30　国家公務員4週6休体制試行
実施

道路新産業
開発機構の
あゆみ　

・7/2　機構設立
　（虎ノ門1－25.34森ビル）

・11/16　日本高速通信㈱設立 ・7/19　㈶道路開発振興センタ
ー設立
・10/12　大阪メディアポート㈱
設立

・3/10　㈶道路管理センター設立

・都市と道路の高度情報システ
ムに関する調査
・都市総合診断マニュアル策
定
・都市内道路と沿道市街地一体
的整備に関する調査
・キャブシステム整備推進に関
する調査
・情報ハイウェイに関する調査
・路車間情報システム調査研究

・路車間情報システム（ビーコ
ン）の仕様に関する調査
・新通信網に関する基本調査
・都市高速道を利用した情報ネ
ットワークに関する調査
・駐車場整備事業に関する調査
研究
・広域幹線道における民活型道
路施設の整備手法に関する調査
研究
・次世代移動通信システムに関
する調査研究
・SA周辺における沿道開発に
関する調査研究

・道路交通情報提供及び活用に
関する調査
・情報ハイウェイニーズ調査研
究
・情報通信ネットワーク事業の
展開方向調査研究

災害・事故等

・5/26　日本海中部地震（死者102名）
・10/3　三宅島雄山大噴火

・9/14　長野県西部地震（死者29名）
・11/16　世田谷地下通信ケーブル火
災事故（三菱銀行オンライン麻痺）

・7/26　長野県地附山で豪雨による地
滑り発生（死者26名）
・8/12　日航ジャンボ機群馬県御巣鷹
山に墜落（死者520名）

・1/26　北陸地方に豪雪、新潟県能生
町で大規模雪崩発生（死者13名）
・3/23　関東地方に記録的大雪
・11/21　三原山大噴火で島民1万人離
島

自動車保有台数（台） 42,687,435 44,558,835 46,362,874 48,240,555 

交通事故死者数（人） 9,520 9,262 9,261 9,317 

高速自動車国道
延長（km）

3,232 3,435 3,555 3,721 

一般国道延長
（km）

46,302 46,417 46,435 46,544 

道路関係予算
（億円）

64,329 66,145 71,874 77,036 
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1987 1988 1989 1990
62 63 平成元年 2

・駐車場案内システム整備事業開始（高崎・
甲府・神戸）
・ハイウェイ・オアシス事業創設
・6/26　道路審議会「確かな明日への道づ
くり」公表
・9/1　国土開発幹線自動車道建設法の一部
を改正する法律公布（予定路線11,520km）
・9/4　NTT株式資金の売却収入の活用によ
る社会資本整備の促進に関する特別措置法
公布

・3/31　防災ヘリ「あおぞら号」就航
・5/27　第10次道路整備五箇年計画閣議
決定
・5/27　第9次積雪寒冷特別地域道路交通
確保
・5/27　奥地等産業開発道路整備計画閣
議決定

・4/1　みどりの一里塚モデル事業創設
・6/28　道路法等の一部を改正する法律公
布（立体道路制度の創設等）
・11/17　交通事故防止非常事態宣言を受
けて「緊急対策本部」を設置

・6/27　スパイクタイヤ粉塵の発生の防止
に関する法律公布
・8/10　マイロード事業71か所に認定証交
付

・9/4　日本高速通信㈱等3社が市外電話サ
ービス開始
・9/9　青森～熊本間2,000kmが高速で連結
（首都高中央環状線及び川口線開通で）

・3/14　阪神高速道路で所要時間情報提
供開始
・4/10　本州四国連絡道路児島坂出ルート
全線開通（瀬戸大橋開通で）
・7/20　北陸自動車道全線開通で関越・北
陸・名神・東名・中央道がネットワーク化

・9/27　横浜ベイブリッジ開通 ・3/24　阪神高速道路新交通管制システ
ム運用開始

・4/1　国鉄民営化
・7/11　世界人口50億人を突破

・3/13　青函トンネル開業
・7/15　中国自動車道トンネル玉突き衝突
事故

・1/7　昭和天皇崩御、新元号「平成」に
・4/1　消費税導入（3%）
・11/9　ベルリンの壁崩壊

・4/1－9/30　国際花と緑の博覧会開催（大
阪）
・10/3　東西ドイツ統一
・11/7　国会等の移転に関する衆参両議員
決議
・11/12　今上天皇即位の礼

・12/10　㈱エフエムジャパン設立 ・8/8　㈶日本デジタル道路地図協
会設立

・6/5　関東ケーブルテレビジョン
㈱設立

・8/1　㈶道路空間高度化機構設立

・広域幹線道路網に関する新しい産
業の開発に関する研究
・道路情報ターミナルにおける情報
提供事業に関する研究
・一体型道路整備に関する研究

・地下空間を利用した道路整備の
あり方に関する研究
・高速道路を利用した宅地開発可
能性の研究

・次世代道路交通システムに関す
る調査
・市街地駐車場対策に関する調査
・立体道路事業推進に関する調査
研究

・有料道路における新しいカードシ
ステムの検討
・21世紀型モデル都市ビジョンの
策定に関する研究
・駐車場整備研究会

・利根川渇水71日間の給水制限―首都圏渇
水
・12/17　千葉県東方沖地震（死者2名）

・12/19　十勝岳噴火 ・7/16　福井県国道305号越前海岸岩盤崩
壊事故（死者15名）

・1/22　JR御徒町駅ガード下道路陥没事
故、東北・上越新幹線のシールド工事起因
・10/8　鳴門市国道11号で直径1.1kmの落
石が観光バスを直撃（死者3名）
・11/17　雲仙普賢岳噴火

50,223,439 52,645,676 55,136,643 57,993,866 

9,347 10,344 11,086 11,227 

3,910 4,280 4,407 4,661 

46,523 46,661 46,805 46,935 

89,811 93,840 100,674 107,328 
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【当機構をめぐる30年のあゆみ】
西暦 1991 1992 1993 1994
元号 平成3 4 5 6

道路関係
ニュース

・1/28　電線類地中化推進検討会議開
催
・5/2　道路法及び駐車場法の一部を
改正する法律公布（駐車料金の徴収、違
法放置物件の除去）
・5/28　国際ロジスティックシンポジ
ウム開催
・8/6　夢ロード21委員会「多彩な活動
空間の形成をめざして」を提言
・10/25　道路交通情報通信システム
（VICS）推進協議会発足
・11/29　第5次特定交通安全施設等整
備事業五箇年計画閣議決定
・11/29　新物流システム研究委員会
設置
・12/17　道路情報システム高度化に
関する調査研究委員会設置

・3/31　緊急経済対策（経済対策閣僚
会議決定）自動車から排出される窒素
酸化物の特定
・4/21　ハイウェイ周遊券「ロマンチッ
ク日光尾瀬」発売開始
・5/20　第一回道の駅懇談会開催
・6/15　道路審議会「今後の有料道路
制度のあり方について」中間答申

・4/　「道の駅」制度創設
・4/　ISO（国際標準化機構）でITSの国
際標準を検討するTC204が活動開始
・4/26－29　PIARC横浜会議開催
・5/28　第11次道路整備五箇年計画閣
議決定
・5/28　第10次積雪寒冷特別地域道路
交通確保
・5/28　奥地等産業開発道路整備計画
について閣議決定
・6/28　道路技術五箇年計画発表
　（ETC整備打ち出す）
・7/23　道路審議会「21世紀に向けた
新たな道路構造の在り方」中間答申
・11/9　VICS公開実験（都内）
・11/19　環境基本法公布
・11/25　道路構造令の一部改正（歩行者
の安全確保と車両の大型化への対応）

・3/24　地域ロジスティクス推進協議
会第1回総会
・8/2　高度情報通信社会推進本部を
内閣に設置
・8/11　平成7年度重点施策「情報ハイ
ウェイ整備事業」「SA・PAを活用した地
域拠点整備事業」発表
・10/7　「公共投資基本計画」閣議了解
（630兆円規模）
・11/1　ノンストップ自動料金収受シ
ステム共同研究者公募
・11/10　道路審議会「21世紀に向けた
新たな道路構造のあり方―新時代の道
の姿をもとめて―」について答申
・12/16　地域高規格道路初指定138路
線5,320km

・9/18　阪神高速道路湾岸線天保山大
橋開通
・12/7　浜田自動車道全線開通
・12/8　本州四国連絡道路生口橋開通

・7/23　関東ケーブルテレビ開局
・8/10　立体道路制度適用第1号の阪
神高速池田線梅田出路が開通
・10/29　NTT資金活用の開発インタ
ーとして磐梯河東インターが初開通

・3/25　長野自動車道全線開通
・3/29　伊勢自動車道全線開通
・8/26　レインボーブリッジ（首都高速
台場線等）開通

・4/2　関西国際空港のアクセスとなる
関西空港自動車道及び阪神高速道路湾
岸線開通
・4/20　阪神高速道路湾岸線全線開通

ITS世界会議 ・11/30－12/3　第1回パリ会議

社会ニュース

・1/17　湾岸戦争始まる ・5/1　国家公務員完全週休2日制度実
施
・6/5　絶滅の恐れのある野生動植物
の種の保存に関する法律公布

・3/5　自販機の道路はみ出しは道路法
違反として設置者を大阪府警天満署が
書類送検
・6/9　皇太子御成婚
・6/24　政府関係25機関の移転計画ま
とまる
・7/7－9　第19回東京サミット開催

・1/13　「環境政策大綱」制定
・6/27　松本サリン事件（死者7名）
・8/3　東京で100年に一度の猛暑、最
高気温39.1度
・9/4　関西新国際空港開港
・11/9　行政改革委員会設置法公布
・12/16　環境基本計画閣議決定
・12/16　日本の一人当たりGNPが初
めて世界一に

道路新産業
開発機構の
あゆみ　

・2/25　機構事務所虎ノ門から
築地に移転（築地7－17－1住友
不動産築地ビル）

・7/14　㈶駐車場整備推進機構
設立

・道路管理における情報通信シ
ステム検討
・道路交通情報提供システム基
本計画策定
・道路空間を利用した新たな情
報サービスに関する調査研究

・日本橋室町・本石地区再生化
検討
・周辺地域と一体的に高速道路
の上下空間を高度利用するため
の新しい事業のあり方に関する
研究
・地域ロジスティクスに関する
調査検討
・道路物流高度化検討
・ロジスティクス構想の研究

・ITSの国際標準化に関する検
討（～現在）
・ISO/TC204/WG5（料金収受）
の国内事務局を引き受け（～現
在）
・SAにおける情報提供事業に関
する調査研究
・幹線道路整備に関連する新事
業分野の開発に関する調査研究
・地域ロジスティクスの高度化
に関する情報システム調査

・ノンストップ自動料金収受シ
ステム開発推進に関する検討
・関東広域圏物流施設体系整備
計画調査
・道路における高度コミュニケ
ーション環境整備に関する調査
研究
・エネルギー供給と道路空間に
関する調査研究
・次世代移動通信システムPHS
整備に関する調査研究

災害・事故等

・3/14　広島新交通システム工事現場
で鋼製桁落下事故（死者14名）
・6/6　雲仙普賢岳火砕流災害（死者43名）
・9/27－28　台風19号で広範囲に倒木
災害（死者62名）

・7/2　北海道南西沖地震発生奥尻島
に被害甚大（死者231名）
・8/7　鹿児島地方に集中豪雨（死者79
名）
・9/3　台風13号（死者48名）

・4/6　名古屋空港で中華航空機が着
陸に失敗（死者263名）

自動車保有台数（台） 60,498,850 62,713,454 64,498,279 66,278,836 

交通事故死者数（人） 11,105 11,451 10,942 10,649 

高速自動車国道
延長（km）

4,869 5,054 5,410 5,568 

一般国道延長
（km）

47,000 47,033 53,304 53,302 

道路関係予算
（億円）

114,643 133,921 150,642 135,974 
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1995 1996 1997 1998
7 8 9 10

・2/21　高度情報通信社会推進に向けた基
本方針制定
・3/23　電線共同溝の整備に関する特別措
置法公布
・ITS推進ガイドライン制定
・道路一体型広域物流拠点モデル事業指定
・8/28　道路・交通・車両分野における情報
化実施方針策定
・11/30　道路審議会「今後の有料道路制度
のあり方について」中間答申

・1/16　防災エキスパート制度発足式
・3/12　第6次交通安全基本計画策定
・5/9　本州四国連絡橋公団法の一部を改
正する法律公布（本社を神戸市へ移転）
・5/24　幹線道路の沿道の整備に関する法
律等に関する法律等の一部を改正する法律
公布（沿道地区計画、沿道整備権利移転等促
進計画）
・7/8　高度道路交通システム（ITS）推進に
関する全体構想（マスタープラン）策定
・9/19　自動運転道路システム（AHS）公開
実験（上信越道）
・12/13　第6次特定交通安全施設等整備事
業五箇年計画閣議決定

・1/24　道路審議会「今後の有料道路制度
のあり方について」中間答申
・3/31　ETC小田原厚木道路で試験運用開
始
・6/13　環境影響評価法公布
・6/30　道路審議会「道路政策変革への提
言より高い社会的価値をめざして」建議
・8/5　平成10年度重点施策で「国土建設」
から「国土マネジメント」への転換を発表
・12/1－2　第1回日英ワークショップ開催、
ITSと交通安全が重要テーマに

・1/30　「特定交通安全施設等整備事業五箇
年計画の改定について」閣議決定（財政構造
改革の推進に関する特別措置法を踏まえ、計
画期間を五箇年から七箇年に延長）
・5/29　第12次道路整備五箇年計画閣議決定
・5/29　新積雪寒冷特別地域道路交通確保
五箇年計画閣議決定
・6/16　新奥地等産業開発道路整備計画閣
議決定、地域高規格幹線道路を追加指定（候
補路線35路線、計画路線54路線/約延長
1,590km）
・7/23　建設省50周年記念（S23.7.23）
・8/20　11年度重点施策「21世紀への展望
を開く活力ある国土の構築」を発表
・11/20　道路審議会「より良い沿道環境の
実現に向けて」答申

・3/28　常盤自動車道で通行料金支払いに
クレジットカードを初導入
・7/27　青森～鹿児島・宮崎間が高速道路で
直結（九州自動車道人吉～えびの間開通で）
・8/2　盤越自動車道全線開通
・9/19　名古屋高速都心環状線全線開通
・10/19　ノンストップ自動料金徴収システ
ム（ERP）第1号機をシンガポール政府から受
注（三菱重工）
・10/27　自動運転道路システム（AHS）公開
実験（土木研究所）

・4/23　VICS東京100km圏及び東名・名神
の全線で運用開始
・8/8　ノンストップ自動料金収受システム
（ETC）の共同研究結果の公表
・9/19　自動運転道路システム（AHS）公開
実験
・9/30　阪神淡路大震災で被災した阪神高
速道路が全線復旧
・11/26　大分自動車道全線開通

・3/12　本州四国連絡橋公団本社が神戸市
移転
・3/15　岡山自動車道全線開通
・3/31　ETC試験運用開始（小田原厚木道
路小田原料金所）
・6/3　広島高速道路公社設立
・7/23　東北6県高速ネットワーク完成（秋
田自動車道北上西～湯田間開通で）
・10/1　盤越自動車道全線開通
・11/13　北陸自動車道全線開通
・11/13　秋田自動車道全線開通
・12/18　東京湾アクアライン全線開通

・4/5　本州四国連絡道路神戸鳴門ルート
全線開通（明石海峡大橋開通で）

・11/9－11　第2回横浜会議 ・10/14－18　第3回オーランド会議 ・10/21－24　第4回ベルリン会議 ・10/12－16　第5回ソウル会議

・2/24　「特殊法人の整理合理化について」
を閣議決定
・3/20　地下鉄サリン事件（死者12名）
・5/19　地方分権推進法公布

・6/1　O－157食中毒事件
・12/17　ペルー日本大使館襲撃事件

・3/22　秋田新幹線開業
・4/1　消費税3%から5%へ引き上げ
・12/1　温暖化防止京都会議

・1/1　新民事訴訟法施行
・2/7－22　第18回オリンピック冬季競技大
会開催（長野）

・機構内に「ITS統括研究部」を設置

・7/1　㈶道路交通情報通信システム
（VICS）センター設立
・道路管理の高度化に関する調査
・マルチモーダルITS施策に関する調査
・世田谷情報ハイウェイ策定検討
・光ファイバー網の活用が経済・社会
システムに与える影響に関する調査
研究
・道路ネットワークを活用した次世
代通信システムの整備構想に関する
調査研究
・ITSを活用した道路環境システムに
関する調査研究
・大災害に対応した情報通信体制の
あり方に関する調査研究
・関東広域圏物流施設体系整備調査
研究

・ETCシステムの開発推進に関する
技術検討
・ITSシステムアーキテクチャ構築
に関する検討
・郊外型大規模商業施設に関わる社
会資本整備のあり方に関する研究
・首都圏移転に伴う事業交通の変化
と社会資本整備のあり方に関する調
査研究

・ITS道路通信標準に関する検討
・地域ITS検討
・ITSグランドデザインの検討
・長野ITSショーケース効果調査
・都市内物流拠点整備に関する調査
研究
・道路一体型広域物流拠点における
情報センター整備に関する調査研
究
・移動手段の共有利用による地域内
交通問題解決に関する調査研究

・DSRC運用に関する検討
・スマートハイウェイ推進に関する
調査
・災害時のITS活用方策検討
・各地整等におけるVICS運用定数
の作成・更新（～現在）
・地域ITSマスタープラン策定検討
・コンビニの利用実態及び機能に関
する調査研究
・ITSを活用した新たな産業の創出
に関する調査研究
・情報過疎地への道路を活用した支
援研究
・高齢者・交通弱者にやさしい交通
政策のあり方研究

・1/17　阪神淡路大震災－兵庫県南部地震
（死者6,434名）

・2/10　北海道国道229号豊浜トンネル岩
盤崩壊事故（死者20名）
・12/6　長野県小谷村大規模土石流災害
（死者14名）

・7/10　出水市針原土石流災害（死者21名）
・8/25　国道229号第二白糸トンネル崩落
事故

68,103,696 70,106,536 71,775,647 72,856,583 

10,679 9,942 9,640 9,211 

5,677 5,932 6,114 6,402 

53,327 53,278 53,356 53,628 

152,745 142,151 136,560 154,066 
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【当機構をめぐる30年のあゆみ】
西暦 1999 2000 2001 2002
元号 平成11 12 13 14

道路関係
ニュース

・2/3　スマートウェイ推進会議開催
・6/16　スマートウェイ推進会議が
「スマートウェイの実現に向けて」を提言
・11/　ITSシステムアーキテクチャ策定

・5/17　交通バリアフリー法公布
・5/19　大深度地下の公共的使用に
関する特別措置法成立（深さ40mを超
す地下利用制度を定める）
・5/31　共同溝の整備等に関する特別
措置法、電線共同溝の整備に関する特
別措置法の一部改正公布
・6/29　道路空間のユニバーサルデ
ザインを考える懇談会開催
・7/7　情報通信技術戦略本部を内閣
に設置/IT戦略会議を設置
・11/28－12/1　AHS実証実験（スマー
トクルーズ21）
・11/29　高度情報通信ネットワーク
社会形成基本法（IT基本法）成立

・1/6　省庁再編で「国土交通省」誕生
・1/6　高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部（IT戦略本部）を内閣
に設置
・1/22　e－Japan戦略を決定
・3/29　e－Japan重点計画決定（世界
最高水準の高度情報通信ネットワーク
の形成を目指して）

・4/1　河川、道路の光ファイバー一般
開放
・6/1　道路交通法改正（酒気帯び等
悪質運転に関する罰則強化・交通情報
自由化盛込）
・6/18　ETC5,000円補助開始
・6/18　e－Japan2002プログラムを
決定
・6/21　道路四公団の民営化のあり方
を検討する第三者機関「道路四公団民
営化推進委員会」の委員7名決定
・7/19　社会資本整備審議会道路分
科会が次期道路四整備五箇年計画の
作成に向けた中間報告を提言
・8/8　道路環境ビジネス研究会開催
・8/13　ヒートアイランド対策連絡会議
・12/6　道路関係四公団民営化推進委
員会は最終意見書を首相に提出

・5/1　本州四国連絡道路尾道今治ル
ート海上部全線開通（新尾道大橋・
多々羅大橋・来島海峡大橋開通で）
・5/20　川崎大気汚染公害訴訟和解
成立
・8/6　初の社会実験実施（島根県松
江市ほか5地区）

・3/11　徳島自動車道全線開通
・4/16　京奈和道路全線開通
・4/24　日本道路公団45料金所、首都
高速9料金所でETC試行運用を開始
・6/28　那覇空港自動車道初開通
・7/1　本州四国連絡橋公団設立30周年
・7/20　アクアラインの通行料金値下げ
・7/28　四国縦貫自動車道全線開通
・9/4　第10回REAA道路会議が東京
で開幕
・10/27　阪神高速道路公団でETCモ
ニター募集開始
・11/28－12/1　走行支援システムの
公開デモンストレーション「スマート
クルーズ21Demo2000」開幕
・12/8　尼崎公害訴訟和解成立

・2/27　駐車場ETCゲート走行実験
（大阪桜橋駐車場）
・3/31　ETC千葉・沖縄にて運用開始、
7/23までに146料金所で運用開始
・5/10　板橋区大和町交差点に大気
浄化実験施設完成
・10/22　首都高速湾岸線全線開通

・1/29－2/2　DSRC（ITSスポット）情
報接続サービスを守谷SAで実験
・7/18　ETC前払い割引開始（東京湾
アクアライン）

ITS世界会議 ・11/8－12　第6回トロント会議 ・11/6－9　第7回トリノ会議 ・9/30－10/4　第8回シドニー会議 ・10/14－17　第9回シカゴ会議

社会ニュース

・コンピューター2000年問題
・1/26　中央省庁等改革大綱決定
・7/26　国会改革法成立

・7/21　九州・沖縄サミットが開幕
・11/28　少年法改正、刑事罰対象16
歳以上を14歳以上に

・12/1　内親王敬宮愛子様誕生
・9/11　米国で同時多発テロ発生
・10/23　首都高速で環境ロードプラ
イシング試験

・5/31－6/30　サッカーワールドカッ
プ開催
・9/17　日朝間における国交正常化交
渉の再開を柱とする「日朝平壌宣言」
に署名

道路新産業
開発機構の
あゆみ　

・9/2　㈶道路システム高度化
推進機構（ORSE）設立

・ITSトレーニングプログラム
策定
・VICS地域展開検討
・地域ITSマスタープラン策定
・神奈川東部地域における道路
整備促進
・情報化の都市構造等へのイン
パクトに関する調査研究

・ITSを活用した道路管理高度
化検討
・AHS現道実験計画策定
・ITSの導入に係る制度上の課
題に関する検討
・高速道路を活用した道路イン
フラ整備手法に関する検討
・デジタル放送を用いたITS展
開に関する調査研究
・道路施設の補修・更新におけ
るITSの導入に関する研究
・ETC関連サービスの事業化に
関する調査研究
・休憩施設の収益増加等に関す
る調査研究
・ITSによる社会活性化の研究

・休憩施設の事業展開検討
・歩行者支援社会実験
・駐車場へのDSRC導入検討
・広域情報ネットワーク検討
・CG・VRの公共事業計画への
応用に関する調査研究
・道路と関わりのある都市内稀
少空間の有効活用に関する研
究
・道路を利用した次世代型低公
害自動車の燃料供給ネットワー
ク等に関する調査研究
・新しい動力システムによる次
世代自動車に関する調査研究
・デジタル放送を用いた地図情
報の活用に関する調査研究
・新しいインフラとしてのITS
に関する研究
・日本橋地区都市再生事業調査
研究（～現在）

・地域ITSアクションプラン策
定
・バスロケーションシステム社
会実験
・プローブデータ収集方策検
討
・道路一体型広域物流拠点整
備事業の整備促進研究
・ITS都市計画情報の活用に関
する調査研究
・高速道路を活用した地域活性
化に関する調査研究
・次世代通信網に対応した高度
道路基盤整備に関する調査研
究
・道路環境ビジネス研究会（～
2006）

災害・事故等

・8/14　神奈川県玄倉川増水で中州の
キャンプ客流される（死者13名）
・9/30　東海村JCOウラン加工で国内
初の臨界事故

・3/31　有珠山西側山麓で噴火、1市2
町の住民が避難
・7/8　三宅島噴火

・7/21　明石市歩道橋で花火見物客
が将棋倒し（死者10名）

自動車保有台数（台） 73,688,389 74,582,612 75,524,973 76,270,813 

交通事故死者数（人） 9,006 9,066 8,747 8,326 

高速自動車国道
延長（km）

6,455 6,617 6,851 6,915 

一般国道延長（km） 53,685 53,777 53,866 53,866 

道路関係予算（億円） 135,002 127,686 122,942 113,460 
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2003 2004 2005 2006
15 16 17 18

・2/　VICS全国運用開始
・2/23　日本橋地区都市再生事業着手
・3/31　交通安全施設等整備事業の推進に
関する法律公布
・8/8　e－Japan重点計画2003決定（第1期
目標、2005年に世界最先端のIT国家を目指
して）
・8/8　電線類地中化推進検討会議「無電柱
化推進計画」まとめる
・10/10　社会資本整備重点計画閣議決定
（新道路整備五箇年計画）
・12/25　第1回国土開発幹線自動車道建設
会議開催（新直轄方式で建設する27区間
699kmを選定）

・1/22　DSRC普及促進検討会発足
・2/6　e－Japan戦略Ⅱ加速パッケージ策定
・4/14　無電柱化推進計画策定
・6/2　道路関係四公団民営化関係4法成立
・8/5　スマートウェイ推進会議、提言を発表
・10/15　スマートインターチェンジ社会
実験開始

・2/25　次世代道路サービス提供システム
に関する官民共同研究開始
・4/1　道路整備交付金の創設
・6/24　VICSプローブ懇談会開催
・7/15　スマートウェイ推進会議開催
・10/1　道路関係四公団民営化、独立行政
法人日本高速道路保有・債権返済機構設立
・12/8　シーニックバイウェイ戦略会議設置

・2/7　第2回国土開発幹線自動車道建設
会議開催
・3/31　高速道路保有機構と高速道路会
社との協定締結
・6/1　道路整備の中期ビジョン（案）公表
・6/21　高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律（バリアフリー法）公
布
・7/10　スマートインターチェンジ［SA・
PA接続型］制度実施要綱策定
・8/9　道路空間のユニバーサルデザイン
を考える懇談会設置
・9/4　道路ルネッサンス研究会報告書公表
・12/13　「道路の走りやすさマップ　“対
応カーナビ”実用化へ」官民共同研究開始

・3/2　京都縦貫道路（綾部宮津道路）全線
開通
・3/30　高松自動車道全線開通
・5/15　ETC内蔵カーナビ発売（トヨタ）
・5/20－9/19　二輪車ETC「車載器方式」社
会実験
・6/10　ETC車載器セットアップ100万台を
突破
・8/29－翌3/7　二輪車ETC「非接触カード
方式」社会実験
・12/14　ETC車載器セットアップ200万台
を突破

・2/16－3/14　DSRC名古屋駐車場案内実
験
・5/31　ETC車載器セットアップ300万台
達成
・12/1　東京国際空港第2旅客ターミナル
開業にあわせ、首都高湾岸線によるアクセ
スルート開通

・1/30　セントレアライン開通
・3/25－9/25　愛知万博での駐車場自動決
済システム等実証実験
・4/28　二輪車ETC試行運用開始
・12/25　ETC車載器セットアップ1000万
台達成

・2/22－2/24　「スマートウェイ　公開実
験　デモ2006」実施
・11/1　全国の高速道路で二輪車ETCの利
用開始

・11/16－20　第10回マドリッド会議 ・10/18－24　第11回名古屋会議 ・11/6－10　第12回サンフランシスコ会議 ・10/8－12　第13回ロンドン会議

・3/19　米英軍がイラク攻撃開始
・4/1　政令指定都市「さいたま市」が誕生
・4/1　日本郵政公社発足
・6/6　外国からの武力攻撃に対応するため
の有事法制3法が成立

・1/5　東海地震予知で警戒宣言の前に「注
意情報」を発表する制度スタート
・4/1　特殊法人帝都高速度交通営団（営
団地下鉄）が民営化し、東京地下鉄株式会
社（東京メトロ）へ

・2/17　中部国際空港開港
・3/25－9/25　愛知万博開催

・2/16　神戸空港開港
・3/16　新北九州空港開港
・9/6　悠仁親王誕生

・自動二輪車対応ETC検討
・センサカメラを活用した大型車走
行適正化検討
・道路交通情報提供ビジネスに関す
る調査研究
・道路空間におけるユビキタス環境
に関する調査研究
・ITSの新たな方向性と道路施策メ
ニューに関する調査研究
・道案内システムの研究
・地上デジタル放送を用いた道路交
通サービスの高度化に関する調査研
究
・DSRC新規格作成のための調査研
究

・道路景観に関する検討会（～
2006）
・二輪ETC一般モニター実験（～
2006）
・歩行者支援技術の調査研究（～
2008）
・スマートICの調査研究・社会実験
（～2008）

・日本風景街道に関する研究（～現
在）
・沿道建物と道路の一体整備検討
（～2006）
・再開発事業と公共バスターミナル
整備の一体化検討（～2006）
・鉄道上空空間を活用した公共道
路施設の整備検討（～2006）
・中心市街地活性化の起爆剤とな
る総合道路デザイン制度検討（～
2006）

・ETCの新技術調査研究（～2007）
・次世代道路サービス共同研究

・5/26　宮城県沖地震（負傷者174名）
・7/20　水俣市宝川内地区土石流災害（死
者19名）
・7/26　宮城県北部地震（負傷者677名）
・9/26　十勝沖地震（死者2名）

・6/10－10/21　台風4号をはじめとする過
去最大10個の台風上陸
・10/23　新潟県中越地震（死者46名）

・4/25　JR福知山線脱線事故（死者107名）・8/14　首都圏大規模停電
・11/7　北海道佐呂間町竜巻災害（死者9
名）

76,892,517 77,390,245 78,278,880 78,992,060 

7,702 7,425 6,927 6,403 

7,196 7,296 7,383 7,392 

54,004 54,084 54,265 54,347 

102,471 95,459 88,530 83,921 
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【当機構をめぐる30年のあゆみ】
西暦 2007 2008 2009 2010
元号 平成19 20 21 22

道路関係
ニュース

・5/31　日本風景街道シンポジウム開
催
・6/29　道路空間のユニバーサルデ
ザインを考える懇談会提言を公表
・11/13　道路の中期計画（素案）公表
・12/25　第3回国土開発幹線自動車
道建設会議開催

・12/8　道路特定財源の一般財源化
決定
・12/24　「新たな中期計画」のとりま
とめ
・12/26　ITS－Safety2010 08年度大規
模実証実験計画公表

・3/12　ETC車載器新規導入助成開
始
・4/22　道路整備事業に係る国の財
政上の特別措置に関する法律等の一
部を改正する法律成立(道路特定財源
の廃止）
・4/27　第4回国土開発幹線自動車道
建設会議開催
・6/30　i－Japan戦略2015策定

・5/11　新たな情報通信技術戦略策定

・2/27　国内初の本格的携帯型カー
ナビ（PND）発表（ソニー）
・6/9　首都圏中央連絡自動車道八王
子～あきる野9.6km開通（関越道と中
央道が直結）
・9/17　日本海沿岸東北自動車道本
荘～岩城21.6km開通（「新直轄方式」で
整備された全国初の高速道路）
・10/15－10/17　スマートウェイ2007
デモ開催
・12/4　ホンダと埼玉県が全国初とな
るカーナビ情報を自治体が利用する
「道路交通データ提供協定」締結
・12/22　首都高速道路中央環状新宿
線熊野町～西新宿6.7km（山手トンネ
ル）開通

・ITS－Safety2010大規模実証実験開
始
・2/23　新名神高速道路亀山～草津
49.7km開通
・7/5　東海北陸自動車道全線開通

・ITS－Safety2010公開デモンストレ
ーション
・10/28　DSRC対応車載器発売開始
（三菱電機）

・3/20　第二京阪道路全線開通
・3/28　首都高速中央環状新宿線大
橋～西新宿4.3km（山手トンネル）開
通
・6/28　高速道路無料化社会実験開
始

ITS世界会議 ・10/9－13　第14回北京会議 ・11/16－20　第15回ニューヨーク会議 ・9/21－25　第16回ストックホルム会議 ・10/25－29　第17回釜山会議

社会ニュース

・2/18　第1回東京マラソン開催
・10/1　郵政民営化スタート

・7/7－7/9　北海道洞爺湖サミット開
幕

・5/21　裁判員制度スタート
・8/31　自民党から民主党に政権交代
　

・9/7　沖縄・尖閣諸島沖で中国漁船と
海上保安庁の巡視船衝突事件
・10/21　羽田空港国際線ターミナル
オープン
・11/13　アジア太平洋経済協力会議
（APEC）横浜で開幕

道路新産業
開発機構の
あゆみ　

・11/1 機構の企画開発部､ITS
統括研究部、プロジェクト推進
部の3部を廃止し、「ITS・新道路
創生本部」を設置

・5/7　機構事務所 築地から現
在の江戸川橋に移転（文京区江
戸川橋1－23－6プラザ江戸川橋
ビル）

・6月　「㈳ITSサービス推進機
構（ISPA）」設立

・2016年オリンピック開催都市
候補としての東京のあり方検討
（～2008）
・地域活性化検討（～2008）
・新道路利活用研究会（～現在）

・音声出力型ITS車載器による
次世代サービス検討
・次世代道路サービス大規模実
証実験
・ISO/TC204/WG18（協調シス
テム）の設立に伴い国内事務局
を引き受け（～現在）

・長崎EV&ITSプロジェクト（～
2012）
・次世代道路サービスに関する
検討
・車利用型EMV決済システムの
調査研究（～現在）
・銀座BRT・トランジットモー
ル事業検討（～2010）
・八重洲・新橋・浜松町ターミナ
ル事業検討（～2010）
・豊洲・晴海まちづくり事業検
討（～2010）
・都市活性化検討（暮らし創世
ビジョン検討）（～現在）

・スポット通信を利用したドライ
ブスルー実証実験（～2012）
・ITSスポットサービスにおけ
る安全運転支援情報提供のあり
方に関する研究会（～2011）

災害・事故等

・3/25　能登半島沖地震（死者1名）
・7/16　新潟県中越沖地震（死者7名）

・6/14　岩手・宮城内陸地震（死者17
名）

・8/11　駿河湾地震（死者1名） ・2/28　2/27発生のチリの大地震によ
り、日本で17年ぶりに大津波警報発令
　

自動車保有台数（台） 79,236,095 79,080,762 78,800,542 78,693,495 

交通事故死者数（人） 5,782 5,197 4,968 4,922 

高速自動車国道
延長（km）

7,431 7,560 7,642 7,803 

一般国道延長
（km）

54,530 54,736 54,790 54,981 

道路関係予算
（億円）

81,457 76,581 62,146 50,515 



61

2011 2012 2013 2014
23 24 25 26

・7/14　東日本大震災を踏まえた緊急提言
を提出
・12/9　今後の高速道路のあり方中間とり
まとめ公表

・1/1　首都高速道路及び阪神高速道路の
対距離料金制への移行
・4/10　首都高速の再生に関する有識者会
議の開催
・6/27　オートパイロットシステムに関す
る検討会開催
・9/19　首都高速の再生に関する有識者会
議提言書の公表
・12/4　トンネル天井板の落下事故に関す
る調査・検討委員会設置

・6/5　道路法等の一部を改正する法律公
布（都道府県道・市町村道の改築・修膳の代
行、維持修繕協定、協議会、大型車両の通行
の適正化、道路の維持・修膳に関する技術
的基準など盛込）
・6/14　日本再興戦略閣議決定
・9/30　地方道交流倶楽部開設
・11/29　インフラ長寿命化基本計画決定
・12/20　新たな高速道路料金に関する基
本方針公表

・2/12　道路法改正（道路管理者の占用範
囲の拡張措置の盛込）
・4/1　新たな高速道路料金スタート
・5/9　道路の老朽化対策に向けた大型車
両の通行の適正化方針決定 

・3/19　北関東自動車道全線開通
・3/30　全国の高速道路でITSスポットサー
ビス開始（ただし、東日本大震災関連地域は、
8/12～開始）

・2/12　東京ゲートブリッジ開通
・2/20　ITSスポットを活用した物流効率
化の官民実証実験開始
・4/14　新東名高速道路御殿場～三ヶ日
161.9km開通
・8/24　DSRC車載器とスマートフォンと
の連携サービス開始（パナソニック・オート
モーティブシステムズ）

・3/23　鳥取自動車道全線開通
・3/30　松江自動車道全線開通
・11/23　名古屋高速道路全線開通

・6/28　首都圏中央連絡自動車道相模原
愛川～高尾山14.8km開通（中央道と東名高
速が直結）

・10/16－20　第18回オーランド会議 ・10/22－26　第19回ウィーン会議 ・10/14－18　第20回東京会議 ・9/7－11　第21回デトロイト会議

・7/24　アナログTV放送終了、地上デジタ
ル放送へ移行
・10/31　世界人口70億人を突破

・5/22　東京スカイツリーオープン
・8/10　消費税法改正、5%→8%→10%と2
段階での増税が決定
・10/1　東京駅復原工事完了
・12/17　民主党から自民党に政権交代

・9/8　2020年オリンピック・パラリンピッ
ク夏季競技大会が東京開催に決定

・4/1　消費税5%から8%へ引き上げ

・4/1 機構は一般財団法人に移行

・9/1 （一社）ITSサービス推進機構
（ISPA）が道路システム高度化推進
機構（ORSE）に吸収合併、（一財）
ITSサービス高度化機構（ITS－
TEA）に

・首都圏における交通インフラ検討
（～2012）
・震災復興・防災検討（～2012）
・ITSスポットおよび協調ITSに関す
る調査研究（～現在）
・ISO/TC204/WG7（商用車管理）の
国内事務局を移管・引き受け（～現
在）

（過年度からの継続事業を実施） ・国土強靭化・防災に関する検討
（～現在）

（過年度からの継続事業を実施）

・3/11　東日本大震災（死者15,889名）
・8/25－9/21　台風12号、15号（死者96名）

・4/29　関東自動車道高速バス事故（死者
7名）
・7/11　九州北部で記録的豪雨（死者29名）
・12/2　中央自動車道笹子トンネル天井板
落下事故（死者9名）

・10/16　台風26号（死者40名） ・2/14　関東甲信地方を中心とした記録的
豪雪
・8/20　広島土砂災害（死者74名）
・9/27　御嶽山噴火（死者47名：2014/10/3
現在）

78,660,773 79,112,584 79,625,203 

4,663 4,411 4,373 

7,920 8,050 

55,114 55,222 

50,626 60,997 
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年　　度
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

HIDO設立から 20年 21年 22年 23年

調　

査　

部

道路環境
ビジネス
研究会

（H14.8.8
発足）

エコロードビジネス部会 H19.3　報告書作成

都市活性化ビジネス部会 H19.3　報告書作成

省資源・新エネルギービジ
ネス部会

H19.3　報告書作成

新道路
利活用
研究会

「道路空間の有効活用と道
路管理における民間活用」
部会

「情報化社会における道路
の有効活用」部会

「高速道路を活用した地域
の活性化」部会

ITSスポットサービスにお
ける安全運転支援情報提供
のあり方に関する研究会

道路関連施設整備支援に関
する調査研究部会

道路課金制度に関する調査
研究部会

その他（提言等）

●H17.7.28  高速道
路下の利用促進に
関する提言（国土
交通省道路局へ）

●H18.6.29  道路
の多様な潜在機能
の発揮に向けて －
道路ビジネスモデ
ルの研究－（国土
交通省道路局へ）

Ｉ
Ｔ
Ｓ
・
新
道
路
創
生
本
部

ITSの国際標準化

VICS定数更新

ETC

スマートIC

特殊車両の運行管理

路車協調による運転支援

【当機構のこの10年の取り組み】

● H19.5.8  公共 デ ー
（国土交通省 政

●H19.5.21  道 用 の ての活
　（国土交通省 

 ● ●H17.4  ICカードによる車載器決済のH17.4  ICカードによる車載器決済のインタフェース定義タフェース定義新  規項目提案 → H20.12  TS発行   ●H22.11   DSRC車載器と外部デバイス間のインタフェース定義 新規項目提案 H26 TS発行（予定）
 ● H18.6  CALM-MAIL● H18.6  CALM-MAIL（日本のDSRC通信）） 
  　新規項目提案
 ●H18.11  非IP非IP通信（ITSスポット 通 目提案

●H16.4.28  二輪ETC一般モニター実験

 ●H19.7  アプリケー  新規項目提案

 ISO/TC204における標準化活動　　WG5（自動料金収受）・ 

　　　　　　　　　　

 二輪ETC

ETCの新技術
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平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

施設を活用した地上デデジタル放送ネットワーークの整備に向けて
道路局、河川局、総合政政策局へ）

路空間の新たな利活用用に向けて－道路空間ののビジネス空間としての活ての活用を通じて－
道路局へ）

●H22.6   報告書報告書作成

●H22.6   報告書報告書作成

●H23.8   報報告書作成

●H24.12   報12   報告書作成

●H26.8
　報告書作成

「道路空間の有効活用」分科会
H19.11.14 ～ H21.10.13

「道路管理における民間活用」分科会
H19.11.13 ～ H22.5.19

H22.10.5 ～ H23.5.25
H24.1.25 ～ H24.3.14

H24.11.13 ～

H24.4.23 ～ H26.6.12

 ●H17.4  ICカードによる車載器決済の タフェース定義  規項目提案 → H20.12  TS発行規項目提案 → H20.12  TS発行   ●   ●H22.11   DSRC車載器と外部デH22.11   DSRC車載器と外部デバイバイス間のインタフェース定義 新規項目提案 ス間のインタフェース定義 新規項目提案 H26 TS発行（予定）H26 TS発行（予定）
● H18.6  CALM-MAIL ）  H21.5  ISO発行

非IP 通通信関連） 新規項目提案目提案   H23.3  ISO発行
ション・マネージメント（ITSスポット関連） 新規項目提案 新規項目提案 H22.8  ISO発行

WG7（商用貨物車運行管理、H23.3 ～）・WG18（協調ITS、H22.8 ～）国内事務局の運営 

　　全国の地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務局におけるVICS定数更新

　　　　　　　　全国のスマートIC

H19.11.20 ～ H21.10.27

H19.11.13 ～ H20.9.9　H22.9.6 ～ H23.6.27

ETCの普及支援
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【当機構のこの10年の取り組み】

年　　度
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

HIDO設立から 20年 21年 22年 23年

Ｉ
Ｔ
Ｓ
・
新
道
路
創
生
本
部

長崎EV&ITS事業

風景街道

日本橋再生プロジェクト

道路都市再生

その他主な受託業務

•
東
京
国
道
Ｉ
Ｔ
Ｓ
技
術
検
討
・
路
上
工
事
情
報
提
供
（
東
京
国
道
）

•
駐
車
場
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
活
用
業
務
（
道
路
局
）

•
埼
玉
県
広
域
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
業
務
（
北
首
都
国
道
）

•
D
S
R
C
を
活
用
し
た
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
展
開
検
討
（
国
総
研
）

•
自
律
的
移
動
支
援
シ
ス
テ
ム
の
課
題
整
理
（
国
総
研
）

•
ス
マ
ー
ト
I
C
社
会
実
験
検
討
業
務
（
各
地
整
）

•
バ
ス
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
導
入
実
験
（
豊
田
市
）

•
「
み
ち
ナ
ビ
と
よ
た
」
改
良
検
討
（
豊
田
市
）

•
地
域
Ｉ
Ｔ
Ｓ
に
関
す
る
調
査
検
討
（
各
地
方
整
備
局
）

•
次
世
代
道
路
サ
ー
ビ
ス
提
供
シ
ス
テ
ム
検
討
（
国
総
研
）

•
I
T
S
を
活
用
し
た
特
殊
車
両
管
理
シ
ス
テ
ム
検
討
（
高
崎
河
川
国
道
）

•
都
市
空
間
の
再
編
・
活
用
方
策
（
道
路
局
）

•
Ｅ
Ｔ
Ｃ
車
載
器
を
有
し
な
い
首
都
高
速
利
用
者
に
対
す
る
通
信
シ
ス
テ
ム

検
討
（
首
都
高
速
）

•
「
み
ち
ナ
ビ
と
よ
た
」
改
良
検
討
（
豊
田
市
）

•
香
嵐
渓
秋
季
交
通
対
策
（
豊
田
市
）

•
自
律
移
動
支
援
シ
ス
テ
ム
技
術
の
実
用
化
検
討
（
国
総
研
）

•
ス
マ
ー
ト
I
C
社
会
実
験
検
討
業
務
（
各
地
整
）

•
冬
季
道
路
管
理
へ
の
Ｉ
Ｔ
Ｓ
技
術
導
入
検
討
（
関
東
地
整
）

•
香
嵐
渓
秋
季
交
通
対
策
（
豊
田
市
）

•
「
み
ち
ナ
ビ
と
よ
た
」
改
良
検
討
（
豊
田
市
）

•
Ｅ
Ｔ
Ｃ
車
載
器
を
有
し
な
い
首
都
高
速
利
用
者
に
対
す
る
通
信
シ
ス
テ
ム

検
討
（
首
都
高
速
）

•
次
世
代
道
路
サ
ー
ビ
ス
提
供
シ
ス
テ
ム
標
準
化
検
討
（
国
総
研
）

•
北
海
道
に
お
け
る
道
路
利
活
用
検
討
（
北
海
道
開
発
局
）

H17.7  成果報告会●H17.7  成果報告会●
都市再生に資する新しい道路都市再生に資する新しい道路

整備のあり方に関する提言（案）整備のあり方に関する提言（案）

●H17.12.7  戦略会議スタート ●H17.12.7  戦略会議スタート  ●2007年  日本風景 

●H19.2  成果報告会  質の 高い道路都市再生施策の具現化検討（案）●H19.2  成果報告会  質の 

歩行者支援技術

地方都市ＷＧ

沿道建物と道路の一体整備検討

再開発事業と公共バスターミ
ナル整備の一体化検討

鉄道上空空間を活用した
公共道路施設の整備検討

中心市街地活性化の起爆剤と
なる総合道路デザイン制度検討

大都市中心ＷＧ

大都市郊外ＷＧ

2016年オリン
ピック開催都市
候補としての東
京のあり方検討

●H18.4.20  提言書まとめ 提言書まとめ ●H19.9.10 

●H19.12. 20 空

●H16.10.7  日本橋地下歩道空間（Ⅰ期）完成　●H18.9.15  「日本橋川に空を ●H16.10.7  日本橋地下歩道空間（Ⅰ期）完成　●H18.9.15  「日本橋川に空を り戻す会」の総理提言

道路景観に関する検討会

ITSサービスの枠組み

道路における社会サービス

 

仕様化検討 次世代道路サービス
（共同研究）

DSRCの開発・普及促進

自律移動支援
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平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

•
「
み
ち
ナ
ビ
と
よ
た
」
改
良
検
討
（
豊
田
市
）

•
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
を
活
用
し
た
デ
マ
ン
ド
バ
ス
予
約
シ
ス
テ
ム
検
討

（
豊
田
市
）

•
首
都
高
速
に
関
わ
る
開
発
及
び
サ
ー
ビ
ス
検
討
（
首
都
高
速
）

•
ス
マ
ー
ト
Ｐ
Ａ
（
首
都
高
速
）

•
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
大
規
模
実
証
実
験
作
成
（
国
総
研
）

•
積
雪
寒
冷
地
に
お
け
る
次
世
代
I
T
S
実
証
実
験
（
東
日
本
高
速
）

•
Ｅ
Ｔ
Ｃ
設
備
更
新
に
関
す
る
検
討
（
広
島
高
速
道
路
公
社
）

•
意
識
動
向
調
査
を
通
じ
た
次
世
代
道
路
サ
ー
ビ
ス
検
討
（
道
路
局
）

•
首
都
高
速
に
関
わ
る
開
発
及
び
サ
ー
ビ
ス
検
討
（
首
都
高
速
）

•
ス
マ
ー
ト
Ｐ
Ａ
（
首
都
高
速
）

•
次
世
代
道
路
サ
ー
ビ
ス
シ
ス
テ
ム
標
準
仕
様
検
討
（
国
総
研
）

•
安
全
運
転
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
検
討
（
国
総
研
）

•
Ｅ
Ｔ
Ｃ
設
備
更
新
に
関
す
る
検
討
（
広
島
高
速
道
路
公
社
）

•
首
都
高
速
道
路
に
お
け
る
路
車
間
の
相
互
接
続
性
検
証
業
務
（
国
総
研
）

•
特
定
車
両
に
対
す
る
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
検
討
業
務
（
国
総
研
）

•
Ｅ
Ｔ
Ｃ
設
備
更
新
に
関
す
る
検
討
（
広
島
高
速
道
路
公
社
）

•
I
T
S
ス
ポ
ッ
ト
の
運
用
上
の
技
術
的
課
題
検
討
（
国
総
研
）

•
情
報
接
続
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
確
認
試
験
業
務
（
国
総
研
）

•
I
T
S
ス
ポ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
の
課
題
整
理
業
務
（
道
路
局
）

•
連
続
通
信
等
を
用
い
た
交
通
需
要
管
理
サ
ー
ビ
ス
の
検
証
実
験
支
援
業
務

（
国
総
研
）

•
都
市
内
高
速
道
路
の
更
新
の
あ
り
方
検
討
（
道
路
局
）

•
円
滑
、安
全
・
安
心
な
次
世
代
I
T
S
の
実
現
に
向
け
た
検
討
（
道
路
局
）

•
路
車
連
携
型
安
全
運
転
支
援
技
術
に
関
す
る
調
査
業
務
（
国
総
研
）

•
厚
木
P
A
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
検
討
業
務
（
厚
木
市
）

•
Ｉ
Ｔ
Ｓ
ス
ポ
ッ
ト
検
討
・
設
計
業
務
（
東
北
地
整
）

•
首
都
高
速
道
路
の
再
生
に
関
す
る
業
務
（
道
路
局
）

•
協
調
I
T
S
に
よ
る
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス
調
査
業
務
（
国
総
研
）

•
円
滑
、安
全
・
安
心
な
次
世
代
I
T
S
の
実
現
方
策
検
討
（
道
路
局
）

•
運
転
支
援
の
高
度
化
に
資
す
る
イ
ン
フ
ラ
施
設
調
査
（
国
総
研
）

•
路
車
連
携
型
安
全
運
転
支
援
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
情
報
調
査
（
国
総
研
）

•
円
滑
、安
全
・
安
心
な
道
路
交
通
の
実
現
方
策
検
討
（
道
路
局
）

•
道
路
プ
ロ
ー
ブ
情
報
の
収
集
精
度
改
善
検
討
（
道
路
局
）

•
経
路
情
報
収
集
装
置
の
展
開
方
策
検
討
（
道
路
局
）

•
I
T
S
ス
ポ
ッ
ト
を
活
用
し
た
特
殊
車
両
通
行
許
可
制
度
検
討
（
道
路
局
）

•
簡
素
型
I
T
S
ス
ポ
ッ
ト
の
機
器
要
求
事
項
調
査
（
国
総
研
）

•
特
殊
車
両
走
行
支
援
の
た
め
の
道
路
情
報
提
供
調
査
（
国
総
研
）

●H22.7.3  EV100台パレード（ギネス認定） ●H24.10.22  コンテンツ完成●H22.7.3  EV100台パレード（ギネス認定） ●H24.10.22  コンテンツ完成
●H24.7.8  EV PHタウンシンポジウム in 長崎・五島●H24.7.8  EV PHタウンシンポジウム in 長崎・五島

各地域で活動・交流会の実施各地域で活動・交流会の実施
●H17.12.7  戦略会議スタート 街道だより創刊 ●H23年●H23年秋  ロゴマーク決定 　●H25.2.6  テーマ別意見交換会  ロゴマーク決定 　●H25.2.6  テーマ別意見交換会

●H22年度末  120登録 ●H24.10.25●H22年度末  120登録 ●H24.10.25－－26  風景街道サミット in あさま26  風景街道サミット in あさま

●H19.2  成果報告会  質の 高い道路都市再生施策の具現化検討（案）高い道路都市再生施策の具現化検討（案）
●H21.1  成果報告会 2016年東京オリンピッ●H21.1  成果報告会 2016年東京オリンピックを契機とした道路都市再生施策の実現に向けて（案）を契機とした道路都市再生施策の実現に向けて（案）

日本風景街道

長崎EV&ITS協議会　　　H21.10設立　約220団体

震災復興・防災検討

国土強靭化・防災検討

国土強靭化・
国際競争力強化検討

銀座BRT・トランジットモール事業検討 首都圏における交通インフラ検討

豊洲・晴海まちづくり事業検討

八重洲・新橋・浜松町ターミナル事業検討

交通システム検討

ターミナル拠点検討

都市活性化検討（暮らし創生ビジョン検討）

歩行者・自転車検討

地域活性化検討

 提言書まとめ 登録開始（96登録）

2020  日本橋地下歩道空空間（Ⅱ期）完成 ●H26.1.31   日本橋地下歩道東●H26.1.31   日本橋地下歩道東
側（Ⅲ期）完成側（Ⅲ期）完成

●H16.10.7  日本橋地下歩道空間（Ⅰ期）完成　●H18.9.15  「日本橋川に空を 取り戻す会」の総理提言り戻す会」の総理提言

日本橋地区再生事業（受託業務）

●日比谷駐車場
　実証実験（その1）

●日比谷駐車場
　実証実験（その2）

●ITS世界会議東京
　駐車場実証実験評価・検証

スポット通信を利用したドライブスルー実証実験
（H22.10－H24.3）

大規模実証実験

車利用型EMV決済システム

 普及促進に向けた支援

 発話型ITS車載器による次世代サービス

カーナビ連携型ITS車載器による次世代サービス

機能拡張検討



会　長

理事長評議員会 賛助会員

事務局

理事会監　事 各種調査研究委員会等

調査部 ITS･新道路創生本部総務部

道路新産業開発機構の組織

○理事会

　 　理事会は、定款の定めるところにより、理事の職務

執行の監督等を行うとともに、当機構の業務執行等に

関し決議する。

○事務局

　 　総務部、調査部、ITS・新道路創生本部の３部で構

成されており、常勤役職員総数 30 名（平成 26 年 10

月 1 日現在）

○評議員会

　 　評議員会は、定款の定めるところにより、決算に関

する計算書類、評議員、理事及び監事の選任・解任、

定款の変更等に関し決議する。

○各種調査研究委員会等

　 　当機構の根幹を成す各種の調査研究（自主研究等）

を行い、必要に応じて、国の機関等に提言を行う。

TRAFFIC ＆ BUSINESS
季刊・道路新産業
AUTUMN 2014 No.107 

発行　　　　一般財団法人　道路新産業開発機構

　　　　　　プラザ江戸川橋ビル２階

　　　　　　ホームページ　http://www.hido.or.jp/
編集発行人　佐藤秀一
編集協力　　株式会社 
印刷　　　　有限会社セキグチ

★本誌掲載記事の無断複製をお断わりします。

（平成26年10月14日）

66




